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1 序論 
 
 

1.1 はじめに 
 

現在の耐震設計法では，中小地震については建物の継続使用を，大地震に対しては倒壊しないこと

を基本方針としている。しかし，近年の都市型地震災害においては，建物が倒壊に至らない場合でも，

構造物自体の損傷による不動産的価値の減少や，什器や設備機器の損傷に伴う経済活動の停止によっ

て広範囲に経済的損失が生じたことが問題となった。首都直下地震の被害予測において，構造物の復

旧費用並びに機能停止に伴う経済的損失は 100 兆円規模とも見られ[1.1]，設計法の規定よりも高性能な

建物，すなわち地震時の損傷を修復不要なレベルに低減し，地震後の早期復旧や機能維持が可能な建

物が社会に必要とされていると言える。 

この需要に対し，注目を集めているのが免震構造である。免震構造は，地震時の大変形とエネルギ

ーを免震層に集中させることで，建物や内部設備の損傷を非常に効果的に低減することができる。た

だし，初期費用および維持費用が高いこと，建物周囲に地震時の大変形を吸収するためのクリアラン

スが必要なこと等，価格や敷地の制約が大きく，どんな建物にでも採用できるわけではない。 
地震時の損傷を修復不要なレベルに低減する他の手法として，損傷制御型構造がある。損傷制御型

構造は，地震による建物への入力エネルギーを構造体の特定部位に設置された装置（制振デバイス）

に吸収させることで，建物全体の地震時応答を低減し，建物の耐震安全性を確保するものである。損

傷が特定部位に集中するため，地震後に必要であればデバイスを交換するのみで構造骨組自身は修復

不要な状態に留めることができ，建物の構造体の機能を迅速に回復させることができる。損傷制御型

構造はデバイスと構造骨組みの組み合わせ次第で，比較的安価に多様な用途の建物に適用可能である。 
本研究で対象とする，エネルギー消費機構を有する圧着型プレキャスト（以下 PCa と略記）プレス

トレストコンクリート（以下 PC と略記）構造は，この損傷制御の考え方を更に推し進めたものと位置

付けることができる。圧着型 PCaPC 構造は，PC 鋼材のみを通し配筋として部材同士を圧着接合する

ものであり，圧着接合面の離間を許容すれば，離間部の開閉に変形を集中させて，圧着面近傍以外の

損傷をごく軽微に留めることができる。またプレストレス力の作用により架構は高い復元性を有する

ため，変形を受けると元の状態に戻ろうとする作用が強く，地震後の残留変形も抑制することができ

る。損傷制御設計の考え方に基づけば，構造骨組を圧着型 PCaPC 構造として（非線形）弾性挙動させ，

地震エネルギーは制振デバイスに吸収させれば良い。このとき，プレストレス力による残留変形の抑

制を妨げず，かつ適切なエネルギー消費性能を発揮するデバイスを用いれば，履歴特性は図 1-1に示す

ように，ループ面積が大きく残留変形の小さないわゆるフラッグシェイプとなる。 
 

荷重

変形
 + 

荷重

変形
 = 

フラッグ
  シェイプ

荷重

変形
 

PCaPC 構造（非線形弾性）       エネルギー消費要素            提案する構造形式 

図 1-1 提案する構造形式の履歴特性概念 
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1.2 研究の目的 
 

1.1節で述べた背景に基づき，本研究では，復元性と損傷抑制性能の高い圧着型 PCaPC 構造に，エネ

ルギー消費要素を組み合わせることで，残留変形が小さく履歴によるエネルギー消費の大きなフラッ

グシェイプの履歴を実現し，復元性と損傷抑制に加えて地震時応答も低減した構造形式の開発を目的

とした。 

圧着型 PCaPC 構造とエネルギー消費要素を組み合わせてフラッグシェイプの履歴を実現するシステ

ムは，日米共同研究 PRESSS 研究プログラム[1.2]に端を発し，同プログラムにおいて開発された構造形

式は既に複数の建物で実用化されている例えば[1.3]。PRESSS の Hybrid Framing System は，梁断面中央に

緊張材としてアンボンド PC 鋼棒を配し，梁の圧縮・引張縁近くにはエネルギー消費要素として軟鋼鉄

筋を配したものである。復元力はアンボンド PC 鋼棒の張力によって生じ，軟鋼鉄筋は塑性化によりエ

ネルギー消費を行うため，良好なフラッグシェイプの履歴を得ることができる。エネルギー消費要素

を骨組部材内に収めているので建築空間を損なうことなく，圧着型 PCaPC 構造の特性を活かした非常

に優れた構法であると言える。また，エネルギー消費要素を部材外部に設けた構造形式としては，

Morgen and Kurama[1.4]が提案したアンボンド PC 部材と摩擦ダンパーを併用する方法がある。 

本研究はこれらの研究成果を踏まえ，PRESSS の Hybrid Framing System に対しては，よりシンプル

な断面を実現できるものとして，緊張材とエネルギー消費要素の両方の性能を併せ持つ混合より線の

使用を提案した。また摩擦ダンパーに対しては，エネルギー消費要素の選択肢を広げる意味で，剛性

や耐力，降伏時変形等の設計自由度が高く，地震後の取り替えも容易な波形鋼板を用いた間柱型せん

断パネルダンパーの使用を提案した。それぞれの概要と特徴を以下にまとめる。 
 

【波形鋼板ダンパーを用いた構造形式】 
波形鋼板は，数 mm 厚さの薄肉鋼板を波状に折り曲げたものであり，せん断変形に対して高い剛性

を発揮する一方，軸および曲げ剛性は工学的に無視可能という特徴を有する。本研究では，これを間

柱型せん断パネルダンパーとしての用いることを提案した。波形鋼板は折り目が水平となる方向で使

用し，鉛直軸力を負担させない。そのため通常の平鋼板を用いたパネルダンパーに比べて軸力の影響

を受けずにダンパーとしての効果を発揮できる。また，折り曲げ部が座屈補剛の役割を果たすため，

平鋼板を用いたパネルダンパーに比べて座屈の発生を遅らせることができる。エネルギー消費性能が

鋼材種や板厚だけでなく波の形状により幅広く設計できるため，使用範囲が広いと考えられる。架構

は通常の圧着型 PCaPC 構造とすれば良く，ダンパーの降伏時変位や水平荷重分担率を適切に設定する

ことで十分な復元性が期待できる。 
 

【混合より線…目地部の開閉挙動を利用したエネルギー消費の方法】 

混合より線は，降伏強度の異なる 2 種の素線をより合わせたものであり，本研究では通常のより線

と同様に PCaPC 部材の緊張材として用いる。圧着接合面の離間に伴い，低強度素線は塑性化させて地

震エネルギーを消費させ，高強度素線は弾性範囲に留めて緊張材として復元力を発揮させる。従来の

PC 鋼より線と形状・施工方法とも同じであるため，部材断面は通常の PCaPC 構造と同様にすれば良

く，PRESSS の Hybrid Framing System のように PC 鋼材と軟鋼鉄筋を平行に配置する断面に比べて，非

常にシンプルな配筋で同様の性能が期待できる。エネルギー消費要素が部材内に存在するので，空間

計画的にも有利である。ただし鋼材種およびその断面積は選択範囲が限られるため，波形鋼板に比べ

ると設計自由度がやや劣る。また，より線の挙動は初期導入力，配筋位置に大きな影響を受けるため，

適切なひずみ範囲で挙動するように設計する必要がある。 
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上にも述べたように，波形鋼板ダンパーを用いる場合にはダンパーの降伏時変形量・水平荷重分担

率を，混合より線を用いる場合にはより線の構成・初期導入力・配筋位置を「適切に」設定して，復

元性を損なわずに十分なエネルギー消費性能を発揮できる構造としなければならない。しかしながら，

圧着型 PCaPC 構造の挙動予測においては，圧着接合面の開閉という圧縮・引張側で性質の大きく異な

る挙動と，これに伴う PC 鋼材の抜け出し挙動（これには PC 鋼材の付着特性が大きく関わってくる）

により，平面保持の仮定が成立しないという解析的困難がある。計算機の発達に伴い，FEM モデルや

多層バネモデル（これも一種の FEM モデルと言える）を用いれば，これらの挙動を模擬して圧着型

PCaPC 構造の挙動を精度良く予測することは可能である。しかしそのような解析は複雑かつ計算時間

を要するため，提案する構造形式の実用化を図るには，部材または架構の荷重－変位関係をもっと簡

便に得ることのできる数値モデルの開発が必須である。特に本研究で提案する構造形式では，架構の

復元性とエネルギー消費性能を精度良く見積もることが必要であるため，包絡線だけではなく，残留

変形と履歴ループの得られる繰り返し変形に対応したモデルが必要である。また，本研究で提案する

混合より線を用いた構造形式では，より線の挙動，特に低強度素線の降伏とより線全体の張力が，架

構のエネルギー消費量と復元力に大きな影響を与えるため，繰り返し変形時の PC 鋼材張力（またはひ

ずみ）の変化を予測することも必要である。 
圧着型 PCaPC 構造は圧着接合面の開閉に変形が集中するため，部材全体の変形は接合部離間に伴う

部材の剛体回転変形と，部材の弾性変形から成るとみなすことができる。そこで圧着接合面に作用す

るモーメントと回転の関係をモデル化すれば，これを部材端回転バネとして，部材を線材とする骨組

モデルに組み込むことで，架構の挙動を容易に計算できると考えられる。圧着面の回転挙動について

は，断面解析をベースに離間と PC 鋼材の抜け出しを考慮する形で，既にいくつかのモデルが提案され

ている[1.5]，[1.6]など。しかし PC 鋼材の抜け出しに関してより線の付着特性を反映したものはごくわずか

である上，繰り返し時の PC 鋼材張力変化について考慮したものはない。また，既往の提案モデルは断

面の回転中心の算出方法にも課題が残されている。 
 
 

以上を踏まえ，本研究の具体的な目的を以下とした。 
 

 提案する 2 種の構造形式を用いた部分モデルの載荷実験により，フラッグシェイプの履歴特性を

実現すること。またその実験過程において，ダンパーや PC 鋼材の挙動が履歴に及ぼす影響を明ら

かにし，設計上留意すべき力学的特性を把握すること。 
 圧着型 PCaPC 構造の圧着接合面の離間，および PC 鋼材の抜け出し挙動を模擬可能な材端回転バ

ネモデルを，骨組解析への適用を念頭において構築し，提案する構造形式を含む圧着型 PCaPC 骨

組の挙動を比較的簡便な手法で予測可能とすること。 
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1.3 研究内容 
 

本研究は，実験的研究および解析的研究から成る。実験的研究として，①波形鋼板ダンパーの性能

確認実験，および提案するダンパーを組み込んだ PCaPC 門型架構の静的繰り返し載荷実験を行った。

また，②混合より線を緊張材とした片持ち梁の静的繰り返し載荷実験を行った。解析的研究として，

③既往のより線付着－すべり特性をランダムな繰り返し履歴に対応し，解析モデルに組み込めるよう

に修正し，④FEM 解析に組み込んで，混合より線片持ち梁実験結果の追跡を行い，付着応力分布の推

移を解明した。これに基づき，⑤圧着型 PCaPC 部材の部材端回転バネモデルを構築し，M－θ 関係の

算出方法を提案した。更に⑥部材端回転バネモデルに基づいた，提案構造形式の復元性とエネルギー

消費性能の予測手法の提案を行った。以下にそれぞれの内容を詳しく述べる。 
 

【実験的研究】 

① 波形鋼板ダンパーの性能確認および提案ダンパーを組み込んだ門型架構の静的繰り返し載荷実験 
波形鋼板をダンパーとしての使用した例は過去にないため，まず変形可能領域を限定（波形鋼板パ

ネルを試験体全体高さに対して小さくし，上下に支持部となる厚肉鋼板を接合）した，鋼板ダンパー

のみの繰り返し載荷実験を行った。ダンパー全体の高さに対して波形鋼板パネルの高さ割合を変える

ことで，波形鋼板の降伏時変形角を制御できること，降伏時変形角が設計時の予測値とほぼ一致し，

ダンパーの設計手法が妥当であることを確認した。次いで波形鋼板ダンパーを組み込んだ圧着型

PCaPC 門型架構，および比較用 RC 門型架構の静的繰り返し載荷実験を行った。波形鋼板は概ね予測

どおりの層間変形角でせん断降伏した後，安定した紡錘型の履歴を示し，PCaPC 架構の試験体ではフ

ラッグシェイプ履歴を実現した。損傷状況は，RC 架構では多数のひび割れが発生しヒンジ部のコンク

リートが圧壊したのに対し，PCaPC 架構ではひび割れ本数は少なく，コンクリートの圧壊・鉄筋の座

屈等の損傷が生じなかった。 
 

② 混合より線を緊張材とした片持ち梁の静的繰り返し載荷実験 
より線種類（素線組み合わせの異なる混合より線，および普通より線）を変数として，より線のみ

を通し配筋とする圧着型 PCaPC 片持ち梁の，静的繰り返し載荷実験を行った。混合より線を用いた試

験体では，低強度素線が塑性化・高強度素線が弾性となる範囲でより線が挙動し，フラッグシェイプ

の履歴が実現できた。いずれの試験体でもひび割れ本数は少なく，コンクリートの圧壊も大変形時ま

で生じなかった。 
 

【解析的研究】 
③ 既往の PC 鋼より線付着すべり特性の修正 

圧着接合面における PC 鋼材の抜け出し挙動を規定する 大要因と考えられる，付着すべり特性につ

いて，既往の提案モデル[1.7]はすべり振幅が漸増する繰り返し履歴にしか対応していないため，ランダ

ムな繰り返しに対応可能なモデルに修正した。修正点は以下の 2 点である。1) 単調載荷時と繰り返し

載荷時で別に定義されていた包絡線を，1 本の包絡線にまとめた。2) 繰り返し時の履歴に関して，既

往のモデルは前回サイクルの 大付着応力・すべり量から当該サイクルの経路を決定するものであり，

当該サイクルのすべり振幅が前回サイクルよりも小さい場合には除荷時の応力到達点が算出できない

定義となっていたため，経験 大すべり量を用いた「仮定サイクル」を定義し前回サイクルに代えて

用いることで，これを解決した。当該サイクルの振幅が仮定サイクルよりも小さい場合には，初期剛

性と同じ傾きの直線および仮定サイクルの一部から成る経路辿るとした。これにより，ランダムなす
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べり量変化に対応可能とした。 
 

④ FEM 解析による混合より線片持ち梁実験結果の追跡 

混合より線を用いた片持ち梁の実験時挙動を対象に，FEM 解析を行った。その際，③で構築した修

正付着－すべりモデルをボンドリンクの挙動に反映した。解析モデルは実験結果を非常に精度良く追

跡でき，特に PC 鋼材の張力変動を良好に模擬できた。解析結果から，載荷サイクル中の状態（加力時，

除荷時，PC 鋼材降伏の有無など）に応じた，PC 鋼材のひずみ分布および付着応力分布の推移を明ら

かにした。 
 

⑤ 圧着型 PCaPC 部材の部材端回転バネモデルの構築 
骨組解析の部材端回転バネとして用いることを念頭に，PCaPC 部材の圧着接合面における M－θ モ

デルを構築した。④で明らかにした PC 鋼材付着応力分布を考慮し，FEM モデルを用いたパラメトリ

ックスタディ結果に基づいて，圧着接合面の開閉に伴う PC 鋼材の抜け出し量とひずみ増分を関係付け

た。また既往の提案モデルで問題になった回転中心の算定手法も新たに提案して，PCaPC 部材の実挙

動を模擬したモデルを構築した。提案した部材端回転バネモデルは，部材の荷重－変形関係，および

PC 鋼材の張力変動を FEM モデルと同程度の精度で追跡できた。 
 

⑥ 部材端回転バネモデルを用いた提案構造形式の復元性とエネルギー消費性能の予測手法の提案 

⑤で構築した部材端回転バネモデルに基づき，圧着型 PCaPC 部材において，設計時に要求される

大変形量に対し，復元性を維持するのに必要となる PC 鋼材の断面積を求める計算式を導出した。これ

を応用し，混合より線を用いた構造形式については，より線の構成（低・高強度素線の割合と断面積）

が部材の復元性とエネルギー消費性能に及ぼす影響を明らかにし，適切な構成および断面積のより線

を選択する手法を示した。波型鋼板ダンパーを用いた構造形式については，全体の挙動が架構・ダン

パーそれぞれの履歴の足し合わせで予測できることを示し，PCaPC 架構の履歴については⑤の部材端

回転バネを組み込んだ骨組解析により求め，ダンパーの履歴は Menegotto-Pinto 式[1.8]より求めて両者を

足し合わせることで，実験結果を精度良く模擬できることを示した。足し合わせによる履歴から，ダ

ンパーの水平荷重分担率と，残留変形（復元性）および等価粘性減衰定数（エネルギー消費量）の関

係を明らかにし，復元性を維持しつつエネルギー消費性能を変化させることで適切な波形鋼板ダンパ

ーを設計する手法を提案した。 
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2 圧着型 PCaPC 構造に関するこれまでの研究状況 
 

 

2.1 はじめに 
 

圧着型 PCaPC 構造においてエネルギー消費要素を付加した構造形式は，既にいくつかの手法が提案

されている。本章では，2.2節でエネルギー消費機構を付加した圧着型 PCaPC 構造の地震時挙動概念に

ついてまず述べ，2.3節では既往の研究で提案された圧着型 PCaPC 架構を用いた構造形式を，2.4節で

は圧着型 PCaPC 部材の履歴モデルに関する既往の研究を紹介し，これまでの研究状況をまとめる。

後に2.5節では，これまでの研究で残されている課題に対し，本研究の位置付けを述べる。 

 

 

2.2 エネルギー消費要素を付加した圧着型 PCaPC 構造の地震時挙動 
 

圧着型 PCaPC 構造において，圧着接合面の開閉挙動を許容すると，この圧着接合面目開きに伴う部

材の剛体回転挙動が架構の変形成分の多くを占める。除荷時にはプレストレス力によって目地部が再

び圧着されるため，残留変形は非常に小さくなり架構全体の荷重－変形関係は非線形弾性の履歴を示

す（図 2-1）。この時，コンクリートの損傷は圧着接合部近傍の圧壊に集中し，部材の曲げ変形に伴う

ひび割れはあまり生じないため，通常の RC 構造に比べて修復範囲は非常に小さくて済む。部材端部補

強などにより圧壊を生じさせず，修復不要とすることも可能である。ただし，図 2-1に示す非線形弾性

の履歴特性においては，圧着接合面離間後の剛性が小さいために地震時応答が大きくなってしまい，

内部設備や什器，非構造体等の損傷を考慮すると，このような過大応答は許容できない場合が多い。 

そこで何らかのエネルギー消費要素を付加し，応答を低減する必要がある。このとき，プレストレ

ス力による残留変形の抑制を妨げない，適切なエネルギー消費量を有するデバイスを用いれば，履歴

特性は図 2-1に示すように，履歴面積が大きく，かつ残留変形の小さないわゆる「フラッグシェイプ」

となり，地震時の変形を元に戻す復元性を有し，かつ地震時の応答も低減した構造形式が実現できる。

本研究では， 終目的である安価で耐震性に優れた構造形式の実現という観点から，エネルギー消費

要素の材料として主に鉄鋼を用いた。 

 
荷重

変形
 + 

荷重

変形
 = 

フラッグ
  シェイプ

荷重

変形
 

PCaPC 構造（非線形弾性）       エネルギー消費要素            提案する構造形式 

図 2-1 提案する構造形式の履歴特性概念 

 

以下では，2.3節で圧着型 PCaPC 構造において圧着接合部の開閉挙動を許容して架構の高復元性を実

現した構造として，①PC 鋼材の導入力を低減する方法，②PC 鋼材の付着を一部なくす方法，③アン

ボンド PC 鋼材と普通鉄筋を併用する方法，④アンボンド PC 鋼材と摩擦ダンパーを併用する方法をそ

れぞれ紹介する。2.4節では，これらの構造形式を用いた建物の挙動を予測するための，圧着型 PCaPC
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構造を対象とする部材履歴モデルに関して既往の研究をまとめ，補足として，履歴に大きな影響を与

える PC 鋼材の付着特性に関するモデルを紹介する。 後に2.5節では，既往の研究における問題点や

残された課題を明らかにし，本研究で解決を試みる事項を明示する。 
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2.3 圧着型 PCaPC 構造を用いた構造形式に関する既往の研究 
 

本研究で提案する復元性とエネルギー消費を両立した構造形式では，圧着型 PCaPC 構造において，

圧着面の離間（目開き）を許容し部材を剛体回転挙動させることにより，高復元性（残留変形抑制性

能）を有し，かつ変形時に生じる部材損傷の少ない架構を実現する。ただし，目開きにより PC 鋼材が

弾性範囲を超えて変形すると，除荷時に PC 鋼材の張力が低下し架構の復元性が確保できないおそれが

ある。 

これを防ぐために，圧着型 PCaPC 架構により非線形弾性挙動を実現する構造形式手として，①PC

鋼材の導入力を低減して弾性範囲での使用に留める方法，②圧着面（柱梁接合部）近傍で PC 鋼材の付

着をなくして応力が非線形領域に達しないようにする方法，が提案されている。更に，非線形弾性の

履歴で問題となるエネルギー消費性能を改善したものとして，③エネルギー消費要素として普通鉄筋

を用いる方法（エネルギー消費要素は部材内に存在），④エネルギー消費要素として摩擦ダンパーを用

いる構法（エネルギー消費要素は部材外部（柱梁接合部近傍）に存在），が提案された。①および②で

は PC 鋼材を一部ないし全体に渡ってボンドとしているが，③および④では PC 鋼材にエネルギー消費

を期待する必要がないため，PC 鋼材はいずれも部材断面中央にアンボンドで配されており，より合理

的な設計となっていると言える。 

以下ではこれら 4 種の構造形式を順に紹介する。 

 

 

2.3.1 PC 鋼材の導入力を低減する方法 

 

中野ら[2.1]によって提案された PC 圧着関節工法は，PCaPC とした柱および梁部材を圧着接合し，圧

着接合面の離間を許容して，地震荷重下では圧着目地部（関節部）の弾性的な回転挙動に変形を集中

させて，損傷を制御しようとするものである。圧着に用いる PC 鋼より線の導入緊張力は規格降伏強度

Py の 50%とし，弾性範囲のみでの使用とすることで，離間した接合面の再接触を確実にし，復元性を

確保している。これまでに十字形部分架構実験[2.2]，ト形部分架構実験[2.3]，基礎部分から二階の柱梁接

合部までを含んだ『士形』架構実験[2.4]を実施し，関節部の弾性回転挙動に変形が集中して部材の損傷

が非常に軽微に留まること，履歴復元力特性は非線形弾性で高復元性を有する架構が実現できること

が確認された。以下では『士形』架構実験について実験概要および履歴特性を紹介する。 

 

 

［実験概要］ 

試験体は 1/3 スケールの，基礎部分から二階の柱梁接合部までを含んだ『士形』架構である。実験変

数を柱のプレストレス力（0.4Py（No. 1），0.6Py（No. 2），無し（RC 造，No. 3））とする計 3 体であり，

梁にはいずれも 0.5Pyのプレストレス力を導入した。柱に用いた PC 鋼材は丸鋼，梁はより線である。

設計コンクリート強度は，柱を RC 造とした試験体の柱のみ 50 MPa，その他の部材は 90 MPa である。

RC 柱試験体の PCa 柱部材と基礎部の接合には，モルタル充填式継手を用いた（柱主筋は 12-D16）。 

図 2-3に載荷装置を示す。加力方法は柱頭を加力点とした正負交番漸増繰り返し載荷であり，梁両端

のジャッキは加力方向が常に部材と鉛直になるよう脚部をローラーとした。梁端の鉛直変位は接合部

中央の鉛直変位と同一になるよう制御を行った。柱軸力はいずれの試験体でも 745 kN（アンボンド PC

鋼棒（4-φ 19）により導入）である。変位制御で層間変形角 R = 1/400，1/200，1/100，1/66，1/50 を 2

サイクルずつ与えた後，R = 1/100 を 2 サイクル，R = 1/33 を 1 サイクル与え，R = 1/25 まで押し切りと
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した。 

 

 
図 2-2 PC 圧着関節工法士形試験体概要[2.4] 

 

 
図 2-3 載荷装置[2.4] 

 

 

［実験結果］ 

図 2-4に各試験体の層せん断力 Q－層間変形角 R 関係を示す。いずれの試験体でも，関節部の離間

により剛性が大きく低下し，R = 1/66～1/50 程度で 大荷重に達した後，R = 1/25 まで耐力劣化のほと

んどない靭性に富む挙動を示した。図 2-5に示すように，柱・梁とも PC 造とした 2 試験体では残留変

形が非常に小さかったのに対し，柱を RC 造とした No. 3 試験体の残留変形は約 4 倍の値となった。損

傷状況は，梁に関してはいずれの試験体でも目地の離間後に損傷が関節部に集中し，R = 1/66 時に梁

PC より線が降伏してコーベル部コンクリートの剥離が顕著となるまでは，梁部材に損傷はほとんど生

じなかった。ただし接合部については，柱を PC 造とした 2 試験体ではひび割れがほとんど生じなかっ

たのに対し，柱を RC 造とした No. 3 試験体ではせん断ひび割れが多数観測された。柱に関しては，PC

造とした 2 試験体では柱部材－台座ブロック間で離間が生じると変形が関節部に集中し，柱の導入プ

レストレス力を 0.6Pyとした No. 2 試験体では R = 1/25 に至る前に PC 鋼材の降伏が生じたが，No. 1 試

験体では降伏に至らなかった。台座ブロックには R = 1/66 程度で圧壊が生じたが，柱部材の損傷は軽

微であった。一方，柱を RC 造とした No. 3 試験体では R = 1/100 時に柱脚部危険断面位置において柱

主筋が降伏した後，柱脚に多数の曲げひび割れが生じた。等価粘性減衰定数は，図 2-6に示すように柱

を RC 造とした No. 3 試験体で大きく，PC 造とした 2 試験体に差はほとんどなかった。 
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図 2-4 層せん断力 Q－層間変形角 R 関係（各 1 サイクルのみ）[2.4] 

 

 
図 2-5 残留層間変形角[2.4] 

 
図 2-6 等価粘性減衰定数[2.4] 

 

 

［まとめ］ 

圧着関節工法の実験的研究により，圧着型 PCaPC 架構において，PC 鋼材の導入力を規格降伏強度

の 0.5 倍程度に低減して弾性範囲のみでの使用とし，圧着目地部の離間を許容して梁部材を弾性回転さ

せれば，非線形弾性の履歴を有し，損傷および残留変形低減効果の非常に高い架構を実現できること

が確認された。 

 

 

2.3.2 PC 鋼材の付着を一部なくす方法 

2.3.1項で紹介した圧着関節構法は，部材のひび割れを防ぐために，部材同士の圧着接合に用いる PC

鋼材とは別に，複数部材を貫通しない PC 鋼材（導入力は規格降伏荷重の 85%）を用いている。そのた

め，PC 鋼材の配筋が複雑になる，緊張力導入作業が 2 段階必要である，等の問題があったが，Priestley 

and Tao[2.5]は，複数部材を貫通する PC 鋼材のみを用い，図 2-7のように柱梁接合部とその近傍におい

て PC 鋼材の付着をなくす構法を提案した。接合部近傍での付着をなくすことにより，圧着接合面の開

きによって生じる PC 鋼材のひずみは付着ありの場合に比べて大きく低減され，比較的大きな変形後の

除荷時にも PC 鋼材の張力低下が生じない。PC 鋼材の張力が変形後に低下すると，図 2-8に示すよう

に変形 0 近傍で剛性が低くなり逆 S 字型の履歴となるが，Priestley and Tao の提案する構法ではこの現

象を防ぐことができる。 
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図 2-7  Priestley and Tao の提案構造形式[2.5]  

図 2-8 PC 鋼材の張力が劣化する場合

の履歴[2.5] 

 

この構法は，以下の利点がある。 

(1) 適切な長さで付着をなくすことにより，PC 鋼材は弾性限界を超えずに挙動し，大変形後の除荷

時に張力低下することがない。 

(2) 復元力特性は基本的に非線形弾性となり，エネルギー消費性能には劣るが，地震時には構造物

は十分な変形性能を有し，かつ地震後には残留変形を生じずに元の状態に戻ることができる。初

期剛性も維持される。 

(3) 接合部の両側で緊張材の張力が等しくなるため，水平方向のせん断力は図 2-9のように接合部の

圧縮束のみによって伝達される。そのため，接合部応力伝達のための水平方向の補強筋は不要に

なる。また，柱を地震時に弾性であるよう設計すれば，鉛直方向のせん断補強筋も不要となる。

よってせん断補強筋は，基本的に帯筋のみで良い。 

 

ただし，梁と柱の界面に大きなひび割れが生じる可能性があり，ひび割れの上下では圧縮応力が大

きくなるため梁には端部補強が必要となる可能性がある。Priestley and Tao は，梁端部に図 2-10に示す

ようにスパイラル筋を用いた補強を梁せいと同じ長さに渡って施すことを推奨している。 

 

 
図 2-9 接合部におけるせん断力伝達機構[2.5] 
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図 2-10 梁端部補強概要[2.5] 

 

 

2.3.3 アンボンドの PC 鋼材と普通鉄筋を併用する方法 

2.3.1項で紹介した圧着関節工法，および2.3.2項で紹介した部分的に PC 鋼材の付着をなくす構法では，

いずれも PCaPC 架構において圧着接合部の離間と回転を許容することにより，部材の損傷を低減し，

原点指向性の非常に高い履歴を有する架構が実現できることが示された。しかし圧着接合部離間後の

剛性低下が大きいため，地震時応答が過大になる恐れがあり，圧着関節工法では，「必要に応じて制振

部材を併用する」[2.1]としている。Priestley and Tao[2.5]の部分的に PC 鋼材の付着をなくす構法では，中

～長周期建物では一体打ち RC 構造に比べて地震時応答がさほど大きくならないが，建物固有周期が短

い場合には応答が過大となる予測解析結果が示されている。 

そこで以下では，エネルギー消費要素を付加した圧着型 PCaPC 構造として，PRESSS（PREcast Seismic 

Structural System）研究プログラムにおいて 1990 年台に Priestly ら[2.6]により提案された構造形式を紹介

する。PRESSS プログラムは，それまでは一体打ちと同等の性能が要求されていた圧着型 PCaPC 構造

において部材間目地部の変形を積極的に利用する先駆的な研究であり，従来は品質の安定性や工期短

縮といった利点のみへの注目に留まっていた PCaPC 構造に新たな可能性を示した。提案された構造形

式は約20の建物に使用され例として1，橋梁への使用も検討されている[2.8]。なお，2.3.2項で紹介したPriestley 

and Tao の提案構造形式に関する研究も PRESSS 研究プログラムの一環として行われたものであるが，

構造形式の構成が異なるため別項とした。 

 

 

① PRESSS 提案構造形式の概要 

 

図 2-11(a)に PRESSS で提案された Hybrid Framing System を示す。この構造形式は，圧着型 PCaPC

骨組みにおいて柱と梁の圧着接合部開閉を許容しここに部材の変形を集中させるものであり，梁中央

に緊張材としてアンボンド PC 鋼棒を，梁の上下圧縮または引張縁近くにはエネルギー消費要素として

軟鋼鉄筋を配している。復元力はアンボンド PC 鋼棒の張力によって生じ，圧着接合部界面付近のみ付

着をなくした軟鋼鉄筋は，地震時に破断を生じることなく塑性化によりエネルギー消費を行うため，

図 2-11(b)に示す良好なフラッグシェイプの履歴復元力特性を得ることができる。 

図 2-12には Hybrid Wall System を示す。こちらは壁を用いたもので，壁脚や壁同士の離間を許容す

ることで各壁のロッキング挙動を積極的に利用する構造形式である。復元力は，壁の自重（図 2-12(a)）

もしくは壁中央を縦締めしたアンボンド PC 鋼棒（図 2-12(b)）によって生じる。エネルギー消費は，

図 2-12(a)に示す壁脚－基礎梁間に配置した軟鋼鉄筋（Hybrid Framing System と同様に部分的に付着な

し）や，図 2-12(b)に示す壁間のリング状の軟鋼デバイスにより行われ，これらの構造形式も図 2-11(b)

のようなフラッグシェイプ履歴を示す。 
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(a) 構造形式の概要                            (b) 履歴復元力特性 

図 2-11 Hybrid Framing System の例[2.9] 

 

  
(a) 1 枚壁を用いた構造形式                      (b) 複数壁を用いた構造形式 

図 2-12 Hybrid Wall System の例[2.9] 

 

 

② PRESSS 提案構造形式を用いた 5 階建て架構の載荷実験 

以下では，PRESSS の提案する構造形式を用いた 5 階建て架構の載荷実験[2.10]について紹介する。 

 

［試験体概要］ 

試験体は 60%スケール，1 スパン×2 スパンの 5 層建物で，Direct Displacement-Based Design (DBD)

に基づき設計された。 大層間変形角が，UBC (Uniform Building Code)の Zone 4 相当時に 2%以下とな

るようクライテリアを設定した（Sc土壌を想定）。3 層以下の床はダブル T スラブ，4 層以上の床は中

空スラブ構造である。長手方向（以下フレーム方向と記述）の一方の構面は，3 層以下は図 2-11(a)に

示す hybrid connection（詳細は図 2-13(a)），4 層以上は PC より線で梁を柱に緊結した pretensioned 

connection（一般的な PCaPC 構造といえる。図 2-13(b)）である。またフレーム方向の他方の構面は，

下 3 層を TCY-gap connection（TCY：tension/compression yielding。梁下端の全ネジ PC 鋼棒で梁を柱に

緊決し，梁せいの上から 2/3 までは梁と柱の間にスリットを設けて，梁上端に軟鋼鉄筋を配した構造形

式。図 2-13(c)）とし，上 2 層は一般的な RC 構造と類似の性質を示す TCY connection（図 2-13(d)）と

した。フレーム方向と直行する方向（以下壁方向と記述）では，中央の構面に図 2-12(b)に示す hybrid 

wall system を採用した。2.5 層分の壁 2 枚ずつをアンボンド PC 鋼棒によって基礎と緊決し，壁間のエ

ネルギー消費デバイスにはステンレス鋼の UFP connector（U-shaped flexure plate）が用いられた（図 

2-14）。 
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図 2-13 フレーム方向の接合部詳細[2.10] 

 

 
図 2-14 壁方向の構造概要[2.10] 
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［載荷概要］ 

各層 2 本のアクチュエーターを用い，設計地震動の 33，50，100，150%となる 4 種の地震動下にお

ける，擬似動的載荷を行った。各地震動の間では，正負の 大経験変位が同じになるよう，逆三角形

分布荷重によるサイクルを 1 ないし 2 回与えた。 

載荷はまず壁方向が先に行われ，150%レベルの地震動を与えた際にプレキャスト反力壁の変位が安

全限界に達したため，その後の逆三角形分布荷重による載荷は行わなかった。次いでフレーム方向の

載荷では，100%レベルの地震動時において高次モード層せん断力が予測値を大きく上回り，アクチュ

エーターと床，および床とフレームの接合部が設計における終局時の値を越えたため，その後は逆三

角形分布荷重による 大経験変位までの載荷のみを行った（高次モード層せん断力は荷重に含まない）。 

 

 

［実験結果］ 

 

＜壁方向＞ 

壁方向の載荷において，100%レベル時の水平変位は設計値と近い（設計値を 8%下回る）値を示し，

DBD が提案した構造形式の設計に有効であることが確認された。建物の損傷は 150%レベル地震動時

においても軽微であり，壁脚以外にひび割れは発生しなかった。壁脚の両端でコンクリートには微小

な圧壊が生じたが，表面的なものであり建物の通常機能を阻害せずに容易に修復できる程度であった。

柱の鉄筋は降伏せず，柱脚のひび割れも微小であった。また，（基礎部での）モーメント－（屋上階の）

変位関係は，図 2-15に示すようにエネルギー消費性能と残留変形抑制効果を示すフラッグシェイプと

なった。層間変形角 1.8%経験後の残留変形角は 0.06%で， 大変位の 3%と非常に小さな値であった。 

 

 
図 2-15 壁方向のモーメント－変位関係[2.10] 

 

 

＜フレーム方向＞ 

フレーム方向の載荷において，TCY 側の構面では 50%レベル地震動時に柱梁圧着面以外の位置にひ

び割れが発生し，微小なせん断ひび割れが梁から柱にかけて観察された。100%レベル地震動時に，

hybrid connection においては梁に材軸方向のねじれ挙動が発生し，ダブル T スラブが滑落する現象が発

生した。しかしその後の 100%レベル地震動時の 大経験変位を逆三角形分布荷重により 2 サイクル与

えた後でも，hybrid connection における圧着接合面のひび割れ幅は 大で 0.12mm 程度で，損傷はほぼ

なかった。また pretensioned conection においても，部材の非線形挙動は圧着接合部またはその近傍の 1

本のひび割れに集中し，損傷は hybrid connectionよりも軽微であり，hybrid connectionおよび pretensioned 
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conection 側の構面は修復不要であるといえる。一方 TCY 側の構面では，TCY-gap connection の下端に

コンクリート剥落が見られ，また TCY-gap connection においては下端 PC 鋼材の張力減少にともない圧

着接合面がすべったことによって，軟鋼鉄筋が破断した。（基礎部での）モーメント－（屋上階の）変

位関係は，壁方向と同様に図 2-16(a)に示すようにエネルギー消費性能と残留変形抑制効果を示すフラ

ッグシェイプとなった（エネルギー消費量は壁方向よりもやや小さかった）。hybrid connection 側の架

構における残留変形は，TCY 側に比べて大幅に低減された（図 2-16(b)）。 

 

   
(a) 全体の水平抵抗力から算出したモーメント             (b) 構面ごとの比較 

図 2-16 フレーム方向のモーメント－変位関係[2.10] 

 

 

［5 階建て架構実験まとめ］ 

圧着型 PCaPC 構造において，圧着接合部の離間と回転を許容し，かつ変形が不連続となる箇所にエ

ネルギー消費要素を配置することにより，部材の損傷および残留変形を抑制し，地震時応答も低減可

能な構造形式が実現できることを，5 層建物試験体の擬似動的載荷実験により確認した。壁形式の構面

における損傷は修復不要な程度に抑制され，履歴復元力特性はフラッグシェイプとなった。また柱梁

骨組み形式の構面においても，部材にプレストレス力を導入した架構は修復不要であり，フラッグシ

ェイプの履歴も実現できた。 

 

 

2.3.4 アンボンドの PC 鋼材と摩擦ダンパーを併用する方法 

PRESSS の提案した Hybrid framing system では，梁の上下縁近くに配した普通鉄筋によりエネルギー

消費を行ったが，Morgen and Kurama[2.11]は柱梁接合部の隅角部に取り付けた摩擦ダンパーによりエネ

ルギー消費を行う構造形式を提案した。図 2-17に示すように，復元力は PRESSS の Hybrid framing 

system と同様に梁断面中央高さに配したアンボンド PC 鋼材によっている。PC 鋼材のみを通し配筋と

し，エネルギー消費は図 2-18に示す摩擦ダンパーにより行う。 

Morgen and Kurama は図 2-17に示す片持ち梁試験体計 6 体の繰り返し載荷実験を行い，提案構造形

式の力学的特性を示した。以下に実験内容を示す。 
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図 2-17 摩擦ダンパー付 PCaPC 片持ち梁[2.11] 

 

 
図 2-18 摩擦ダンパー写真[2.11] 

 

［試験体概要］ 

試験体は図 2-17に示す 80%スケールの片持ち梁計 6 体であり，実験変数はダンパーの摩擦面圧着力

（0 のときはダンパーなしに相当），ダンパーの摩擦面処理方法，PC 鋼材断面積，PC 鋼材の初期導入

力，梁せい，である。梁は 2 本のアンボンド PC 鋼より線を用いて柱と圧着し，梁部材の固定端には図 

2-19に示すようにスパイラル筋による補強を施した。ダンパーは図 2-17に示すように柱梁隅角部に設

置し，梁のロッキング挙動に伴い摩擦によるエネルギー消費効果を発揮するものである。表面処理は

鉛青銅－ステンレス鋼，鉛青銅－合金鋼の 2 種とした。 
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図 2-19 試験体断面[2.11] 

 

 

［実験結果］ 

載荷は変位制御の繰り返し載荷とし，ひとつの試験体についてダンパー摩擦面の圧着力を変更した

数シリーズの載荷を行った。図 2-20に示すように，ダンパーなしの試験体は基本的に非線形弾性の履

歴を示し，エネルギー消費はわずかだが，残留変形をほとんど生じなかった。一方，ダンパーを用い

た試験体では，復元性を維持しながら，エネルギー消費性能を大幅に向上させることができた。また，

ダンパーの摩擦面圧着力が大きいほどエネルギー消費量は大きくなることが確認された。梁せいの違

いに関しては，梁せいが小さい方がダンパーを含めた部材の 大耐力は小さく，残留変形は大きくな

ることがわかった。 

 

   
(a) ダンパーなし                              (b) ダンパーあり 

図 2-20 モーメント－梁回転角関係[2.11] 

 

 

［片持ち梁実験まとめ］ 

摩擦ダンパーを有する PCaPC 片持ち梁載荷実験から，以下の結論が得られた。 

(1) 摩擦ダンパーを有する PCaPC 梁は，柱－梁界面の目開きに伴う剛体回転挙動により，非線形の
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大変形に，損傷を抑制して追随することができる。 

(2) プレストレス力により，部材は原点指向型の復元性に優れた挙動を示す。 

(3) ダンパーの摩擦力が大きいほどエネルギー消費量は大きく，ダンパーのすべり荷重とぶれスト

レス力を適切に設定すれば，提案構造形式はエネルギー消費が大きく，かつ復元性をの高い挙動

を示す。 

 

 

2.3.5 まとめ 

圧着面の目開きを許容して非線形弾性挙動を実現する PCaPC 構造として， 

(1) PC 鋼材の導入力を低減する構造形式 

(2) 圧着面（柱梁接合部）近傍で PC 鋼材の付着をなくす構造形式 

(3) エネルギー消費要素として普通鉄筋を用いる構造形式 

(4) エネルギー消費要素として摩擦ダンパーを用いる構造形式 

を紹介した。4 種の構造形式について，復元性と損傷，履歴性状，各構造形式の比較，の観点から以下

にまとめる。 

 

○ 復元性と損傷について 

いずれの構造形式も，PC 鋼材は弾性範囲で挙動し変形後に張力劣化を生じないため，復元性が維持

され，地震後に構造物の変形を元の状態に戻す機能を有する。いずれも部材は主として剛体回転変形

するため，曲げひび割れは一体打ちの場合に比べて大幅に少なくなる。またコンクリートの圧壊につ

いては，(2)や(4)の試験体のように目地近傍の部材端を補強することで抑制することができる。(2)およ

び(4)ではスパイラル筋が用いられたが，部材端補強に関しては他にも施工性や経済性を大きく損なわ

ない手法が多数提案されている例えば[2.12]，[2.13]，[2.14]など。 

 

○ 履歴性状について 

(1)および(2)は，目開き発生点を剛性変化点とする非線形弾性挙動を実現した。(3)および(4)は更に，

非線形弾性挙動で問題となるエネルギー消費性能を補ったものであり，残留変形が小さく，かつ履歴

ループ面積の大きなフラッグシェイプ履歴を実現した。(1)でも架構の何らかのエネルギー消費要素を

付加する必要があることが言及されており，(3)および(4)はそれぞれ圧着型 PCaPC 構造を用いて復元性

とエネルギー消費を両立した損傷制御型構造の実現方法のひとつと位置付けることができる。 
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2.4 圧着型 PCaPC 部材の履歴モデルに関する既往の研究 
 

以下では圧着型 PCaPC 部材の履歴モデルに関する既往の研究を紹介する。圧着接合部の離間と回転

を許容した圧着型 PCaPC 部材においては，離間部に PC 鋼材の抜け出しが生じるため平面保持の過程

が成立せず，この点がモデル化を行う上での困難となっている。通常の断面解析が適用できないこと

に関しては，曲げ耐力についてのみならば PC 鋼材の付着すべりを考慮することで比較的精度の高い算

定手法が提案されているが例えば[2.15]，本研究で提案する構造形式においては，設計の際に除荷時の残留

変形や載荷サイクルにおけるエネルギー消費量が問題となるため，これらの予測を可能とする履歴モ

デルが必要である。 

尹・浜原ら[2.16]は PRC 部材を対象に提案された岡田・浜原ら[2.17]のモデルを，PC 構造の特徴である

残留変形抑制効果を考慮できる形に修正した。また中塚・菅田ら[2.18]～[2.20]は，圧着型 PCaPC 部材をよ

り実際に近い形で模擬したマクロモデルを提案している。2.3.1項で紹介した圧着関節工法に関する一

連の研究においては，中塚・菅田らのモデルに近い形で PC 鋼材の付着特性を反映したモデルが提案さ

れた[2.21]。以下では各モデルの概要を示す。 

 

 

2.4.1 尹・浜原らのモデル 

 

尹・浜原ら[2.16]は岡田・浜原ら[2.17]により提案された図 2-21(a)のモデル I（RC 部材の復元力特性）に，

図 2-21(b)のモデル II（PC 部材の原点指向性を表現したもの）を塑性率 μおよび係数 αを用いて式 2-1

のように 1 次結合したものである。α の値により，履歴形状は図 2-22に示すように RC 部材の紡錘型

（α = 1.0）から純 PC 部材のフラッグシェイプ（α = 0 に近い値）までを表現できる。 

M(R) = α M1(R) + (1 – α) M2(R / μ) 

式 2-1 

α は塑性率 μ と普通鉄筋の鋼材径数 qr の積，軸力比，プレストレスレベル（プレストレス力の軸力

比換算値）の関数であり，提案モデルはに示すように実験結果を精度良く追跡できた。 

 

 
(a) モデル I                      (b) モデル II 
図 2-21 尹らの履歴ループ構成[2.16] 
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(a) α = 0.75                     (b) α = 0.5                       (c) α = 0.25 

図 2-22 履歴形状と係数 αの関係[2.16] 

 

 
(a) λ = 0（純 PC）              (b) λ = 0.3（PRC）                  (c) λ = 1（RC） 

図 2-23 提案モデルと実験結果の比較（λ：普通鉄筋の鋼材径数比）[2.16] 

 

 

2.4.2 中塚・菅田らのモデル 

 

中塚ら[2.18]，[2.19]は，丸形および異形 PC 鋼棒を緊張材として用いた PCa 圧着型片持ち梁を対象に梁部

材全体をモデル化するマクロモデルを提案した。これは図 2-24に示すようにコンクリートの圧縮変形

量と引張側 PC 鋼材の抜け出し量が中立軸位置を中心として変形適合しながら圧着面の回転変形を生

じると仮定するモデルである。PC 鋼材の抜け出し量は，丸鋼の場合には図 2-25(a)に示す張力分布を

仮定し，異形鋼棒の場合には梁側は図 2-25(b)スタブ側は図 2-25(c)に示すひずみ・張力分布を仮定し

て求める。また，コンクリートの圧縮変形量はある一定の一様圧縮ひずみ分布範囲 α×xn（xn：中立軸

深さ）でコンクリートの圧縮ひずみが一様に分布すると仮定して求めている。ただしコンクリート圧

縮縁の縮み量とひずみを関係付ける係数 α は部材ごとに異なると見られ，文献[2.18]，[2.19]では実験

結果から得られた値が用いられた。 

菅田ら[2.20]はこのモデルを基に，FEM によるパラメトリックスタディを行い，αd をコンクリート強

度に対するプレストレス比およびシアスパン比の関数として求めた。ただし菅田らのモデルでは，コ

ンクリートの圧縮変形量は梁せい h の αd倍としている。また，コンクリートの圧縮縁ひずみは一様ひ

ずみ分布範囲の圧縮ひずみの β倍としてモデルと実挙動の適合性を向上させている。 
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図 2-24 マクロモデル概要[2.18] 

 

 
(a) 丸鋼の張力分布 

 

 
付着応力模式図                            張力分布 

(b) 異形鋼棒梁側 

 

 
張力分布                    ひずみ分布 

(c) 異形鋼棒スタブ側 

図 2-25 PC 鋼材のひずみ・張力分布仮定[2.18]，[2.19] 

 

 

2.4.3 圧着関節工法に関して提案されたモデル 

 

2.3.1項で紹介した圧着関節工法に関して，坂上ら[2.21]により PC 鋼材の付着特性を用いた梁・柱関節

部の圧着部モーメント M－回転角 θ関係履歴のモデル化が行われた。これは図 2-26に示すように圧着
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接合部の離間と回転に伴う PC 鋼材の抜け出しを考慮し，コンクリートに関しては平面保持の仮定を用

いて力の釣り合いを求めるもので，梁端の圧着接合部がコーベルとなっている点以外は中塚・菅田ら

のモデルと基本的に同じである。ただし坂上らのモデルでは，除荷時における PC 鋼材のひずみ分布の

変化が定義されており，部材の実挙動をより反映したものであると言える。ただし断面力の釣り合い

を求めるにあたって，中塚・菅田らのモデルと同様にコンクリート圧縮縁のひずみと縮み量を関係付

けるために，コンクリートの塑性長さを部材せいの α 倍としているが，この α は実験結果に基づき決

定されている。 

坂上らはこの圧着接合部回転モデルを用いて圧着部の M－θ 関係基準履歴（図 2-28）を算定し，繰

り返し変形に対応する履歴モデルを提案した。このモデルは圧着関節工法の部材実験で得られたフラ

ッグシェイプの荷重－変形関係を精度良く算定可能である。 

 

 
(a) 梁端関節部                    (b) 柱脚関節部 

図 2-26 柱・梁関節部危険断面の変形状態[2.21] 

 

 
除荷中                          除荷完了時 

(a) 十字形，柱脚 

 

 
除荷中                        除荷完了時 

(b) ト形 

図 2-27 除荷時のひずみ分布[2.21] 
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(a) 基準履歴                                  (b) 繰り返し時の履歴例 

図 2-28 圧着部 M－θ関係[2.21] 

 

 

2.4.4 まとめ 

圧着型 PCaPC 部材の履歴モデルに関する既往の研究について， 

(1) PRC 部材の履歴モデルに原点指向性を加味したモデル 

(2) 圧着面の離間と部材の剛体回転変形を考慮したモデル 

(3) (2)に加えて載荷方向に伴う PC 鋼材の抜け出し挙動の推移を考慮したモデル 

を紹介した。各モデルの特徴を，履歴形状の精度，PC 鋼材の抜け出しに関する考慮，の観点から以下

にまとめる。 

 

○ 履歴形状の精度について 

いずれのモデルも，PCaPC 部材の実験結果を，荷重－変形関係については精度良く追うことができ

る。 

 

○ PC 鋼材の抜け出しに関して 

(1)では考慮していない。そのため，PC 鋼材の張力変化を追うことができない。(2)および(3)では抜

け出しを考慮しており，(2)は載荷経路に応じて PC 鋼材の張力を求めることができるが，載荷方向に

よる抜け出し挙動の違いを考慮していないため実挙動とは異なる算定結果となると考えられる。(3)で

は初回サイクルにおける載荷方向の違いに伴う抜け出し挙動の変化はモデルに反映されているが，2

回目以降のサイクルにおいては考慮していない。 
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2.4.5 PC 鋼材の付着特性に関する実験的研究 

 

前項までで，圧着型 PCaPC 部材の履歴挙動モデルに関する既往の研究を紹介したが，特に2.4.2項お

よび2.4.3項に示した，圧着接合面の離間と部材の剛体回転挙動を模擬した部材モデルにおいては，PC

鋼材の付着特性が得られる履歴に大きな影響を与えており，PC 鋼材の付着すべり挙動をどうモデル化

するかがモデルの精度・妥当性に関わってくると考えられる。そこで以下では，PC 鋼材の付着滑り特

性に関するこれまでの研究状況示す。 

阿波野・中塚[2.22]は片持ち梁の単調および繰り返し載荷実験によって，PC 鋼材の種類（丸形・異形）

により耐荷・変形機構に大きな差（丸形－タイドアーチ機構，異形－トラス機構）が生じることを示

した。また，是永ら[2.23]は PC 鋼材の種類（より線・丸鋼・異形）を変数とする十字型梁の曲げせん断

繰り返し載荷実験において，梁の耐力・変形性状が異なること，および圧着部の回転変形が梁の全体

変形に占める割合が異なること（すなわち PC 鋼材の抜け出し量が異なること）を示した。その他にも

多数の研究において，PC 鋼材種並びに付着性状が部材の挙動や建物の応答に与える影響についての議

論がなされている例えば[2.24]，[2.25]。しかしながら，PC 鋼材にすべりを生じる圧着型プレキャスト構造の

挙動は複雑であり，付着特性と部材の挙動との間に影響を定量化できるほど明確な相関関係が見られ

ない場合も多い。 

ただし PC 鋼材単体に関しては，コンクリート中に埋設した場合の付着特性について詳細な検討がな

されており，付着応力－すべり量関係のモデルが提案されている。特に本研究で扱う PC より線に関し

ては，是永ら[2.26]の研究において単調すべり時の付着応力－すべり量関係がモデル化されており（図 

2-29），繰り返しすべり時の挙動については足立ら[2.27]のモデル（図 2-30），細居ら[2.28]のモデル（図 2-31）

などがある。本研究では4章で示す解析に足立らのモデルを用いた。以下では足立らのモデルについて

詳述する。 
 

 
図 2-29 是永らの付着応力－すべり量モデル[2.26] 
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(a) 単調載荷時             (b) 繰り返し時包絡線 

 

 
(c) 特性値 α，β               (d) 繰り返し履歴概要 

図 2-30 足立らの付着応力－すべり量モデル[2.27] 

 

 
図 2-31 細居らの付着応力－すべり量モデル[2.28] 

 

 

［足立らの付着応力－すべり量モデル］ 

足立ら[2.27]は繰り返し載荷時の付着特性の把握を目的として，PC 鋼より線の引き抜き試験を行い，

付着応力－すべり量モデルを提案した。試験体は図 2-32に示すように付着区間数の異なる 2 種とし，

実験変数は付着区関数（1，3），載荷履歴（単調，1 回漸増繰り返し，5 回漸増繰り返し，1 回片振り繰

り返し，1 回漸減繰り返し），引き抜かれる側の支持条件（自由，変位を拘束，初期プレストレス力保

持）である。 

実験結果から図 2-33に示す付着抵抗機構を仮定し，森田・角[2.29]によりコンクリート中の普通鉄筋

を対象として提案された付着応力－すべり量モデル（図 2-34）を変更する形で，図 2-30に示す付着応

力－すべり量モデルを提案した。このモデルは，単調（あるいは繰り返しの初期）載荷時には図 2-30(a)

のように付着応力が降伏後一旦低下して再上昇し，繰り返し時には図 2-30(b)の包絡線と，図 2-30(d)

に示すように前サイクルの 大付着応力に規定される履歴を有するモデルである。図 2-35に示すよう

に，漸増繰り返し載荷とした試験体において，提案モデルは実験結果とよく一致した。 
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図 2-32 試験体[2.27] 

 

 
図 2-33 繰り返し時の付着抵抗機構[2.27] 

 

 

 
図 2-34 森田・角の付着応力－すべり量モデル[2.29] 

 

 
図 2-35 足立らの提案モデルと実験結果の比較[2.27] 
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2.5 既往の研究における未解決事項と本研究の位置付け 
 

ここまでに述べたように，圧着型 PCaPC 構造において，圧着接合面の離間と部材の剛体回転挙動を

許容して残留変形と部材の損傷を抑制するいくつかの構造形式が提案され，実験的・解析的にその性

能が確認されている。また圧着型 PCaPC 部材の繰り返し履歴モデルについても，圧着接合面の離間と

回転挙動を考慮したモデルがいくつか提案されている。ただしこれまで提案された構造形式および履

歴モデルには，以下に示す点が課題もしくは改善可能な項目として残されている。 

 

【構造形式に関して】 

(1) PC 鋼材の導入力を低減する方法，および PC 鋼材の付着を一部なくす方法では，部材の損傷を

軽微に留め，非線形弾性挙動を実現して残留変形を抑制することができたが，エネルギー消費性

能が低いため，地震時応答が過大となるおそれがある。 

(2) (1)の解決として，アンボンドの PC 鋼材と普通鉄筋を併用する方法が提案されたが，部材断面

に 2 種の鋼材を平行に配置するため，接合部付近で配筋が複雑になるという問題点がある。 

(3) (2)と同様に，(1)の解決としてアンボンドのPC鋼材と摩擦ダンパーを併用する方法が提案され，

これは(2)に対して断面配筋はシンプルなものとできるが，エネルギー消費要素が架構の外部にあ

るため，意匠上の要望から使用できない場合があると考えられる。 

 

【解析モデルに関して】 

(4) 部材全体の M－θ関係の外形のみを算定するモデル（例：尹・浜原らのモデル）では，PC 鋼材

の抜け出しを仮定していないためその挙動を正確に追うことができず，特に PC 鋼材の降伏および

張力劣化を予測することができない。 

(5) 圧着接合面の離間と部材の剛体回転を考慮したモデルでは，PC 鋼材の抜け出しを考慮できるが

（例：中塚・菅田らのモデル，圧着関節工法の計算モデル），既往の提案モデルはいずれもコンク

リート圧縮縁のひずみと縮み量の関係付けが実験（または FEM 解析）結果に拠っている。また圧

着関節工法の計算モデルにおいては繰り返し履歴の算出手法が提案されたが，基準履歴において

のみ圧着面回転モデルを用いており，繰り返しによる PC 鋼材の張力劣化などが考慮されていない。 

 

 

本研究ではこれらの問題点を解決するために，以下のことを行った。 

 

【構造形式に関して】 

 (2)および(3)を受けた形で，圧着型 PCaPC 構造において，復元性とエネルギー消費性能を両立した

構造形式を提案した。その際，(2)および(3)に対して以下の点を改善した。 

• (2)のようにエネルギー消費要素を部材内部に設ける場合に関しては，緊張材とエネルギー消

費要素の両方の性質を兼ね備える構造要素として，降伏強度の異なる 2 種の素線をより合わ

せた混合より線を用いることで，通常の PCaPC 構造と同じ断面を実現した。 

• (3)のようにエネルギー消費要素を部材外部に設ける場合に関しては，エネルギー消費要素の

選択肢を増やすものとして，波型鋼板を用いたダンパーを開発・提案した。このダンパーは，

降伏時変形角，靱性，負担水平荷重などが容易に変更可能であり，適用範囲が非常に広いこ

とが特徴である。材料費が安価であり，メンテナンスフリーである点も(3)で提案された摩擦

ダンパーと比較して劣るものではない。 
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【解析モデルに関して】 

 (5)と同様に，PCaPC 部材の圧着接合面の離間と部材の剛体回転挙動を考慮したモデルを用い，繰

り返し変形を受ける場合の M－θ 関係を逐次算定できる手法を提案した。従来の提案モデルに対

して，以下の点を考慮・改善した。 

• 履歴に大きな影響を与える PC 鋼材の付着すべり挙動に関して，繰り返しによる付着応力劣

化を考慮した既往のモデルを修正し，FEM 解析モデルに反映することで，繰り返し時の付着

応力分布の推移を明らかにし，これを考慮した。 

• 圧着接合面の離間に伴う PC 鋼材の抜け出し量と，そのひずみ増分を関係付けることで，付

着応力の変化を容易にモデルに取り込むことを可能にし，またコンクリート圧縮縁のひずみ

と縮み量の関係を用いずに回転中心を一意に求める手法を提案し，部材の M－θ 関係および

PC 鋼材の張力変化を逐次算定可能なモデルを構築した。 
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3 復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式の提案と性能確認実験 
 

 

3.1 構造形式の提案 
 

本章では，本研究で提案する復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式について説明し，その

性能を確認するために行った実験について述べる。本研究で提案する，復元性とエネルギー消費性能

を両立させ，フラッグシェイプの履歴復元力特性を示す構造形式は，以下の 2 種である。 

 

(1) 圧着型 PCaPC 架構に，波形鋼板を用いた間柱型せん断パネルダンパーを組み込んだ構造形式 

(2) 圧着型 PCaPC 架構の緊張材として，混合より線を用いた構造形式 

 

(1) は圧着型 PCaPC 骨組により復元性を維持し，エネルギー消費は波形鋼板ダンパーによって行う

構造形式である。波形鋼板は，せん断剛性に比べて軸・曲げ剛性が工学的に無視可能なほど小さいと

いう特徴を有する。また，波の折り目により形成される部分パネルのせいがパネル全体に比べてはる

かに小さくなるため，座屈補剛リブなしにせん断座屈強度を大きく高めることができ，パネルの座屈

を遅らせることが可能となる。折り目が水平となる方向で使用すれば，波形鋼板は鉛直軸力を負担し

ないため，通常の平鋼板を用いたパネルダンパーに比べて隅角部に圧縮力が集中することがない。ま

た，鉛直方向への変形が容易であるため，パネルの剛体回転による破断も生じず，パネル全体が変形

してダンパーとしての効果を発揮できる（図 3-1）。本研究では波形鋼板パネルのせいを階高の数分の

1 とすることで，波形鋼板のせん断変形を架構の層間変形の数倍に増幅させ，ダンパー効率の向上を図

った。波形鋼板は板厚とパネル幅のみならず，折り曲げ形状や鋼材種により耐力や降伏時変形角が可

変であり，本構造形式では骨組による復元性とダンパーによるエネルギー消費性能を分離して設計で

きるため，幅広い使用状況に対応できる。ただし，間柱型ダンパー全般の問題として，ダンパー上下

の梁が回転変形する場合にはダンパーの変形量が層間変形に比べて小さくなり，ダンパーの有効性が

低下するおそれがあり，これは波形鋼板パネルを用いた場合でも同じである。 

 

   
(a) 平鋼板を用いたパネルダンパー       (b) 波形鋼板を用いたパネルダンパー 

図 3-1 波形鋼板ダンパーの架構内での挙動概念 

 

(2) は圧着型 PCaPC 骨組において，緊張材とエネルギー消費要素も併せ持つ混合より線を通し配筋

にして用いるものであり，エネルギー消費要素が部材内に存在するという点では 2 章で紹介した

PRESSS[3.1], [3.2]の Hybrid Framing System と同じであると言える。ただし，PRESSS の構造形式では部材

断面にエネルギー消費要素（軟鋼鉄筋）と PC 鋼材を平行に配置する必要があり，接合部付近の断面が

複雑になることが避けられないのに対し，混合より線は単独で両方の性能を併せ持つため，断面は従

来の PC 構造と同じとなり，施工コストも増加しない。また，骨組外にエネルギー消費要素を持たない

ため，意匠や空間の使用性を阻害することがないことも利点である。ただし，混合より線を構成する
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鋼材種および断面積については実用的に製造および使用可能な選択範囲が限られてしまい，設計の自

由度は構造形式(1)に比べてやや制限される。 

 

以下では(1)，(2) それぞれの構造形式について，履歴復元力特性の把握，各構造要素の挙動の確認，

および実用化可能性の検討のために行った実験について述べる。 
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3.2 波形鋼板ダンパーを組み込んだ PCaPC 構造 
 

ここでは，圧着型 PCaPC 架構の上下梁間に，波形鋼板を用いたせん断型ダンパーを組み込んだ構造

形式について述べる。 

波形鋼板は，薄肉鋼板を波状に折り曲げ加工したものであり，幾何学的形状効果により大きなせん

断座屈強度を有するとともに，軸剛性および曲げ剛性が工学的に無視できるほど小さいという特徴が

ある。波と直行する方向では荷重を負担でき，かつ波の進行方向ではコンクリート床版へのプレスト

レス力導入を阻害しないことから，1980 年代以降，PC 箱桁橋のウェブ材として多く使用されてきた。 

波形鋼板の建築構造物への適用は，2000 年に Mo ら[3.3]により，RC 架構と組み合わせ水平抵抗要素

とすることが提案されたのが 初である。Mo らの研究では，一般的な RC 耐震壁に代えて波形鋼板の

耐震壁を用いることにより，架構の変形性能を大幅に向上できることが示された。ただし，Mo らの実

験では波形鋼板耐震壁と周辺 RC 骨組との定着が不十分であったため，変形が大きくなると鋼板－周辺

骨組間の接合部界面にすべりが生じ，鋼板壁の変形が骨組の変形に追随せず，その性能が十分に発揮

されなかった。そこで帖佐ら[3.4]は波形鋼板耐震壁と周辺 RC 門型架構を接続するアンカーボルトの本

数を変数とした載荷実験を行い，各種合成構造設計指針・同解説[3.5]の強度式を満足するようアンカー

ボルト本数を決定すれば，波形鋼板がせん断座屈（座屈発生時が 大耐力時となる）を生じてからも，

接合部界面にすべりを生じずに架構は非常に靱性に富む挙動を示すことを示した。また，アンカーボ

ルト本数を半減させた場合や上下梁との接合のみとした場合には，定着が十分であった場合に比べて

波形鋼板のせん断降伏の発生が遅れるために構造全体の剛性は低下するものの，安定した紡錘型の履

歴が得られることも確認した。 

本研究では波形鋼板の高いエネルギー消費性能に着目し，波形鋼板パネルのせいを架構の数分の 1

として層間変形に対し波型鋼板のせん断変形を増幅させることで，小変形時からより効率的にエネル

ギーを消費するダンパーを開発した。以下では，3.2.1項で波形鋼板を用いたダンパー単体の性能確認

実験について，3.2.2項では開発した波形鋼板ダンパーを組み込んだ圧着型 PCaPC 門型架構の載荷実験

について述べる。 

 

 

3.2.1 波形鋼板ダンパー単体の載荷実験 

 

波形鋼板ダンパーは，薄肉鋼板で製作した波形鋼板パネルの上下にダンパーの支持材となる厚肉平

鋼板を接合し，架構の層間変形に対し波形鋼板のせん断変形を増幅させて小変形時から効果的にエネ

ルギー消費を行わせるものである。以下では開発した波形鋼板ダンパーの力学的性状確認のために行

った，ダンパー単体の載荷実験について述べる。 

ダンパーは，波形鋼板パネルがせん断降伏しエネルギー消費を行う「波形鋼板部分」および，波形

鋼板パネル支持材の役割を果たす「支持部分」から成る。支持部分を含めたダンパー全体の四周には，

せん断力伝達のための左右および上下フランジを設け，波形鋼板および支持部分と溶接した。波形鋼

板部分と支持部分は，損傷後の交換可能性を考慮して高力ボルト接合とした。後述する架構実験にお

いては，周辺骨組との接合も同様の理由で高力ボルト接合とした。 

 

 

① 実験変数および試験体詳細 

実験変数は波形鋼板部分の高さ hDであり，図 3-2に示すように，hD = 80 mm，240 mm，532 mm と
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なる計 3 体の試験体を用いた。ただし，hD = 80 mm の試験体は波の形成が困難であったため波形鋼板

部分を他試験体の波形鋼板部分と同材料・厚さの平鋼板とした。表 3-1に試験体種類を示す。hD を変

えることによって波形鋼板部分降伏時の試験体全体の変形角 Ryを制御することが可能であり，Ryの予

測値を表 3-1に併せて示す。Ryの算出方法は以下である。 

 

  
(a) D80                                        (b) D240 

       
(c) D532                                (d) 波形形状詳細 

図 3-2 波形鋼板ダンパー単体試験体（単位：mm） 

 

○ Ryの算出方法 

図 3-3のように，試験体の下半分を切り出した H 型断面片持ち梁を仮定し，自由端に波形鋼板部分

のせん断降伏時水平荷重 Qyを作用させたときのたわみ量を δyとする。Qyは，波形鋼板が全断面積で水

平荷重を負担していると仮定して，式 3-1より算出した。δy は曲げ変形 δf とせん断変形 δs から成り，

それぞれ式 3-2から求められる。δyを試験体高さの 1/2（= 275 mm）で除したものが Ryとなる。波形鋼

板・支持部平鋼板それぞれの断面 2 次モーメントは式 3-3により求めた。また，波形鋼板の弾性軸剛性・

弾性せん断剛性は，波形形状係数 αおよび長さ効率 η用いて式 3-4のように補正した。 

 

 

 
図 3-3 降伏時変形算定時の片持ち梁仮定 
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・ せん断降伏時水平荷重 
Qy = τyD × tD × w 

式 3-1 

・ 仮定した片持ち梁の自由端たわみ量 
δy = δf + δs 
δf = δfD + θfSend hD / 2 + δfS 

ただし，
DwD

Dy
fD IE

hQ
24

3

=δ ，
SS

Sy
fS IE

hQ
3

3

=δ ，
SS

Sy
fSend IE

hQ
2

2

=θ  

wtG
Q

wtG
Q

SS

y

DwD

y
s +=δ  

式 3-2 

・ 断面 2 次モーメント 

12
})2{(

12

333 wtww
E
EwtI FF

wD

FD
D

−+
+=  

12
})2{(

12

333 wtww
E
Ewt

I FF

S

FS
S

−+
+=  

式 3-3 

・ 波形鋼板の形状効果を考慮した弾性軸・せん断剛性 
EwD = α (tD / d)2 ED 

)1(2 D

D
wD

EG
ν

η
−

=  

式 3-4 

・ 波形鋼板の形状係数と長さ効率 
α = (a + c) / (3a + b) 

η = (a + c) / (a + b) 

式 3-5 

ここに，Qy：波形鋼板が降伏時に負担する水平荷重，τy：波形鋼板のせん断降伏強度で（式 3-6より算

出），tD・tS・tF：波形鋼板・支持部平鋼板・左右フランジの板厚，w：鋼板パネル幅（フランジを含ま

ない），wF：フランジ幅，EwD：波形鋼板の弾性軸剛性，ED・ES・EF：波形鋼板・支持部平鋼板・左右

フランジのヤング係数，ID・IS：フランジの影響を考慮した波形鋼板・支持部平鋼板の断面 2 次モーメ

ント，hD：波形鋼板高さ，hS：支持部平鋼板の上下いずれか一方の高さ，GwD：波形鋼板の弾性せん断

剛性，GS：支持部平鋼板のせん断剛性で，
)1(2 S

S
S

EG
ν−

= ，νD・νS：波形鋼板・支持部平鋼板のポアソ

ン比，a・b・c・d：図 3-2(d)に示す波形鋼板の折り曲げ寸法。 
 

表 3-1 ダンパー単体実験の試験体種類 
波形鋼板部分 支持部分 

試験体 板厚 tD 
(mm) 

高さ hD 
(mm) 

板厚 tS 
(mm) 

高さ hS

(mm)

パネル幅

w (mm)
フランジ幅

wF (mm) 
波の個数 

Nw 

波形鋼板降伏時

変形角予測値 
Ry (%) 

D80 80 235 0 0.069 
D240 240 

12 
155 1.5 0.171 

D532 
2.09 

532 - - 
400 150 

4.5 0.339 
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② ダンパーの設計 

 

○ 波形鋼板部分の設計 

波形鋼板部分の設計条件は，せん断降伏をせん断座屈に先行させる，すなわち，座屈強度がせん断

降伏強度を上回るものとした。せん断降伏後の鋼板の変形性能は，大変形時に急激な耐力低下が生じ

ないよう，座屈強度から導かれるせん断変形角が想定建物の安全限界時における層間変形角を上回る

ことを確認した。以下に使用した強度式，および各試験体の波形形状（図 3-2(d)に示す波形形状の各

部寸法）を示す。検討事項はせん断降伏強度，せん断座屈強度，せん断降伏時の変形角およびせん断

座屈時の変形角である。 

 

(1) せん断降伏強度 τyD 

3
yD

yD
σ

τ =  

式 3-6 

ここに，σyD：波形鋼板鋼材の降伏強度。 

 

(2) せん断座屈強度（文献[3.6]より） 

波形鋼板の弾性せん断座屈強度 τeD は，以下に示す弾性局部座屈強度 τelD’と弾性全体座屈強度 τeallD’

の小さい方で決まる。 

τeD = min (τelD’, τeallD’) 

式 3-7 

・ 弾性局部座屈強度 τe
l’ 

板の面外折り曲げ点をヒンジとした座屈であり，Skan and Southwell の式[3.8]より求められる。なお，

面内座屈については考慮しないものとした。 
2

2

2

)1(12
' ⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛
−

=
w
tE

k DD
lD

e

ν
π

τ  

式 3-8 

ここに，tD：波形鋼板の板厚，w：パネル幅，k：座屈係数で，単純支持の場合 k = 4.00+5.34 / α2，（α：

折り曲げにより形成された部分パネルの縦横比で，図 3-2(d)の折り曲げ幅（max(a, b)）をパネル幅 w

で除したもの）。 

・ 弾性全体座屈強度 τeallD’ 
波形鋼板全体を直交異方性板として扱い，座屈モードのたわみの一般式にエネルギー法を適用する

ことによって，Easley[3.9]により式 3-9が提案された。 

D

yx
allD

e

tw

DD
2

3

36' βτ =  

ただし，
12

3
DD

x
tE

D η= ，Dy = EDIx。 

式 3-9 

ここに，β：波形鋼板の波形形状端部の回転拘束による係数で，完全拘束の場合 β = 1.9，ピン支持の場

合 β = 1.0。今回の試験体には周辺鋼板を設けるが，完全拘束とは言い切れないため，安全側に見積も

って β = 1.0 を採用した。Dx：x 方向（= 波の進行方向）の曲げ剛性，Dy：y 方向（= 折り目と平行な方

向）の曲げ剛性，η：波形加工による長さ効率（式 3-5），Ix：x 軸周りの単位長さ当たりの断面 2 次モ
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ーメントで，
ca

dbtdat
I DD

x 22
12/2)2/(2 22

+
+

= （d：図 3-2(d)に示す波形鋼板の波の厚さで，d = 22 cb − ）。 

 

(3) せん断降伏時変形角 RyD 

RyD = τyD / GwD 

式 3-10 
ここに，GwD：波形鋼板のせん断弾性剛性で，式 3-4と同じ。 
 

(4) せん断座屈時変形角 RbD 

非弾性域を考慮した座屈強度は τeDとは異なるが，ここでは弾性範囲のみ考慮して変形性能を見積も

った。ただし，式 3-11の RbDは鋼構造に対し全振幅を想定しているものであり，RC 構造では片振幅を

対象とするので，実際の鋼板の変形能力は RyDを 1/2 倍したものとなる。 

 

RbD = τeD / GwD 

式 3-11 

 

(5) 決定した波形形状 

全試験体に共通する仕様として，波形鋼板部分と支持部分を併せたダンパー全体の高さ hall = 550 mm，

鋼板パネル幅 w = 400 mm とした。波形鋼板部分は表 3-2に示す形状とした。これにより，各試験体に

おける波形鋼板パネルの高さ hD をそれぞれ表 3-1のように定めることで，概ね 0.1，0.2，0.4%で波形

鋼板部分の降伏が予想される。ただし試験体 D80 については，波形鋼板部分の高さが 80 mm しかなく

波の形成が困難であるため，他試験体と同材料の平鋼板を用いた。 

 

表 3-2 波形鋼板部分の波形形状 
パネルの幅 w (mm) 400 

パネルの長さ（縦） a (mm) 35 
パネルの長さ（斜め） b (mm) 45 
パネルの投影長さ c (mm) 22 

パネルの高さ（厚み方向） d (mm) 39 
鋼板の板厚 t (mm) 2.3 

 

 

○ 支持部分の設計 

支持部分の設計条件は，波形鋼板部分が終局状態に至るまで降伏しない，すなわち，支持部分のせ

ん断降伏耐力が波形鋼板部分のせん断および座屈降伏耐力を上回るものとした。 

 

(1) せん断降伏強度 τyS 

式 3-6と同様に求める。 

 

(2) せん断座屈強度 

支持部分の弾性せん断座屈強度 τeS は，波形鋼板の弾性局部座屈強度 τelD’を算定した式 3-8と同様に

求める。その際，部分パネルの縦横比 αについては支持部分平鋼板パネル高さ hSをパネル幅 w で除し

たものとし，係数 k は以下となる。 
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k = 4.00+5.34 / α2 （＜1 のとき） 

= 5.34+4.00 / α2 （≧1 のとき） 

式 3-12 

 

(3) せん断降伏時変形角 RyS 

RyS は，波形鋼板のせん断降伏時における支持部分の変形角とし，式 3-10において，τyD はそのまま

用い，GwDを GSに代えて求める。 

 

(4) せん断座屈時変形角 RbS 

RbS は，波形鋼板のせん断座屈時における支持部分の変形角とし，波形鋼板の τ－R 関係をバイリニ

アと仮定して，RbD 時の τbD を求め（式 3-13），これを GS で除した値とする。なお，波形鋼板の τ－R

関係における降伏後の剛性低下率 αDは，αD = 0.005 とした。 

τbD = τyD + αD GwD (RbD – RyD) 

式 3-13 

 

 

○ 周辺鋼板の設計 

ダンパーの四周に配する鋼板は，パネルに生じるせん断力を伝達できる厚さおよび幅を有するもの

とする。また，縦方向の鋼板である左右フランジは，波形鋼板座屈時のモーメントに対して降伏しな

いものとする。 

 

(5) 周辺鋼板が伝達すべきせん断力に関する条件 

波形鋼板は 大耐力時に，式 3-14による引張強度から求めたせん断応力を発揮するとし，周辺鋼板

はこの時のせん断力を軸力として伝達する必要がある。すなわち，水平方向については上下フランジ

が式 3-15を，鉛直方向については左右フランジが式 3-16を満足するよう，フランジの板厚および幅を

定めれば良い。 

3
iD

uD
σ

τ =  

式 3-14 

Qmax_h = τuD×tD w≧σyF tF wF 

式 3-15 

Qmax_v = Qmax_h×w / hall≧σyF tF wF 

式 3-16 

ここに，σyF：フランジの降伏強度，wF：フランジ幅。 

 

(6) モーメントに関する条件 

鉛直方向のモーメント分布が線形であると仮定した場合，支持部分に生じるモーメントが 大にな

るのは，ダンパー下端または上端でモーメント 0 となるときであり，以下の式を満足するように左右

フランジの断面積を決定する。 

Qmax_h×hall / ZS ≧σyF 

式 3-17 

ここに，ZS：支持部分を H 型鋼と考えたときの強軸回りの断面係数。 
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(7) 周辺鋼板の検定 

周辺鋼板の設計結果を表 3-3に示す。 

 

表 3-3 周辺鋼板の設計結果 

 
板厚

(mm)
フランジ幅 

(mm) 
降伏耐力

(kN) 
せん断力による

引張荷重 (kN)
判定

モーメントによる 
引張荷重 (kN) 

判定

左右フランジ 16 679 140 OK 20.4 OK
上下フランジ 9 

150 
425 193 OK - - 

 

 

○ 高力ボルト接合に関する検討 

波形鋼板と支持部分平鋼板，各部分の左右フランジ同士は高力ボルト接合とするため，摩擦力によ

り十分なせん断力を伝達できること，およびボルトのはし抜け破断が生じないことを確認する必要が

ある。 

 

(8) 伝達すべきせん断力 

パネルに生じる水平方向 大せん断力は，以下の式により引張強度から求めた 大せん断力とする。 

Qu = τuD × tD × w 

式 3-18 

波形鋼板－支持部分パネル間，および上下フランジ－載荷梁間では，Qu 以上のせん断力を伝達でき

るものとする。左右フランジ同士の接合においては，鉛直方向の力に換算した以下の値を伝達できる

ものとする。 

Qu×w / hall 

 

(9) 高力ボルトのすべり耐力 

摩擦接合面の処理は黒皮除去とし，道路橋示方書[3.15]より，摩擦係数は 0.4 とする。ボルトは F10T

を用い，表 3-4に示す設計ボルト張力が得られるものとした。 

 

表 3-4 高力ボルトの設計ボルト張力 
ねじの呼び M12 M16 M20 M22 M24

設計ボルト張力 (kN) 56.9 106 165 205 238
 

高力ボルト 1 本あたりのすべり耐力は，文献[3.16]より以下の式で求めた。ただし，鋼材降伏による

すべり係数低下の可能性を考慮して，波形鋼板－支持部分平鋼板の接合部に関しては，摩擦係数を 0.8

倍して耐力を算出した。bqsを使用するボルトの本数倍したものが，1.2Qyを上回れば良い。 

bqs = m μs N0 

式 3-19 

ここに，m：摩擦面の数，μs：すべり係数，N0：設計ボルト張力。 

 

(10) 高力ボルトのはし抜け破断耐力 

文献[3.16]より，はし抜け破断機構に対する 大耐力は以下の式で算出した。 
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式 3-20 

ここに，Pu：はし抜け破断機構に対する 大耐力，e1：はしあき，d：孔径，t：板厚，σu：有孔板の引

張応力。 

 

(11) ボルト接合部の設計結果 

ボルト接合部の設計結果を表 3-5に示す。 

 

表 3-5 ボルト接合部の設計結果 

接合箇所 
ねじの

呼び 

摩擦面 
の数 

m 

ボルト

本数 
ピッチ

(mm)
板厚

(mm)
はしあき

e1 (mm)

すべり

耐力 
(kN) 

はし抜け 
耐力 
(kN) 

必要 
耐力 
(kN) 

判定

パネル同士 M16 1 6 50 12 - 203.5 - 193 OK
左右フランジ 

同士 M16 2 2 50 16 30 143 215 140 OK

上下フランジ 
－載荷梁間 M12 1 16 60 9 50 364 220 193 OK

 

 

○ ダンパー設計結果 

ダンパー単体試験体の設計結果として，表 3-6に波形鋼板パネルの高さ，支持部分の高さ，および降

伏時・座屈時の変形量予測値を示す。なお，降伏時および座屈時の変形量は図 3-3に示す片持ち梁自由

端の変位である。 

 

表 3-6 ダンパー単体試験体設計結果 

試験体 
波形形状

a (mm) 
波形形状 

b (mm) 
波形形状

c (mm) 
波形形状

d (mm) 
波の個数

Nw 
形状係数 

α 
長さ効率

η 
D80 80 - - - 0 1.00 1.00 
D240 35 45 22 39 1.5 0.38 0.72 
D532 35 45 22 39 4.5 0.38 0.72 

試験体 
波形鋼板 
パネル高さ 

hD (mm) 

支持部分 
パネル高さ

hS (mm) 

降伏時 
層間変形角

Ry (%) 

座屈時 
層間変形角

Rb (%) 

座屈強度 
τy (MPa) 

座屈強度 
τb (MPa) 

D80 80 235 0.069 0.098 177 641 

D240 240 155 0.171 0.854 177 1986 

D532 532 9 0.339 1.851 177 1986 
降伏時変形量 (mm) 座屈時変形量 (mm) 

曲げ変形 せん断変形 曲げ変形 せん断変形 
試験体 

ダンパー 
δfyD 

支持部分 
δfyS 

ダンパー

δsyD 
支持部分

δsyS 
ダンパー

δfbD 
支持部分

δfbS 
ダンパー 
δsbD 

支持部分

δsbS 
D80 0.001 0.003 0.098 0.090 0.001 0.003 0.176 0.090 

D240 0.003 0.001 0.407 0.059 0.003 0.001 2.283 0.061 

D532 0.025 - 0.903 - 0.025 - 5.061 - 
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③ 使用材料特性 

実験に用いた鋼板の力学的特性は，架構実験の材料と併せて表 3-22に示す。板厚 t = 2.09 mm の鋼板

は波形鋼板（D80 は平鋼板）部分に，t = 9 mm の鋼板は載荷梁と上下フランジ部分に，t = 12 mm の鋼

板は支持部分に，t = 16 mm の鋼板は左右フランジおよびフランジ同士を高力ボルト接合する際の添板

にそれぞれ用いた。 

 

 

④ 載荷計画 

載荷方法は図 3-4に示すように，支持部分の上下に載荷梁をボルト接合し，ダンパーの左右に設置し

た長さの変化しない両端ピン支持柱で両載荷梁を接続することで，ダンパーに正負繰り返し純せん断

変形を与えた。下部載荷梁は耐力床に固定し，上部載荷梁の端部を直接押し引きした。載荷は変位制

御により，波形鋼板部分降伏時の試験体全体の変形角をRyとして，試験体全体の変形角R = 0.5Ry，1.0Ry，

2.0Ry，4.0Ry，6.0Ry，10.0Ryで各 2 サイクルの履歴を与えた。その後，D80 および D240 は R = 8 または

10 %まで押し切った。 

 

 
図 3-4 載荷装置 

 

 

⑤ 実験結果 

○ 水平荷重－変形角関係 

図 3-5に載荷終了までの水平荷重 Q－試験体全体の変形角 R 関係を示す。R は，試験体上下載荷梁材

軸高さの相対水平変位 δを試験体高さ(= 550 mm)で除したものである。図中には波形鋼板部分の降伏点

および座屈発生点をマーカーで示す。座屈発生点はサイクルの 大荷重時において，目視により確認

できた点である。降伏点は，図 3-2に示す波形鋼板部分 3 箇所に貼付したロゼットゲージのひずみ値か

ら判定し，各箇所での主応力(σ1, σ2)を用いていずれかの点が von Mises の降伏条件を満たしたときとし

た。2 次元応力状態での主応力に関する von Mises の降伏条件を式 3-21に示す。なお，一旦降伏を経験

するとひずみから応力を単純に計算することが困難となるので，いずれの試験体も負側の降伏点（正

側降伏経験後に応力の組み合わせが再度 von Mises の降伏条件を満たした点）は参考値として示す。 

σ1
2 – σ1 σ2 + σ2

2 = σY
2 

式 3-21 

ここに，σY：降伏応力。 
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図 3-5 水平荷重 Q－全体変形角 R 関係 

 

全体の履歴は，いずれの試験体でも波形鋼板部分の降伏後に剛性が低下し，復元力特性は紡錘形と

なった。ただし試験体 D80 は降伏後の剛性が他の 2 体のように低下しなかった。D240，D532 では波

形鋼板部分全体のせん断変形により水平荷重に抵抗するのに対し，D80 では中央薄肉平鋼板に斜張力

場が形成されて水平荷重に抵抗するため，剛性が異なったと考えられる。いずれの試験体も波形鋼板

部分の全体座屈により耐力が一旦ピークを迎え，D80 は押し切り時に中央薄肉鋼板が破断して耐力劣

化を生じたが，他の 2 体は載荷終了まで波形鋼板に破断を生じず耐力が上昇し続けた。 

 

 

○ 波形鋼板の負担水平荷重－変形角関係 

実験では波形鋼板の塑性変形に伴ってボルトの締め付け力が減少し，載荷梁－支持部分間および支

持部分－波形鋼板部分間のボルト接合部に，すべりが生じた可能性がある。そこで波形鋼板部分およ

び上下各支持部分の鋼板に図 3-6のように取り付けた変位計から，各部分の曲げおよびせん断変形を算

出し，各部の変形を足し合わせることで，パネルのみの変形 δinを算出した。計算方法の詳細は付録に

示す。δinを試験体高さ(= 550 mm)で除したものをパネルのみの変形角 Rinとする。また，波形鋼板部分

のみが負担した水平荷重を式 3-22により算出した。波形鋼板負担水平荷重 QD－パネルのみの変形角

Rin関係を，図 3-8および図 3-9に示す。 

 

 
(a) D80                          (b) D240                         (c) D532 

図 3-6 変位計設置位置 
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QD = Q – {Qcol + (QfN + QfM)} 

式 3-22 

ここに，QD：波形鋼板部分の負担水平荷重，Q：試験体全体に与えた水平荷重，Qcol：両端ピン支持柱

が負担した軸力の水平成分，QfN：左右フランジが負担した軸力の水平成分，QfM：左右フランジに生じ

たせん断力（モーメントから算出）。 

 

・ 両端ピン支持柱が負担した軸力の水平成分 Qcol 
式 3-23より求めた。支持柱軸力にはロードセル計測値を用いた。 

Qcol = (NcolL + NcolR )×sinRin 

式 3-23 

ここに，NcolL・NcolR：左右の支持柱に作用した軸力。 

・ 左右フランジが負担した軸力の水平成分 QfN 
試験体中央高さのフランジに貼付したひずみゲージの値を用い，式 3-24より求めた。 

QfN = (NfL + NfR )×sinRin 

= Ef tf wf (εfDL + εfDR )×sinRin 

式 3-24 

ここに，NfL・NfR：左右フランジの負担軸力，εfDL・εfDR：左右フランジの試験体中央高さに貼付したひ

ずみゲージ計測値の平均（内外，前後計 4 枚の平均），Ef：フランジのヤング係数，tf：フランジの板厚，

wf：フランジ幅。 

 

・ 左右フランジに生じたせん断力 QfM 
図 3-7に示すように，フランジに貼付したひずみゲージの計測値から試験体上部および中央高さの曲

率を得，曲げ剛性を乗じて求めたモーメントの傾きが一定と仮定して算出した。なお，図 3-2に示した

ように，ひずみゲージ間距離 hεは試験体 D80，D240，D532 で，それぞれ hε = 157.5 mm，hε = 237.5 mm，

hε = 197.5 mm である。 

 

 
図 3-7 フランジに生じるせん断力 

 

図 3-8および図 3-9より，全体変形角とパネルのみの変形角を比較すると，D80 において両者の差が

大きく，ボルト接合部すべりなどの影響によりパネルの変形が低減されたことがわかった。しかしD240

および D532 試験体における座屈発生前の範囲では，試験体全体の変形はほぼパネルの変形のみから生

じたと言える。ただしこの 2 試験体では，荷重が正から負，あるいは負から正へ変わる地点を境にし

て全体変形とパネルのみの変形の大小関係が反転しており，ボルト接合部にすべりが生じた可能性が
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高い。すべりがなければ，試験体全体が図 3-9実線で示すような紡錘型の履歴を示したと考えられる。 
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図 3-8 水平荷重－パネルのみの変形角 Rin関係（載荷終了まで） 
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図 3-9 波形鋼板負担水平荷重 QD－パネルのみの変形角 Rin関係（座屈発生前のみ） 
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図 3-10 パネル以外の負担水平荷重（= Q – QD）－全体変形角 R 関係 

 

図 3-10にひずみゲージが健全な範囲で算出した，両端ピン支持柱およびフランジが負担した水平荷

重を示す。パネル以外が負担した荷重は全体の荷重に対して小さく，水平荷重のほとんどは波形鋼板

のせん断力，および特に D80 においては斜張力により負担されたことが確認できた。 

表 3-7に降伏時および座屈発生観測時の変形角と水平荷重を示す。降伏時変形角は，いずれの試験体

も上下載荷梁の水平変位から算出した R では，実験結果は予測値の 1.5～2 倍となったが，パネルのみ

の変形を合計して算出した Rinでは予測値をやや下回るかほぼ一致した。従って，ボルト接合部にすべ
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りが生じなければ，図 3-3に示した片持ち梁仮定によりダンパー降伏時の変形角を予測可能と考えられ

る。降伏時の水平荷重は，計算値では全試験体で同じ値(148 kN)となるはずであったが，試験体 D80

だけが他の試験体より小さな値となった。波形鋼板を用いた 2 体では軸・曲げ剛性が小さいために波

形鋼板部分の応力状態が純せん断に近かったのに対し，D80は波形鋼板ではなく平鋼板を用いたため，

引張の影響が加わったと考えられる。座屈観測時の荷重（= 座屈までの範囲における 大耐力）に関

しては，D80＞D240＞D532 の順となり，波形鋼板高さ hDの小さいものほど大きかった。これは降伏荷

重の議論と同様に，hDの小さいものほど小変形時に斜張力場が形成されるためと考えられる。 

 

表 3-7 降伏時および座屈観測時の全体変形角と水平荷重 

試験体 
降伏時 
変形角 

予測値 (%) 

降伏時 
変形角 
R (%) 

降伏時 
変形角 
Rin (%) 

降伏時 
水平荷重

Q (kN) 

降伏時 
水平荷重

QD (kN)

座屈時

変形角

R (%)

座屈時

変形角

Rin (%)

座屈時 
水平荷重 

Q (kN) 

座屈時 
水平荷重

QD (kN)
0.29 0.02 99.0 98.3 3.08 2.09 375.5 342.7 

D80 0.069 
-0.29 -0.13 -114.8 -113.2 -2.57 -1.87 -340.2 -284.6 
0.39 0.11 148.7 147.1 2.19 1.37 230.1 226.1 

D240 0.171 
-0.44 -0.25 -135.8 -134.2 -1.75 -1.42 -222.3 -214.7 
0.80 0.33 140.1 136.8 3.07 2.72 185.9 164.9 

D532 0.339 
-0.78 -0.46 -143.4 -142.6 -3.00 -2.97 -190.2 -174.2 

 

 

○ 等価粘性減衰定数 

図 3-11に各試験体の等価粘性減衰定数 heqを示す。いずれも定常ループになる第 2 サイクルの履歴か

ら算出した値である。図 3-11(a)には試験体全体の変形角 R－水平荷重 Q 関係から算出した heqを，図 

3-11(b)にはパネル部分のみの変形合計から算出した Rin－パネル部分のみが水平荷重 QD 関係から求め

た heqを示す。波形鋼板部分の高さ hDが小さいほど早期に heqが増加する傾向があり，また変形の増大

につれて大きな heqを示す。また，パネルのみの履歴から求めた heqは試験体全体に比べて数分の 1 の

変形角から heq が上昇している。パネルのみから求めた heq は，いずれの試験体でも座屈後に減少に転

じた。しかし試験体全体で見ると，D532 を除き， 終サイクルまで heq が上昇し続け，良好なエネル

ギー消費性能を示した。 
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図 3-11 等価粘性減衰定数 
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⑥ 波形鋼板ダンパー単体載荷実験まとめ 

波形鋼板ダンパー単体の静的載荷実験から得られた結果を以下に示す。 

(1) 波形鋼板部分のせん断降伏時変形角は，ボルト接合部すべりの影響がなければダンパー中央高

さまでの片持ち梁変形を仮定した計算方法で予測でき，波形鋼板部分の高さを変えることにより

降伏時変形角を制御可能であることを示した。 

(2) 変形集中部位に波形鋼板を用いた D240，D532 試験体は，波形鋼板部分の降伏後に剛性が低下

し，エネルギー消費の大きい紡錘型の履歴ループを描いた。しかし平鋼板を用いた D80 試験体は，

降伏後の剛性低下が小さく，他の試験体と比べエネルギー消費量が小さかった。 

(3) いずれの試験体においても，波形鋼板部分の全体座屈により耐力が減少した。変形集中部位に

波形鋼板を用いた D240，D532 試験体は座屈後も緩やかに耐力が上昇し続けたが，平鋼板を用い

た D80 試験体は変形が進むにつれて耐力が減少した。 

(4) 波形鋼板部分の全体座屈が生じても，支持部分は健全なままであった。 

(5) 波形鋼板パネルおよび支持パネル以外の負担水平荷重は，いずれの試験体においても無視でき

る程度に小さかった。 

(6) 波形鋼板部分の高さが大きいほど変形性能および等価粘性減衰定数が大きく，座屈後も良好な

エネルギー消費性能が確認された。 

 

以上の結果から，薄肉波形鋼板に支持部分として厚肉平鋼板を接合したダンパーは，降伏時変形角

を制御可能であり，座屈前・後を問わず安定したエネルギー消費を行うことが確認できた。 
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3.2.2 波形鋼板ダンパーを組み込んだ架構の載荷実験 

 

［実験概要］ 

薄肉波形鋼板の上下に支持部分として厚肉平鋼板をボルト接合したダンパーを，圧着型 PCaPC 架構

および比較のための RC 架構に組み込んで，静的載荷実験を行った。試験体は 40%スケールの門型架

構とし，スパン中央の梁－基礎間にダンパーをボルト接合した。載荷は柱に一定軸力を与えた状態で，

梁両端に同じ大きさの水平荷重を加え，静的正負交番漸増載荷を行った。 

 

 

① 実験目的 

波形鋼板ダンパーの形状は，薄肉波形鋼板の上下に厚肉平鋼板をボルト接合したものとし，波形鋼

板部分はなるべく早期に降伏するよう， 小単位の波が形成できる高さとした。実験目的は以下であ

る。 

(1) 予測変形角において波形鋼板が降伏することの確認 

(2) 波形鋼板ダンパーの使用により，エネルギー消費量が増大することの確認 

(3) 大耐力経験後の耐力劣化および変形性能の確認 

(4) 終局状態に至るまでの損傷状況の確認 

 

 

② 実験変数 

実験変数は，架構の構造種類，および波形鋼板の鋼材種である。架構の構造種類は，《プレキャスト

ボンド PC ／ プレキャストアンボンド PC ／ 一体打ち RC》の 3 種類とし，波形鋼板の鋼材には 2 種

の低降伏点鋼（LY100 (降伏強度 fy = 105 MPa)，LY225 (fy = 235 MPa)），および普通鋼（SS400 (fy = 307 

MPa)）の 3種を用いた。架構の構造種類と波形鋼板の降伏強度の組み合わせにより，試験体種類は表 3-8

に示す計 5 体とした。 

 

表 3-8 試験体種類 
試験体 構造形式 PC 鋼材 導入 PC 力 (kN) PC 力を含めた軸力比 波形鋼板 

柱 0.26 
PCbS ボンド PC 

異形φ 9.0 
グラウトあり 277 

梁 0.08 
低降伏点鋼（LY100）

(fy =105 MPa) 
柱 0.26 

PCbL ボンド PC 
異形φ 9.0 

グラウトあり 277 
梁 0.08 

低降伏点鋼（LY225）
(fy =235 MPa) 

柱 0.26 
PCuS アンボンド PC

異形φ 9.0 
グラウトなし 277 

梁 0.08 
低降伏点鋼（LY100）

(fy =105 MPa) 
柱 0.30 

PCuL アンボンド PC
異形φ 11.2 

グラウトなし 434 
梁 0.12 

普通鋼（SS400） 
(fy = 307 MPa) 

柱 0.20 
RC RC なし - 

梁 0 
普通鋼（SS400） 

(fy = 307 MPa) 
fy：降伏強度 

 

 

③ 試験体概要 

試験体は図 3-12に示すように，柱・梁・基礎から成る 1 層 1 スパンの門型架構のスパン中央に，モ

ルタルを介して波形鋼板ダンパーを高力ボルト接合したものである。中低層建物の下層階中央部分を
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想定しており，縮尺は 40%スケールである。 

 

 

○架構概要 

RC 架構は柱・梁・基礎を一体打ちで製作し，PCaPC 架構は柱・梁・基礎を別々に製作して PC 鋼材

で緊結した。外形およびせん断補強筋は全試験体で共通とした。柱内法スパン 850 mm，梁内法スパン

2200 mm，柱断面 300×300 mm，梁断面 240×300 mm である。基礎は長さ 3900 mm とし，断面は 800×550 

mm である。図 3-12および図 3-13に試験体寸法および詳細と断面詳細を示す。なお，PC 試験体 4 体

では，柱・梁とも圧着接合面となる部材端部におけるコンクリートの圧壊を遅らせる目的で，2 章で紹

介した菅田ら[3.10]の端部補強実験結果を踏まえて，アングル型鋼を配した（図 3-14）。 
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(b) RC 

図 3-12 試験体寸法・配筋詳細（単位：mm） 

 

  
(a) PC 柱断面           (b) PC 梁断面          (c) RC 柱断面           (d) RC 梁断面 

図 3-13 試験体断面（単位：mm） 
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図 3-14 アングル型鋼を用いた部材端部補強 

 

 

○ 架構設計詳細 

架構は曲げ破壊先行型とし，曲げ耐力・せん断耐力・主筋の付着および定着について検討を行なっ

た。以下に詳細を示す。 

 
(1) 材料緒元 

表 3-9および表 3-10に，耐力算定に用いた材料の数値を示す。 

 

表 3-9 コンクリートの材料緒元 
圧縮強度 (MPa) 50.0 
弾性係数 (GPa) 30.2 

単位容積質量 (kN/m3) 24.5 
 

表 3-10 鋼材の材料緒元 

鋼材種類 
断面積

(mm2)
降伏強度

(MPa) 
弾性係数 

(GPa) 
D10（柱・梁） 71.33 295 205 

せん断補強筋 
D13（基礎） 126.7 295 205 
D19（柱） 286.5 345 205 

RC 試験体主筋 
D22（梁） 387.1 345 205 

PC 試験体組立筋 D16（柱・梁） 198.6 295 205 
ウルボンφ 9.0 64.0 1410 200 

異形 PC 鋼棒 
ウルボンφ 11.2 100.0 1410 200 

 
(2) 曲げ耐力の設計 

全試験体の外形およびせん断補強筋は共通であり，曲げ耐力が同程度となるように主筋および PC 量

を定めた。その際，図 3-13に示した断面について，平面保持の仮定に基づく断面解析を行った。いず

れの試験体でも，柱には PC 鋼材による軸力の他に，軸力比 0.20 に相当する軸力（900 kN）を考慮し

た。初期導入プレストレス力は，PC 鋼材降伏耐力の 0.85 倍とした。PC 試験体の危険断面における鋼

材係数は，プレストレストコンクリート設計施工規準・同解説[3.11]（以下 PC 規準と略記）の次式より

算出した。 

q = Tty / (B･dp･Fc) 

式 3-25 

ここに，Tty：引張側 PC 鋼材規格降伏荷重， dp：圧縮縁から引張側 PC 鋼材の重心位置までの距離，B：

部材幅，Fc：コンクリート圧縮強度。 

 

終局時モーメントは，ACI 応力ブロック[3.12]を用いた場合，およびコンクリートを断面のせい方向に



3. 復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式の提案と性能確認実験 

 54

40 分割した場合について算出した。結果を表 3-11に示す。分割断面を用いた解析において，コンクリ

ートの応力－ひずみ関係は Popovics モデルを用いた。なお，いずれの場合も拘束効果は考慮していな

い。また，PC 鋼材をアンボンドとする試験体（PCuS，PCuL）の PC 鋼材に関しては，中立軸より下に

位置し引張が作用する場合に，鋼材の応力 σpを σp = 0.75σpe + 0.25σpy（σpe：PC 鋼材有効引張応力，σpy：

PC 鋼材降伏強度）とし，中立軸より上にある場合には σp = σpeとして計算した。終局時水平荷重は，

柱脚および梁端が終局時モーメントに達した場合のモーメント分布を仮定して，フレームの水平耐力

を算出したものである。 

 

表 3-11 断面解析結果 
終局時モーメント

(KN.m) 
終局時水平荷重 

(kN) 試験体 部材 主筋種類 鋼材係数
PC 導入力 

（軸力比換算）
ACI 分割断面 ACI 分割断面

柱 4-ウルボン φ9.0 0.056 0.07 115.4 113.0 PCbS 
PCbL 梁 4-ウルボン φ9.0 0.069 0.09 42.7 42.0 

375 365 

柱 4-ウルボン φ9.0 0.056 0.07 112.6 109.6 
PCuS 

梁 4-ウルボン φ9.0 0.069 0.09 55.9 54.9 
397 387 

柱 4-ウルボン φ11.2 0.087 0.11 118.0 114.5 
PCuL 

梁 4-ウルボン φ11.2 0.108 0.13 55.9 54.9 
348 339 

柱 4-D19 - - 138.4 137.4 
RC 

梁 4-D22 - - 64.9 63.9 
407 403 

 
(3) せん断耐力の設計 

せん断耐力は鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説[3.13]（以下靱性保証型指針

と略記）の 6 章に基づいて算定した。せん断信頼強度 Vuは次の 3 式による値の 小値であり，ヒンジ

回転角 Rpは Rp = 0.01 とした。 
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式 3-26 

ここに，b：断面の幅，D：断面のせい，σB:コンクリートの圧縮強度，je：トラス機構に関与する断面

の有効せいで，外側横補強筋のせん断力方向への芯々間隔，be：トラス機構に関与する断面の有効幅で，

外側横補強筋のせん断力直交方向への芯々間隔，σwy：横補強筋の信頼強度，aw：一組の横補強筋の断

面積，s：横補強筋の間隔，bs：横補強筋の断面方向の 大間隔，Rp：終局限界状態でのヒンジ領域の

回転角(rad)，pwe：有効横補強筋比で，
sb

ap
e

w
we = ，μ：トラス機構の角度を表す係数で，μ = 2 - 20Rp，ν：

コンクリート圧縮強度の有効係数で，ν = (1 - 20Rp)ν0，ν0：降伏ヒンジ・潜在ヒンジを計画しない時の

有効係数で，ν0 = 0.7 –  σB / 200，λ：トラス機構の有効係数で， ⎟⎟
⎠
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の圧縮束の角度で， 5.1/ ≥DL の場合，tanθ = 0.9 D / 2L。 

 
以上の式を用いて計算した算定結果を表 3-12に示す。 
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表 3-12 せん断耐力算定結果 
部材 せん断補強筋 せん断耐力 (kN)
柱 2-D10@70 240 
梁 2-D10@80 209 
基礎 2-D13@100 749 

 

断面解析結果より，各部材の必要せん断耐力との比較・判定を行った。結果を表 3-13に示す。なお，

終局時モーメントの値には表 3-11に示した分割断面による断面解析結果を用いた。終局時せん断力は，

柱については表 3-11の終局時水平荷重算定時の値を，梁についてはダンパーの設置により形成される

短スパン梁を考慮して，せん断スパンを 725 mm（= (2200 mm（梁内法スパン）- 750 mm（ダンパー設

置鋼板長さ）) / 2）として算出した。いずれの部材においてもせん断耐力は十分であり，曲げ先行型の

架構となることが保証された。 

 

表 3-13 せん断耐力の判定 

試験体 部材
終局時モーメント

(kN.m) 
終局時せん断力

(kN) 
せん断耐力

(kN) 
せん断余裕度 判定 

柱 113.0 182 240 1.32 OK PCbS 
PCbL 梁 42.0 58 209 3.60 OK 

柱 109.6 194 240 1.23 OK 
PCuS 

梁 54.9 76 209 2.75 OK 
柱 119.4 123 240 1.20 OK 

PCuL 
梁 77.2 106 209 1.97 OK 
柱 137.4 237 240 1.01 OK 

RC 
梁 63.9 88 209 2.38 OK 

 
(4) 接合部のせん断に対する設計 

靱性保証型指針[3.13]8.3.2 項に従って，接合部のせん断強度 Vjuが，設計用せん断力 Vjを上回っている

事を確認した。接合部のせん断強度 Vjuは，以下のように提案されている。 

Vju = kφFjbjDj 
式 3-27 

ここに，k：接合部形状による係数（k = 1.0：十字形接合部，k = 0.7：ト形およびＴ形接合部，k = 0.4：

L 形接合部），φ：直交梁の有無による補正係数（φ = 1.0：両側直交梁付き接合部，φ = 0.85：上記以外），

Dj：柱せいまた又は 90 度折り曲げ筋水平投影長さ，Fj：接合部せん断強度基準値で，Fj = 0.8 × σB
0.7 (MPa)，

σB：コンクリート圧縮強度，bj：接合部有効幅で，bj = bb + ba1 + ba2，bb：梁幅，bai：bai = min(bi / 2, D / 4)， 

biは梁両側面からこれに平行する柱側面までの長さ，D：柱せい。 

 

本試験体においては，κ：1.0，φ：0.85，σB：50MPa，Dj：300 mm，bj：180 mm とした。 

また，入力値である設計用せん断力 Vjは，以下の式で求める。 

Vj = T + T’ – Vc 

式 3-28 

ここで，柱による入力せん断力 Vcの値は安全側として 0 とし，梁による入力せん断力 T および T’は安

全側として，T =〈梁主筋の降伏応力〉×〈梁上端筋の断面積〉，T’ =〈梁主筋の降伏応力〉×〈梁下端筋

の断面積〉として計算した。 

以上の式を用いて接合部のせん断強度を確認し，表 3-14に示す。いずれの試験体も接合部のせん断

強度には十分な余裕があることを確認した。 
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表 3-14 接合部せん断強度の算定結果および判定 
試験体 設計用せん断力 (kN) 接合部せん断強度 (kN) 判定 
PCbS 
PCbL 

361 1136 OK 

PCuS 361 1136 OK 
PCuL 510 1136 OK 
RC 534 1136 OK 

 
(5) RC 試験体の主筋の付着に対する設計 

靱性保証型指針[3.13]に従って，RC 試験体の付着に関する検討を行った。柱および梁部材では，終局

限界状態における主筋の設計用付着応力度が付着信頼強度を下回ることを確認した。付着強度確保の

対象となる主筋は，部材せいの 1/4 の長さの範囲内にある全ての主筋である。今回の試験体において，

検討対象となる主筋に 2 段目主筋は含まれない。 

靱性保証型指針 6.8 節において，設計用付着応力度 τfは以下のように表されている。 

τf = dbΔσ / (4(L - d)) 

式 3-29 

ここに，db：主筋径，L：部材のクリアスパン長さ，d：部材の有効せい，Δσ：終局限界状態における

部材両端の主筋の応力度の差で，次式によって算定しても良い。 

・梁 2 段目主筋以外の場合 

Δσ = 2σyy  （両端に正負繰り返しの降伏ヒンジを計画する部材） 

= σyy + σy  （一端のみに降伏ヒンジを計画する部材。および正側または負側一方向の

みに対して両端部にヒンジができる場合） 

= 2σy  （降伏ヒンジを計画しない部材） 

式 3-30 

ここで，σyy：主筋の上限強度算定用強度，σy：信頼強度算定用強度 

 

また，付着信頼強度 τbuは以下のように表されている。 

・１段目主筋の場合 
τbu = αt (0.086bi + 0.11) Bσ  + kst 

式 3-31 

ここに，αt：上端筋に対する付着強度低減係数で，αt = 0.75 + σB / 400（梁の上端主筋）または= 1（その

他の主筋），bi：割裂線長さ比で，bi = min(bsi, bci)，bsi = (b –N1db) / (N1db)，bci = ( 2 (dcs + dct) – db) / db，b：
部材幅，N1：1 段目主筋の本数，dcs：側面かぶり厚さ，dct：底面かぶり厚さ，kst：横補強筋の効果で， 

kst = (56 + 47Nw / N1)(bsi + 1)pw （bci≧bsiのとき） 

= 146Aw / (dbs)  （bci＜bsiのとき） 

Nw：1 組の横補強筋の足の数，pw：横補強筋比，Aw：横補強筋 1 本の断面積，s：横補強筋間隔。 

以上の式を用いて，RC 試験体の設計用付着応力および付着信頼強度を計算した。いずれの部材でも付

着強度は十分であった。 
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表 3-15 付着強度の算定結果および判定 
部材 主筋 設計用付着応力度 (MPa) 付着信頼強度 (MPa) 判定 

上端 2-D19 5.2 12.3 OK 
柱 

下端 2-D19 5.2 10.8 OK 
上端 2-D22 1.4 9.3 OK 

梁 
下端 2-D22 1.4 8.2 OK 
上端 6-D22 1.4 11.2 OK 
中段 6-D22 1.4 11.2 OK 基礎 
下端 5-D22 1.4 11.1 OK 

 
(6) RC 試験体の主筋の定着に対する設計 

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説[3.14]（以下 RC 規準と略記）17 条により，RC 試験体の梁お

よび柱の定着に対する設計を行った。今回梁および柱は直線定着とした。 

曲げ補強鉄筋の仕口への定着では次式により必要定着長さ lab以上の定着長さ laを確保する。 

la＞lab 

式 3-32 

定着長さ la は仕口面から当該鉄筋端までの直線長さとする。鉄筋端に標準フックや信頼できる機械

式定着具を設ける場合には仕口面からの投影定着長さ lahを定着長さ laとする。 

引張鉄筋の必要直線定着長さは次式によって算定する。割裂の恐れのない仕口（周囲から圧縮応力

を受ける領域）へ直線定着する場合には次式において K＝2.5 とする。なお fbには短期許容付着応力度

を用いる。 

ψ
σ

b

St
ab Kf

Al =  

式 3-33 

ここで，σt：付着検定断面位置における短期，長期荷重時の鉄筋存在応力度とし，鉄筋端に標準フック

を設ける場合にはその値の 2/3 倍とすることができる，As：当該鉄筋の断面積，ψ：当該鉄筋の周長，

fb：許容付着応力度で多段配筋の一段目（断面外側）以外の鉄筋に対しては更に 0.6 を乗じる，K：鉄

筋配置と横補強筋による以下の修正係数で 2.5 以下とする。 

以上の式を用いた計算の結果，柱および梁の必要定着長さ labは 

・梁主筋必要定着長さ lab＝304 mm 

・柱主筋必要定着長さ lab＝262 mm 

となった。柱，梁ともに設計した定着長さ la＝600 mm より，定着長さは十分である。 

 

○ 波形鋼板ダンパー詳細 

波形鋼板ダンパーは，ダンパー単体の載荷実験の結果を踏まえ，以下の方針で設計した。 

 

(7) PC 構造では架構の層間変形角 R = 0.2～0.5%を修復限界とするのが一般的であるので，波形鋼板

部分はこの変形に先立って降伏させる。 

(8) ダンパーの形状は，ダンパー全体の高さを架構内法高さである 850 mm とし，幅は PC 構造の復

元性を損なわず，かつある程度のエネルギー消費も期待できることを考えて，鋼板の負担耐力が

鋼板降伏時に架構の水平耐力の 1/3 程度となるよう 300 mm とする（降伏強度 300 MPa の鋼材を使

用した波形鋼板を基準に考えた）。 

(9) 波形鋼板部分の波の形状は，ダンパー単体の実験と同じものとする。 

(10) 支持部分の変形の影響を小さくするため，板厚は 22 mm とする。また，曲げ変形の影響を小さ



3. 復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式の提案と性能確認実験 

 58

くするため，左右フランジの板厚も 22 mm とし，幅は 200 mm とする。 

(11) 架構のせん断補強筋およびインサート位置の関係から，左右フランジの上下に当たる位置にボ

ルト穴が設けられないため，支持部分の左右フランジ外側に三角形の張り出し部（板厚 22 mm）

を溶接し，上下フランジの変形を防ぐ。なお，この張り出し部により支持部分の変形が抑制され

る可能性があるが，設計においては特に考慮しないものとする。 

 

設計に用いた検討項目および算定式は，ダンパー単体実験の設計方法と同じである（式 3-1～式 

3-20）。設計結果を表 3-16～表 3-19に示す。 

 

表 3-16 波形鋼板ダンパー緒元 

使用箇所 鋼材種
弾性係数 
E0 (MPa) 

ポアソン比

ν 
降伏強度

σy (MPa)
引張強度

σu (MPa)

せん断

降伏強度

τy (MPa)

せん断 
引張強度 
τu (MPa) 

板厚 
t (mm) 

試験体

高さ 
hall (mm)

LY100 181000 0.3 105 247 61 143 
LY225 200000 0.3 235 324 136 187 波形鋼板部分 
SS400 189000 0.3 307 400 177 231 

2.09 

支持部分 SS400 208000 0.3 267 442 154 255 22 

850 

 

表 3-17 波形鋼板部分の波形形状（記号は図 3-2(d)参照） 
パネルの幅 w (mm) 300 

パネルの長さ（縦） a (mm) 35 
パネルの長さ（斜め） b (mm) 45 
パネルの投影長さ c (mm) 22 

パネルの高さ（厚み方向） d (mm) 39 
鋼板の板厚 t (mm) 2.09 

 

表 3-18 周辺鋼板の設計結果 

 
板厚

(mm)
フランジ幅 

(mm) 
降伏耐力

(kN) 
せん断力による

引張荷重 (kN)
判定

モーメントによる 
引張荷重 (kN) 

判定

左右フランジ 22 1179 51 OK 25.4 OK
上下フランジ 16 

200 
906 145 OK - - 

 

表 3-19 ボルト接合部の設計結果 

接合箇所 
ねじの

呼び 

摩擦面 
の数 

m 

ボルト

本数 
ピッチ

(mm)
板厚

(mm)
はしあき

e1 (mm)

すべり

耐力 
(kN) 

はし抜け 
耐力 
(kN) 

必要 
耐力 
(kN) 

判定

パネル同士 M20 1 5 45 22 - 330 - 145 OK
左右フランジ 

同士 M16 2 4 100 22 25 339 174 51 OK

上下フランジ 
－載荷梁間 M16 1 14 80 16 65 594 501 145 OK

 

図 3-15に波形鋼板ダンパー詳細を示す。波形鋼板部分の高さは，波の 小単位が形成できる高さと

して 190 mm とした。部材実験と同様の手法で算出した波形鋼板降伏時の層間変形角 Ry予測値および

その際の波形鋼板負担水平荷重予測値を表 3-20に示す。架構の終局時水平耐力は表 3-11に示したよう

に 350～400 kN 程度であり，ダンパーの降伏時負担水平荷重は，波形鋼板の鋼材種によって 1/10，1/5，

1/3 程度の見込みとなる。 
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図 3-15 波形鋼板ダンパー詳細（単位：mm） 

 

表 3-20 降伏時層間変形角および波形鋼板負担荷重予測値 
波形形状 

a (mm) 
波形形状 

b (mm) 
波形形状 

c (mm) 
波形形状 

d (mm) 
波の個数 

Nw 
形状係数 

α 
長さ効率 

η 
35 45 22 39 1.0 0.38 0.72 

波形鋼

板種類 

波形鋼板 
パネル高さ 

hD (mm) 

支持部分 
パネル高さ

hS (mm) 

降伏時 
層間変形角

Ry (%) 

座屈時 
層間変形角

Rb (%) 

降伏強度 
τy (MPa) 

座屈強度 
τb (MPa) 

LY100 190 330 0.026 0.367 61 1916 

LY225 190 330 0.053 0.370 136 2117 

SS400 190 330 0.071 0.372 177 2063 
降伏時変形量 (mm) 座屈時変形量 (mm) 

曲げ変形 せん断変形 曲げ変形 せん断変形 波形鋼

板種類 ダンパー 
δfyD 

支持部分 
δfyS 

ダンパー

δsyD 
支持部分

δsyS 
ダンパー

δfbD 
支持部分

δfbS 
ダンパー 
δsbD 

支持部分

δsbS 
LY100 0.001 0.001 0.115 0.012 0.001 0.001 1.821 0.013 

LY225 0.001 0.002 0.233 0.027 0.002 0.002 1.821 0.028 

SS400 0.002 0.003 0.313 0.035 0.002 0.003 1.821 0.036 

 

 

④ 使用材料特性 

実験に用いた材料の力学的特性を表 3-21～表 3-25に示す。また，図 3-16～図 3-18に各材料試験で

得られた応力－ひずみ曲線を示す。なお，コンクリートは試験結果を全て掲載すると煩雑になるので，

各部材において No. 1～No. 3 テストピースの応力－ひずみ関係を平均した結果を示す。 
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表 3-21 鉄筋の力学的特性 
降伏強度 (MPa) 引張強度 (MPa) 弾性係数 (GPa) 

鉄筋種類 
No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均 

D10 355 361 364 360 496 499 502 499 188 183 180 184 
D13 328 328 325 327 478 469 462 470 166 172 178 172 
D16 345 347 354 349 513 531 535 527 181 190 182 184 
D19 392 388 387 389 584 585 584 585 190 197 199 195 
D22 385 380 378 381 587 587 588 587 175 182 200 186 
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図 3-16 鉄筋引張試験 応力－ひずみ曲線 
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表 3-22 鋼板の力学的特性 
降伏強度 (MPa) 引張強度 (MPa) 弾性係数 (GPa) 板厚（鋼材種） 

(mm) No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均

2.09（LY100） 103 105 107 105 246 248 247 247 170 182 191 181
2.09（LY225） 232 237 235 235 321 327 322 324 208 204 214 209

2.09（SS400）*1 299 316 307 307 398 404 398 400 189 189 189 189
9（SS400）*2 317 310 318 315 449 445 454 449 205 197 209 204

12（SS400）*2 290 309 299 299 437 447 440 441 210 217 203 210
16（SS400）*1 284 272 292 283 441 442 447 443 217 219 211 216
22（SS400） 265 271 267 268 442 442 442 442 209 203 211 208

*1 ダンパー単体試験体と共通 
*2 ダンパー単体試験体のみに使用 
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図 3-17 鋼板引張試験 応力－ひずみ曲線 
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表 3-23 PC 鋼棒の力学的特性（検査証明書より） 

呼び名 
公称 
断面積 
(mm2) 

外径 
(mm) 

0.2 %伸び

に対する

荷重 (kN)

0.2 %伸び

に対する

強度 (MPa)

大引張

荷重 
(kN) 

引張

強度

(MPa) 

弾性 
係数 
(GPa) 

ﾘﾗｸｾｰｼｮﾝ

（常温）

(%) 
ウルボン 9.0 mm 64 9.15 92.6 1446 95.1 1485 200 0.90 
ウルボン 11.2 mm 100 11.55 142 1420 151 1510 200 0.95 

 

表 3-24 コンクリートの力学的性質 
圧縮強度 f ’c (MPa) 弾性係数 Ec (GPa) 割裂引張強度 ft (MPa) 

試験体 部材 
No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均

柱・梁 45.3 46.1 45.5 45.6 23.9 24.9 24.4 24.4 3.2 3.1 3.4 3.2
PCbS 

基礎 48.3 33.3 34.8 38.8 27.0 27.3 27.8 27.4 計測せず 
柱・梁 46.1 47.6 44.9 46.2 24.7 24.6 24.9 24.7 2.7 3.1 3.5 3.1

PCbL 
基礎 43.2 31.1 46.5 40.2 23.8 27.5 26.8 26.0 計測せず 
柱・梁 45.0 47.7 48.5 47.1 24.8 24.7 24.4 24.6 3.0 3.5 2.9 3.1

PCuS 
基礎 46.3 43.5 45.5 45.1 24.8 25.7 24.5 25.0 計測せず 
柱・梁 46.9 44.1 45.3 45.4 26.1 26.4 24.6 25.7 3.2 3.6 3.4 3.4

PCuL 
基礎 47.8 45.8 45.7 46.4 25.3 26.3 25.4 25.6 計測せず 

RC 全体 52.2 51.9 53.8 52.7 27.5 26.5 26.5 26.8 2.7 2.5 3.5 2.9
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図 3-18 コンクリート圧縮試験 応力－ひずみ曲線 
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表 3-25 モルタルの力学的性質 
圧縮強度 f ’c (MPa) 弾性係数 Ec (GPa) 割裂引張強度 ft (MPa) 

試験体 使用箇所 
No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均

RC 
ダンパー 
－架構間 79.3 82.3 82.0 81.2 27.9 27.0 28.1 27.7 3.0 5.7 5.8 5.8

柱脚目地(右) 72.5 69.9 72.3 71.6 26.4 26.8 30.5 27.9 4.0 3.2 3.8 3.7
柱脚目地(左) 72.0 70.0 70.9 71.0 26.4 23.4 27.6 25.8 3.2 3.9 3.1 3.4
梁端目地 31.6 33.8 34.0 33.1 18.5 18.5 15.9 18.9 4.3 3.1 3.8 3.8
ダンパー 
－架構間 51.3 53.4 49.5 51.4 14.5 14.7 14.9 14.7 2.6 2.5 3.0 2.7

柱 PC グラウト 43.1 51.0 47.6 47.2 15.5 14.2 15.2 15.0 2.1 2.5 2.2 2.3

PCbS 

梁 PC グラウト 58.6 57.6 58.6 58.2 15.1 16.1 15.9 15.7 3.0 3.1 3.0 3.1
柱脚目地 74.8 43.6 70.2 62.8 30.6 31.3 35.0 32.3 4.1 3.2 4.7 4.0
梁端目地 45.8 43.0 48.1 45.7 22.0 22.1 21.0 21.7 4.5 4.5 3.9 4.3
ダンパー 
－架構間 57.2 54.8 55.7 55.9 15.8 15.8 14.9 15.5 2.7 2.3 2.8 2.6

柱 PC グラウト 
(ゲージ側) 57.6 52.4 57.3 55.7 16.1 16.0 16.5 16.2 4.3 3.2 2.3 3.2

柱 PC グラウト 
(ゲージなし) 55.1 53.4 57.8 55.4 17.4 15.8 16.2 16.5 2.8 2.7 2.7 2.7

PCbL 

梁 PC グラウト 54.5 54.9 53.1 54.2 16.5 16.4 16.3 16.4 2.6 3.4 2.8 2.9
柱脚目地 74.2 81.4 69.5 75.0 37.0 40.7 36.6 38.1 4.5 3.5 4.2 4.1
梁端目地 56.0 60.2 68.1 61.4 30.5 29.7 31.1 30.4 3.2 2.8 5.2 3.7PCuS 
ダンパー 
－架構間 59.3 56.1 57.2 57.5 15.4 15.2 16.3 15.6 4.0 3.3 2.8 3.3

柱目地 39.4 39.9 47.9 42.4 34.4 34.0 20.3 29.6 2.1 3.4 3.2 3.3
梁端目地 51.8 49.4 56.5 52.6 21.0 26.5 22.6 23.4 2.0 3.5 3.6 3.6PCuL 
ダンパー 
－架構間 (26.1) 50.0 48.3 49.2 - 16.1 17.3 16.7 2.0 2.1 2.3 2.2

 

 

⑤ 載荷計画 

載荷装置を図 3-19に示す。軸力は，PC 鋼材の張力を除いて軸力比 0.20 の一定軸力とした。試験直

前に計測した柱のシリンダー圧縮強度から，表 3-26のように作用させる軸力を決定した。水平力は正

負交番静的漸増載荷とし，表 3-27および図 3-20に示すように，ひび割れ前となる 初の 1 サイクルの

み荷重制御，残りのサイクルは変位制御とした。変位制御では，左右の柱における梁の材軸高さに設

置した変位計の平均値 δaveを，基礎上面から梁の材軸高さまでの距離 h で除したものを層間変形角 R ( = 

δave / h)とし，これを用いた。 

 

 
図 3-19 載荷装置（単位：mm） 
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表 3-26 作用させた一定軸力 
試験体 コンクリート圧縮強度 (MPa) 軸力（柱 1 本あたり）(kN) 

RC 52.7 949 
PCbS 45.6 821 
PCbL 46.2 832 
PCuS 47.1 848 
PCuL 45.4 817 

 

表 3-27 水平力制御方法 
制御方法 サイクル数

荷重制御 ひび割れ前 １ 
R = ±0.1 ％ 2 
R = ±0.2 ％ 2 
R = ±0.4 ％ 2 
R = ±0.6 ％ 2 
R = ±1.0 ％ 2 
R = ±2.0 ％ 2 
R = ±3.0 ％ 2 

層間変形角 R 
による変位制御 

R = ±4.0 ％ 2 
押切り  
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図 3-20 水平力載荷サイクル 

 

［実験結果］ 

以下に，正負交番漸増載荷より得られた実験結果を示す。 

 

 

⑥ 水平荷重－層間変形角関係 

図 3-21に載荷終了までの水平荷重－層間変形角関係を，図 3-22に R = 2.0 %サイクル終了時までの

水平荷重－層間変形角関係を示す。層間変形角 R は左右柱の載荷点高さにおける水平変位の平均値を，

基礎上面から載荷点高さまでの距離（= 1000 mm）で除して算出した。また図 3-22には，波形鋼板部

分の降伏および座屈，梁および柱のひび割れ発生，梁および柱の主筋降伏，の各点をマーカーで示す。

鋼板の降伏点はダンパー単体の実験同様に，波形鋼板部分に貼付したロゼットゲージのひずみ計測値

より，各点での主応力(σ1, σ2)を算出し，いずれかの点で von Mises の降伏条件を満たしたときとした。

一旦降伏を経験すると，残留ひずみにより応力の計算が複雑になるため，PCuS 試験体の正側およびそ

の他 4 試験体の負側のダンパー降伏点は残留ひずみを無視して算出した参考値である。波形鋼板の座

屈は，目視で後半の全体座屈を確認したサイクルのピーク点とした。ひび割れ発生点は，ひび割れを

発見したサイクルのピーク点とした。主筋の降伏点に関しては，主筋に貼付した 1 軸ゲージが 初に

降伏ひずみに達した点を示した。ボンド PC 試験体 2 体における PC 鋼材の引張降伏点，および RC 試

験体における軸方向普通鉄筋の引張降伏点を示す。アンボンド PC 試験体 2 体では，梁・柱とも PC 鋼

材は降伏しなかった。 

PCbS および PCbL 試験体では，R = 4.0 %サイクル時に梁の PC 鋼材が破断し耐力が低下したため，

載荷を終了した。その他の 3 体は R = 4.0 %サイクル終了後，R = 8 または 9 %まで押し切りとした。押

し切りとした 3 体は，変形が進んでもピーク時の 7 割以上の耐力を維持し，特に PCuS 試験体は耐力劣

化がほとんど生じなかった。いずれの試験体も，波形鋼板降伏後はエネルギー消費の大きな紡錘形の

履歴を示したが，PCaPC 架構とした 4 体の履歴形状は RC と比べて残留変形を抑制するフラッグシェ

イプ型に近くなった。PCaPC 架構の中でも，波形鋼板部分に降伏強度の小さな LY100 の鋼材を用いた
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PCbS と PCuS は特に残留変形を抑制し，ダンパーと架構の負担水平荷重の割合が履歴の形状に大きな

影響を及ぼすことが確認できた。 
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図 3-21 水平荷重－層間変形角関係（載荷終了時まで） 
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図 3-22 水平荷重－層間変形角関係（層間変形角 R = 2.0%サイクルまで） 
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表 3-28に波形鋼板部分降伏時および 大荷重時の層間変形角と水平荷重を示す。波形鋼板部分に

LY100 を用いた PCbS と PCuS，および SS400 を用いた PCuL と RC では，降伏時層間変形角はほぼ予

測どおりだった。波形鋼板の負担水平荷重計算値（計算方法は後述）は，LY100 では予測値よりもや

や大きく，逆に SS400 ではやや小さかった。また，LY225 を用いた PCbL では，降伏時層間変形角，

波形鋼板負担水平荷重とも予測値を下回った。いずれの試験体も R = 2.0～3.0%サイクルで 大荷重を

経験し，以降の挙動は，ボンド PC 試験体 2 体（PCbS，PCbL）が R = 4.0%付近で PC 鋼材破断により

耐力を失ったことを除けば，靱性に富む性状を示した。 

 

表 3-28 波形鋼板部分降伏時および 大荷重時の層間変形角および水平荷重 
波形鋼板降伏時 大荷重時 

水平荷重 (kN) 試験体 変形角 
(%) 

予測値 
(%) 全体 ダンパーのみ

予測値

(kN) 
変形角 

(%) 
水平荷重 

(kN) 
+0.037 +190.0 +48.4 +1.70 +720.2 

PCbS 
(-0.009) 

0.026 
(-186.1) (-40.1) 

38.0 
-1.56 -702.3 

+0.042 +215.5 +57.4 +1.95 +775.1 
PCbL 

(-0.041) 
0.053 

(-255.5) (-61.9) 
85.1 

-1.57 -768.2 
(-0.002) (+111.6) (+26.7) +1.82 +711.1 

PCuS 
-0.038 

0.026 
-177.0 -47.5 

38.0 
-2.95 -715.3 

+0.097 +328.3 +83.3 +1.55 +810.9 
PCuL 

(-0.082) 
0.071 

(-322.4) (-88.8) 
111.1 

-1.97 -811.4 
-0.086 +355.3 +99.8 +3.02 +854.0 

RC 
(-0.073) 

0.071 
(-272.7) (-85.7) 

111.1 
-2.93 -846.4 

()は参考値 

 

 

⑦ 破壊性状 

各試験体の損傷の進展状況を概括する。RC 試験体は柱・梁ともに早い段階で曲げひび割れが生じた

のに対し，PCaPC 試験体 4 体はいずれも R = 0.1 %サイクルまでひび割れが抑制された。概ね R = 0.6 %

サイクルで，梁下部にダンパーのアンカー抜け出しによるひび割れが発生した。このひび割れは変形

の増大に従って増加したが，その他のひび割れは，RC 試験体では増加し続けたのに対し，PCaPC 試験

体では目地部のひび割れが貫通すると他の部材ひび割れはほとんど進展しなくなった。また，RC 試験

体では部材端部の圧壊が，カバーコンクリートが大きく剥落するほど進行したが，PCaPC 試験体では

コンクリートの剥落は軽微であった。 

図 3-23に R = 1.0 %サイクル終了時におけるひび割れ状況と，R = 4.0 %サイクル終了時における試験

体の写真を示す。R = 1.0 %サイクル終了時のひび割れを比較すると，RC 試験体に比べ，PCaPC 試験体

4 体の損傷は非常に軽微であり，変形が目地に集中したことがわかる。この後 R = 2.0 %サイクルまで

載荷した時には，RC 試験体はひび割れが増加・進展したのに対して，PCaPC の 4 試験体はひび割れ本

数，長さともに増加せず，部材の残留ひび割れ幅も 0.1 mm 以下に抑えられた。R = 4.0 %サイクル終了

時の写真を比較すると，RC 試験体は梁・柱ヒンジ部のコンクリートが大きく剥落しているのに対し，

PCaPC 試験体の損傷は目地モルタルに集中しており，コンクリートの剥落は軽微であった。 
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(a-1) PCbS ひび割れ状況                    (a-2) PCbS 4.0 %サイクル終了時 

  
(b-1) PCbL ひび割れ状況                    (b-2) PCbL 4.0 %サイクル終了時 

  
(c-1) PCuS ひび割れ状況                    (c-2) PCuS 4.0 %サイクル終了時 

  
(d-1) PCuL ひび割れ状況                    (d-2) PCuL 4.0 %サイクル終了時 

  
(e-1) RC ひび割れ状況                      (e-2) RC 4.0 %サイクル終了時 

図 3-23 試験体損傷状況 
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⑧ 波形鋼板ダンパーの負担水平荷重 

 

図 3-22に波形鋼板ダンパーの負担水平荷重を架構全体の水平力と比較して示す。負担荷重の算出は

支持部分に貼付したロゼットゲージの計測値を用いて行った。その際，水平方向のせん断ひずみ分布

を考慮して鋼板全体の平均せん断ひずみを求めたが，詳細は付録に示す。いずれの試験体でも，ダン

パーは計画通り早期に降伏し，座屈後もエネルギー消費の大きな紡錘型の履歴を描いた。ただし，波

形鋼板に使用した鋼材の降伏強度による履歴形状は，LY100 を使用した PCbS および PCuS では層間変

形角 0 付近でダンパーの履歴がややくびれている（負担荷重が小さい）ように見えるものの，試験体

間の差があまりはっきりと現れなかった。また，試験体によってはダンパーの 大負担荷重が正負で

大きく異なった。これは負担荷重の算定に用いたひずみゲージの計測誤差に起因するのではないかと

考えられるが，原因は未解明である。 

図 3-24に，架構のみの負担水平荷重を示す。架構の負担水平荷重は，全体の荷重からダンパーの負

担水平荷重を差し引いて算出した。ダンパーの負担荷重が正負対称ではなかったために，架構の履歴

も正側と負側で耐力が異なっている。しかし履歴の形状に関しては，RC 構造では履歴ループ面積およ

び残留変形が大きく，ボンド PC 構造，アンボンド PC 構造の順にループ面積が減少して S 字型の履歴

を描く傾向が強くなり，架構の残留変形抑制効果の高いことが確認できた。 

図 3-25に，同一鋼材を使用したダンパーの負担水平荷重を比較する。同一の鋼材を使用したダンパ

ー同士は，座屈発生近くまではほぼ一致した履歴を示すが，座屈後は，正方向の載荷時には比較的同

じ大きさの荷重を負担したが，負方向の載荷時にはずれが生じた。これがひずみゲージの計測値を基

にした算出法の誤差を原因とするのか，あるいは架構の性状（負方向で負担荷重が大きくなったのは

いずれもアンボンドPC架構である）を原因としているのかについては，現時点では不明である。図 3-26

には，同一の架構を用いた PCbS と PCbL における，架構のみの負担水平荷重およびダンパーのみの負

担水平荷重を比較する。ダンパーの履歴は，LY225 を用いた PCbL の方が荷重が大きく，また架構のみ

履歴は 2 体でほぼ一致するという整合性のある結果が得られた。しかし LY100 と LY225 では降伏強度

が 2 倍以上，引張強度にしても 1.3 倍の差があるにも関わらず，ダンパーの負担荷重の差は 1.1 倍程度

に留まった。 
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図 3-24 架構の負担水平荷重 
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図 3-25 ダンパーに同一鋼材を使用したときのダンパーのみの履歴比較 
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図 3-26 同一架構を用いた PCbS（LY100 使用）と PCbL（LY225 使用）の比較 

 

 

⑨ 等価粘性減衰定数 

図 3-27に，水平荷重－層間変形角関係の各サイクルから求めた等価粘性減衰定数 heqの推移を示す。

(a)は図 3-21に示した試験体全体の荷重－層間変形角履歴から，(b)は図 3-24に示した架構のみの負担

水平荷重－層間変形角履歴からそれぞれ算出したものである。横軸は各サイクルの 大変形角である。

いずれも定常ループとなる第 2 サイクルの履歴を用いた。図 3-27(a)より，R = 0.6 %以降のサイクルで

は，PCaPC 試験体 4 体はダンパーの使用鋼材の種類に関わらず，同程度のエネルギー消費性能を有し

たことがわかる。しかし R≦0.4 %の範囲では，波形鋼板に LY100 を用いた PCbS，PCuS，および LY225

を用いた PCbL は RC の heqを上回った。また，(a)と(b)を見比べると，RC および PCuL では波形鋼板

の降伏した R = 0.2 %以降のサイクルで，架構のみの heqに対して試験体全体の heqが増大しており，ダ

ンパーによるエネルギー消費性能の向上が確認できた（他の 3 体は初回サイクルから波形鋼板が降伏

したため，heqの推移の形状に変化は現れていない）。 
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図 3-27 等価粘性減衰定数の推移 

 

 

⑩ 残留変形率 

図 3-28に残留変形率の推移を示す。残留変形率 rdは，式 3-39より算出した。 

rd = 
−+

−+

−

−

pp

rr

RR
RR  

式 3-34 
ここに， +

rR ， −
rR ：正側および負側の残留変形角， +

pR ， −
pR ：正側および負側の 大変形角。 

第 1，第 2 サイクルで結果に差がないので，図 3-28には第 2 サイクルの結果のみ示した。RC 試験体

では経験変位の増加に伴って残留変形も増加し，R = 2.0%サイクル時には， 大変形の 0.5 倍程度の残

留変形が生じた。これに対して PCaPC 試験体 4 体では，R = 0～2.0%の範囲では RC の 1/2 未満の rdし

か生じなかった。波形鋼板に LY100 を用い，アンボンドの架構とした PCuL の残留変形が も小さく，

同じ LY100 を用いたが架構をボンドとした PCbS は，SS400 の波形鋼板を用いて架構をアンボンドと

した PCuL と同程度の良好な復元性を示した。 
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図 3-28 残留変形率の推移 
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⑪ 波形鋼板取り外しによる変形の戻り 

PCbS，PCbLおよびPCuS試験体については，載荷終了後にダンパーから波形鋼板部分を取り外して，

その際の変位の戻り量を計測した。表 3-29に各試験体の 大経験層間変形角，および波形鋼板取り外

し前後の層間変形角と戻り量を示す。変位戻り量の割合は，波形鋼板取り外し後の変形角を取り外し

前の変形角で除したものである。LY100 の波形鋼板を用いた PCbS と PCuS では取り外し後の残留変形

角が 1/2 程度，LY225 を用いた PCbL では 1/3 程度となった。 

 

表 3-29 波形鋼板取り外し前後の層間変形角 
除荷時の層間変形角 (%) 変位戻り量 

試験体 
大経験 

層間変形角 (%) 波形鋼板取外し前 波形鋼板取外し後 変形角 (%) 割合 (%)
PCbS -3.669 -0.79 -0.41 0.3 51.9 
PCbL -4.561 -1.23 -0.40 0.83 32.5 
PCuS 7.546 1.36 0.77 0.59 56.6 

 

 

⑫ まとめ 

波型鋼板ダンパーを用いた架構の載荷実験より得られた知見を以下にまとめる。 

 

(1) 履歴復元力特性は，波形鋼板降伏後にエネルギー消費の大きな紡錘形を示すが，PCaPC 架構と

した 4 体の履歴形状は RC と比べて残留変形を抑制するフラッグシェイプ型に近くなった。PCaPC

架構の中でも，波形鋼板部分に降伏強度の小さな LY100 の鋼材を用いた PCbS と PCuS は特に残

留変形を抑制し，ダンパーと架構の負担水平荷重の割合が履歴の形状に大きな影響を及ぼすこと

が確認できた。 

(2) ダンパーの降伏時層間変形角に関しては，波形鋼板部分に LY100 を用いた 2 試験体，および

SS400 を用いた 2 試験体ではでは実験結果が予測値とほぼ一致したが，LY225 を用いた PCbL では

予測値をやや下回った。また，降伏時のダンパー負担水平荷重は，LY100 は予測値より大きく，

LY225 および SS400 は予測値より小さい値となった。 

(3) ピーク後の耐力については，載荷終盤に押し切りとした 3 試験体では変形が進んでもピーク時

の 7 割以上の耐力を維持し，特にアンボンド架構の PCuS 試験体では耐力劣化がほとんど生じな

かった。 

(4) 損傷状況として，通常のひび割れに加えて梁下端に鋼板端部から曲げせん断ひび割れが生じた。

しかし，PCaPC架構では曲げひび割れが入る時期およびその本数がRC試験体と比べて抑制され，

設計で用いる層間変形角 2 %までの変形範囲では修復不要の状態が実現できるといえる。また更

に大変形を受ける場合には，PCaPC 架構では損傷が目地部に集中し部材が比較的健全に保たれる

のに対し，RC 架構ではヒンジ部にコンクリートの圧壊等の甚大な損傷が生じた。 

(5) ダンパーの負担水平荷重は，鋼板に貼付したひずみゲージ計測値による算出結果においては，

試験体によって 大荷重が正負で異なる現象が見られた。また鋼材の降伏強度による履歴形状の

差は，小変形時には低強度のものだけが降伏して紡錘型の履歴となることが確認できたが，変形

が大きくなると履歴に差はあまり見られなかった。 

(6) 各試験体のエネルギー消費性能は，等価粘性減衰定数を比較すると，特に R≦0.4 %の範囲で低

強度の鋼材をダンパーに用いた試験体の性能が高かった。また，架構のみの等価粘性減衰定数と

試験体全体の等価粘性減衰定数を比較することにより，ダンパーを用いたことによるエネルギー

消費性能の改善が確認できた。 
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(7) 残留変形は，PCaPC 架構の試験体では RC 架構の試験体の 1/2 未満となり，特にアンボンド PC

架構とした試験体の残留変形抑制性能が高かった。 

(8) 塑性化した波形鋼板をダンパーから取り外すことにより，鋼板の強度にもよるが，残留変形が

1/2～1/3 程度に減少することがわかった。 
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3.3 混合より線を用いた片持ち梁の載荷実験 
 

ここでは PCaPC 架構の目地部開閉挙動を利用したエネルギー消費要素として，混合より線を緊張材

として用いた片持ち梁の載荷実験結果を示す。 

2 章で PCaPC 架構とエネルギー消費要素を組み合わせた構造形式として，PRESSS プログラムで提

案された Hybrid framing system を紹介した。この構造形式は良好なフラッグシェイプ履歴を示すことが

確認されたが，PC 鋼棒と軟鋼鉄筋を並列配置するため部材断面が複雑であり，PCaPC 構造の利点であ

る施工性を損なうという欠点があった。そこで従来の PCaPC 構造と同様の断面を実現できる構造要素

として，丹羽・西山ら[3.17]，[3.18]により，緊張材とエネルギー消費要素の両方の役割を兼ね備えた混合よ

り線が提案された。 

混合より線は，図 3-29(a)に示すように降伏強度の異なる複数の素線を 1 本により合わせたものであ

る。混合より線全体の引張荷重－伸び（あるいはひずみ）関係は図 3-29(b)に示すようになり，低強度

素線が圧縮・引張とも降伏し，かつ高強度素線が未降伏であるひずみ範囲で挙動させることにより，

低強度素線が履歴によりエネルギーを消費し，高強度素線は PC 架構の緊張材として残留変形抑制を担

う。これにより，混合より線を用いた部材や構造物は，地震力作用下で原点指向型かつ履歴エネルギ

ー消費を行うフラッグシェイプの荷重－変位履歴を実現する。 

 

   
(a) 混合より線の形状                          (b) 混合より線の地震時応答 

図 3-29 混合より線概要 

 

以下では，まず3.3.1項で，既往の研究として 1993 年から丹羽・西山ら[3.17]，[3.18]によって行われた片

持ち梁載荷試験を紹介し，次に3.3.2項ではこの研究結果を踏まえ，本研究における混合より線を用い

た片持ち梁の載荷試験として，素線の強度差を実用化可能な範囲でなるべく大きくなる組み合わせと

した実験について述べる。 

 

 

3.3.1 混合より線に関する既往の研究 

 

丹羽ら[3.17]は，低強度鋼素線（0.2%オフセット降伏強度 376 MPa，φ 4.20 mm）×4 本，高強度鋼素線

（0.2%オフセット降伏強度 1660 MPa，φ 4.10 mm）×3 本をより合わせた混合より線を梁の緊張材とし
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て用い，梁と柱を圧着接合したト型試験体について繰り返し載荷実験を行った。混合より線を用いた

試験体では，通常の PC 鋼より線を用いた試験体に比べて履歴ループ面積の増大が確認されたが，偏心

距離が大きくより線の塑性ひずみが大きくなる試験体では，載荷途中（部材角 4 %サイクル時）により

線の破断が発生した。 

そこで西山ら[3.18]は，丹羽らの実験と同じ混合より線を用い，スタブを圧着接合した片持ち梁試験体

について繰り返し載荷実験を行った。実験変数はより線種類（混合より線／普通より線），導入プレス

トレス力の大きさ（より線 1 本あたり 35 kN／70 kN），およびより線の材軸からの偏心距離（30 mm／

50 mm）であり，計 8 体の試験体を用いた。図 3-30に試験体詳細を，表 3-30に試験体仕様を示す。表 

3-31および表 3-32に使用した材料特性を示す。載荷装置は図 3-31に示すように，スタブを鉄骨フレー

ムに緊結し，梁の自由端をアクチュエーターにより加力した。載荷履歴は図 3-32に示すように，各部

材角 2 サイクルずつの正負交番漸増載荷である。 

 
300

24
5

21
0

24
5

25 110 25

40
13

0
40

30
15

0
30

30
15

0
30

25 110 25

75
60

75

25
m

m
A

nc
ho

r P
la

te

245 35

Beam Section

φ6 Spiral

Loading Point

200 1500
50

60
60

6025
25

35
35

40

25
m

m
A

nc
ho

r P
la

te

20

φ6 Stirrups@100

Tendons

4-D10 Longitudinal Bars

8-D10 Longitudinal Bars
8- 6 Hoopsφ

15mm
Mortor Joint

 
図 3-30 試験体および梁断面詳細 

 

表 3-30 試験体仕様 

試験体 より線種類 
コンクリート・ 
モルタル類の種類

より線の材軸からの

偏心距離 e (mm) 
設計 PC 力 

Pd (kN) 
C-1 A 30 70 
C-2 A 65 70 
C-3 B 30 120 
C-4 

混合より線 
(φ 12.4) 

B 65 120 
N-1 A 30 70 
N-2 A 65 70 
N-3 B 30 120 
N-4 

普通より線 
(SWPR7A φ 9.3) 

B 65 120 
 

表 3-31 コンクリートおよびモルタルの材料特性 

 
圧縮強度

f'c (MPa)
割裂引張強度

ft (MPa) 
大強度時 

ひずみ εm (%)
初期剛性 
Ei (GPa) 

A 42.3 2.81 0.237 27.9 
コンクリート 

B 49.6 4.51 0.226 31.7 
A 60.7 1.88 0.252 30.5 

目地モルタル 
B 62.0 1.99 0.362 29.8 
A 40.7 1.23 0.288 - 

グラウトモルタル 
B 41.1 1.49 0.301 - 
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表 3-32 鉄筋および混合より線素線の材料特性 
混合より線 

 
低強度素線 高強度素線

普通より線
組立筋

D10 
せん断補強筋 

φ6 
断面積 As (mm) 53.1 39.8 51.6 71.3 28.3 

弾性係数 Es (MPa) 1720 1720 1910 1850 1740 
降伏強度 fy (MPa) 376* 1660* 1730* 344 302 

*0.2%オフセット降伏点 
 

 
図 3-31 載荷装置 
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図 3-32 載荷履歴 

図 3-33に載荷加力位置における荷重－変位関係を示す。いずれの試験体においても，変形が大きく

なるにつれ圧着目地部のひび割れのみが大きく開き，梁端変位のほとんどは梁全体の剛体回転変形に

起因した。普通より線を用いた試験体（N シリーズ）と比較して，混合より線を用いた試験体（C シ

リーズ）は履歴エネルギー消費の大きな復元力特性が得られた。図 3-34に各載荷サイクル第 2 ループ

における等価粘性減衰定数を示すが，部材角が大きくなるにつれて C シリーズの等価粘性減衰定数が

N シリーズを上回った。導入プレストレス力の小さな C-1, C-2 試験体ではより大きな等価粘性減衰定

数が得られたが，この 2 試験体は繰り返し載荷時の低強度素線降伏に伴う PC 鋼材の残留伸びにより，

原点付近で剛性の低下するスリップ挙動を示した。 

 

 
(a) N-1         (b) N-2         (c) N-3        (d) N-4 

 
(e) C-1         (f) C-2         (g) C-3        (h) C-4 

図 3-33 梁端荷重－変位関係[3.17] 
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図 3-34 等価粘性減衰定数[3.17] 

 

以下に既往の研究で得られた結論を示す。 

(1) 普通より線，混合より線のいずれを用いた試験体も，原点指向型のループを描き，残留変形を

抑制する自己復元性を有した。 

(2) 混合より線を用いた試験体は，普通より線を用いたものと比較して履歴エネルギー消費の大き

なループを描き， 大で 2 倍以上の等価粘性減衰定数を示した。また，履歴エネルギー消費の割

合は部材回転角が大きくなるほど増大した。 

 

 

3.3.2 本研究における混合より線を用いた片持ち梁載荷実験 

 

① 実験に用いた混合より線について 

丹羽・西山らの研究[3.17], [3.18]では混合より線を梁緊張材として使用することによりフラッグシェイプ

の荷重－変位履歴を実現できることを確認したが，低強度素線の製造困難等の問題から実用化には至

らなかった。そこで本研究では，量産が可能な材料として，低強度鋼素線には軟鋼を伸線加工した降

伏強度 fy = 540 MPa の素線を用い，混合より線が性能を発揮するのに十分なひずみ範囲を確保するため，

高強度鋼素線には従来よりも降伏強度の高い fy = 2111 MPa の素線を用いた。素線の組み合わせによる

より線の種類は，高強度鋼素線 3 本，低強度鋼素線 4 本から成る GCS-H3L4（GCS：Graded Composite 

Strand），高強度鋼素線 1 本，低強度鋼素線 6 本から成る GCS-H1L6 の 2 種である。 

 

   
(a) GCS-H3L4                          (b) GCS-H1L6 

図 3-35 本研究で用いた混合より線の形状 

 

 

② 試験体概要 

試験体は図 3-36に示すようにより線を直線配置とした片持ち梁であり，梁断面は 200×300 mm，ス
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タブ界面－載荷点間距離が 1500 mm（せん断スパン比：a / D = 5）の曲げ変形が卓越する形状とした。

梁およびスタブは別々に製作し，目地部モルタル（厚さ 15 mm）を介して緊結した。実験変数はより

線の種類であり，普通より線を用いたもの 2 体（より線の付着有り（BOND）／付着無し（UNBOND）），

混合より線 GCS-H3L4 を用いたもの（H3L4），GCS-H1L6 を用いたもの（H1L6）の全 4 体とした。普

通より線を用いた 2 体は比較用であり，特に UNBOND 試験体は，より線の張力変化に大きな影響を与

える付着に関して検討する意図で用意した。表 3-33に全ての試験体に共通する配筋仕様を，表 3-34

に試験体種類を，図 3-37に各試験体の梁部材断面詳細を示す。 

より線 1 本あたりの導入 PC 力 Piは，載荷時に低強度鋼素線が降伏し，高強度鋼素線は弾性範囲を

挙動するよう設定した。より線の本数および偏心距離は，設計コンクリート強度を 36 MPa として，断

面解析に基づき終局曲げ耐力が概ね等しくなるよう決定した。 

 

表 3-33 片持ち梁試験体に共通する配筋仕様 
部材 配筋種類 鉄筋・間隔 配筋比 (%) 

組立筋 4-D10(SD295) 0.47 
梁 

せん断補強筋 17-D6(SD295)@100 0.32 
主筋（接合部内） 4-D19(SD295) 0.57 

せん断補強筋（接合部内） 3-D10(SD295)@150 0.24 
主筋（接合部外） 6-D19(SD295) 0.54 

スタブ 

せん断補強筋（接合部外） 8-D10(SD295)@100 0.36 

 

表 3-34 試験体種類 

試験体 
より線 

（B：ボンド，U：アンボンド） 
初期導入 PC 力 

Pi (kN) bDf
P

c

i

'
材軸からの偏心距離 

e (mm) 
BOND SWPR7B 15.2 mm (B) 100 0.064 50 

UNBOND SWPR7B 15.2 mm (U) 190 0.122 105 

H3L4 
3×高強度鋼素線 φ 5.1 (B) 
4×低強度鋼素線 φ 5.1 (B) 80 0.103 50 

H1L6 
1×高強度鋼素線 φ 5.1 (B) 
6×低強度鋼素線 φ 5.1 (B) 75 0.096 95 

e：より線の材軸からの偏心距離， 
f'c：実験時コンクリート強度， 
b：梁幅（200mm），D：梁せい（300mm） 
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図 3-36 片持ち梁試験体詳細（単位：mm） 

 

    
(a) BOND              (b) UNBOND            (c) H3L4              (d) H1L6 

図 3-37 梁断面詳細（単位：mm） 

 

 

③ 試験体設計詳細 

以下に試験体の設計詳細を示す。 

 

○ 圧着接合面を危険断面とする曲げ耐力の検討 

試験体は，梁－スタブ間の圧着接合面（目地部）を危険断面とし，危険断面における終局曲げ耐力

が概ね等しくなるようより線の本数および偏心量 e を決定した。混合より線を用いた試験体について

は，低強度素線が降伏する程度の導入プレストレス力 Piを定めた。 

曲げ耐力は，梁断面をせい方向に 30 要素に分割して断面解析を行い求めた。アンボンドより線を除

いて平面保持の仮定が成立するものとし，コンクリートの応力－ひずみ曲線は Popovics モデル[3.19]を用
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いた（式 3-35）。 大応力時ひずみは εm= 0.2 %，終局時の圧縮縁コンクリートひずみは εcu= 0.4 %とし，

拘束効果による強度および靭性の上昇は考慮していない。 

UNBOND 試験体のアンボンドより線については，プレストレスト鉄筋コンクリート（Ⅲ種 PC）構

造設計・施工指針・同解説[3.20]（以下 PRC 指針と略記）による式 3-36に従い，式 3-37に示すようにア

ンボンド PC 鋼材の終局時応力増分を定めて終局曲げ耐力を算定した。 

 

・ Popovics のコンクリート応力－ひずみ式[3.19] 
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式 3-35 

ここに，fc：コンクリート圧縮強度，εm： 大強度時ひずみ。 

 

・ PRC 指針[3.20]における終局曲げ耐力式 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −+= ddTdTM ppyu 8

1
8
7  

式 3-36 

ここに，d：引張側普通鉄筋に対する有効高さ，dp：PC 鋼材に対する有効高さ，Ty：引張側普通鉄筋の

引張合力で，Ty = atσy ，at：引張側普通鉄筋の断面積，σy：引張側普通鉄筋の規格降伏点応力度，Tp：

曲げ破壊時 PC 鋼材引張合力で，Tp = atσpu ，ap：PC 鋼材断面積，σpu：終局曲げモーメント時 PC 鋼材

引張応力度で， 

付着あり：σpu = σpy 

アンボンド：σpu = 0.75σpe + 0.25σpy 

式 3-37 

ここに，σpy：PC 鋼材規格降伏点応力度，σpe：PC 鋼材有効緊張力 

 

解析に用いた諸量を表 3-35に，計算結果を表 3-36に示す。終局に至るまでの曲げモーメント－曲率

関係を図 3-38に示す。なお，曲率φ に関しては梁せい h (= 300 mm)を乗じて無次元化した。 

 

表 3-35 断面解析諸量 

コンクリート 鋼材 
低強度素線

φ 5.1 

SWPR7B
7 本より

15.2 mm

高強度素線

φ 5.1 
D6 

（SD295） 
D10 

（SD295）

圧縮強度 (MPa) 36 断面積 (mm2) 20.1 138.7 20.1 31.7 71.3 
弾性係数 (MPa) 26000 降伏強度 (MPa) 540 1770 2110 295 295 

 

表 3-36 断面解析曲げ耐力計算結果 

試験体 
より線 
本数 

材軸からの 
偏心距離 e (mm)

有効プレストレス力 
（より線 1 本当たり） Pi (kN)

軸力比 
終局曲げ耐力

Mu (kN.m) 
BOND 2 50 100 0.093 50.2 

UNBOND 2 105 190 0.185 48.0 
H3L4 4 50 80 0.148 56.6 
H1L6 4 95 75 0.139 51.9 
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図 3-38 曲げモーメント－曲率関係断面解析結果 

 

○ 梁部材せん断耐力の検討 

梁部材はせん断破壊を生じないよう設計するとし，せん断耐力は靱性保証型指針[3.13]の 6 章に基づい

て算定した。算定式は，波形鋼板ダンパー付架構の設計に用いた式 3-26と同じであるので，ここでは

再掲しない。ヒンジ回転角 Rpは Rp = 0.01 とした。算定結果を表 3-37に示す。 

 

表 3-37 片持ち梁せん断耐力算定結果 

試験体 
終局時モーメント

(kN.m) 
終局時せん断力

(kN) 
せん断耐力

Vu (kN) 
せん断余裕度 判定 

BOND 50.2 33.5 104.7 3.13 OK 
UNBOND 48.0 32.0 108.1 3.38 OK 

H3L4 56.6 37.7 109.9 2.92 OK 
H1L6 51.9 34.6 100.4 2.90 OK 

 

○ スタブ耐力の検討 

スタブは梁の終局耐力時に破壊を生じないよう設計した。図 3-20のように，材端荷重を 50 kN（試

験体の 大荷重予測値は 37.7 kN）とした場合のモーメント分布を考え，梁から入力される曲げモーメ

ントおよびせん断力を上回る曲げ耐力・せん断耐力を有することを確認した。 

 

 
図 3-39 曲げモーメント分布仮定 

 

曲げ耐力の算定には RC 規準[3.14]による式 3-38を，せん断耐力の算定には靱性保証型指針[3.13]のせん

断信頼強度式（式 3-26）を用いた。 
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・ RC 規準[3.14]曲げ耐力式 

M = at ft j 

式 3-38 

ここに，M：許容曲げモーメント，at：引張鉄筋の断面積，ft：鉄筋の引張許容応力度，j：曲げ材の応

力中心距離で， dj
8
7

= 。 

 

算定結果を表 3-38に示す。 

 

表 3-38 スタブ曲げ・せん断耐力算定結果 
曲げ耐力 
M (kN.m) 

入力曲げモーメント 
Mr (kN.m) 

判定 
せん断耐力

Q (kN) 
入力せん断力

Qr (kN) 
せん断余裕度 判定 

90.8 75.0 OK 330.5 75.0 4.41 OK 

 

 

④ 載荷方法 

載荷装置を図 3-40に示す。載荷は試験体を 90°回転させ，梁部材を鉛直に立てた状態で行った。梁

端載荷点のピンは図中に詳細を示すように，載荷方向の締め付けにより試験体を固定し，面内の回転

は自由に行えるものを用いた。スタブ固定用の PC 鋼棒（計 2 本）には 1 本あたり 250 kN の張力を導

入した。載荷は変位制御とし，梁部材角 R = 0.05，0.1，0.2，0.4，0.6，0.8，1.0，2.0，3.0，4.0，5.0，

7.5 %で各 2 サイクルの正負繰り返し加力を行ったが，R = 0.05 %未満でひび割れ荷重に達さない場合は

ひび割れ荷重時の部材角を初回の制御部材角とした。図 3-41に部材角 0.05 %未満でひび割れ荷重に達

した場合の載荷履歴を示す。 

 

 
図 3-40 片持ち梁試験体載荷装置 
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図 3-41 片持ち梁載荷履歴 

 

 

⑤ 使用材料特性 

実験に使用した各材料の力学的特性を表 3-39～表 3-41に示す。また，材料試験で得られた応力－ひ

ずみ曲線を図 3-42～図 3-44に示す。 
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表 3-39 鉄筋の材料特性 
降伏強度 fy (MPa) 引張強度 fu (MPa) 弾性係数 Es (GPa) 

呼び名 
No. 1 No. 2 No. 3 平均 No. 1 No. 2 No. 3 平均 No. 1 No. 2 No. 3 平均

D6（SD295） 376.2 371.4 363.3 370 523.2 518.5 515.3 519 174.7 175.9 168.1 173
D10（SD295） 374.6 379.4 377.8 377 508.9 510.3 513.1 511 157.9 183.6 171.9 171
D19（SD295） 346.0 348.6 341.2 346 540.3 539.6 535.8 539 168.3 148.4 150.4 159

試験方法は JIS Z2241 による 
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図 3-42 鉄筋引張試験 応力－ひずみ曲線 

 

表 3-40 コンクリートの材料特性 
圧縮強度 f ’c (MPa) 割裂引張強度 ft (MPa) 1/3f ’c割線弾性係数 Ec (GPa) 

部材 
No. 1 No. 2 No. 3 平均 No. 1 No. 2 No. 3 平均 No. 1 No. 2 No. 3 平均 

梁 52.8 52.2 50.5 51.8 3.2 3.1 3.1 3.1 26.5 30.4 28.3 28.4 
スタブ 57.5 58.7 64.6 60.3 2.7 2.7 2.6 2.7 30.6 31.1 31.2 31.0 

試験方法は JIS A1108 による 
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図 3-43 コンクリート圧縮試験 応力－ひずみ曲線 

 

表 3-41 目地モルタル・グラウトの材料特性 
圧縮強度 (MPa) 

 
No. 1 No. 2 No. 3 平均

目地モルタル 46.7 54.9 46.7 49.4
グラウト 48.0 44.3 44.0 45.4

φ 50×100 mm の供試体を用い，試験方法は JIS A1108 に準じる 
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表 3-42 より線の材料特性 

呼び名 使用試験体
断面積

(mm2)
降伏強度*

(MPa) 
引張強度

(MPa) 
弾性係数 

(GPa) 

低強度鋼素線 5.1mm GCS-H3L4
GCS-H1L6

20.1 540 604 190 

普通より線 
SWPR7B 15.2mm 

BOND 
UNBOND

138.7 1774 2718 191 

高強度鋼素線 5.1mm GCS-H3L4
GCS-H1L6

20.1 2111 2331 194 

*降伏強度は 0.2%オフセット時の値 

より線 
断面積 
(mm2) 

低強度鋼素線 
降伏時の強度* (MPa)

高強度鋼素線 
降伏時の強度* (MPa)

弾性係数 
(GPa) 

GCS-H3L4 140.7 540 1213 192 
GCS-H1L6 140.7 540 765 191 

*各素線降伏時の引張荷重を断面積で除したもの 
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図 3-44 より線引張試験 応力－ひずみ曲線 

 

 

⑥ 実験結果 

 

○ 荷重－部材角関係 

図 3-45および図 3-46に各試験体の荷重－部材角関係を示す。試験体 H1L6 は他の 4 体に比べてやや

残留変形が大きかったが，他の試験体では残留変形は非常に小さく抑制された。ただし UNBOND 以外

の試験体は製作時にグラウトが不確実であり，より線が早期に付着劣化を生じてアンボンド化したた

め想定よりも良い復元性を示した可能性がある。試験体 H1L6 は R = +3.0 %へ向かう第 1 サイクル時に，

引張側緊張材の端部くさび部分で低強度鋼素線が破断して大きな耐力低下を生じたため，除荷後，負

側へ押し切りとした。その際，R = -3.6 %で正側載荷時と同様に低強度鋼素線の破断を経験し，ここで

載荷を終了した。 

大耐力経験後の耐力劣化は，H1L6 以外ではいずれも小さく靭性のある性状を示した。R = 7.5 %時

の水平耐力は，H1L6 を除き概ね 30kN（曲げモーメント換算 45kN･m）前後であり，ピーク時に比べて

70～80 %程度の耐力を維持した。 
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図 3-45 片持ち梁荷重－部材角関係（載荷終了時まで） 
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図 3-46 片持ち梁荷重－部材角関係（R = 2.0%まで） 

 

表 3-43に各試験体の 大水平耐力およびその際の部材角を示す。試験体 H1L6 のみ緊張材の破断に

より正負の 大耐力に差が生じたが，他の試験体は正負でほぼ同じ耐力を示した。UNBOND，H3L4

および H1L6 は R = 2.0 %サイクル時に，BOND は R = 3.0 %サイクル時に 大耐力を経験した。 大耐

力は全試験体で概ね等しくなるよう設計したが（設計コンクリート強度 36 MPa），実験時コンクリー

ト強度が表 3-40に示すように設計値よりかなり高かったため，試験体間で曲げ強度に差が生じた。そ

こで，式 3-36に実強度を用いた曲げ耐力計算結果を表 3-40に併せて示す。また，試験体製作時にグラ

ウト作業が難航したため，付着ありの試験体においてもグラウト不良により終局時には PC 鋼材がいく

らかアンボンド化していたとの仮定に基づいて，PC 鋼材の引張応力度を式 3-37の「付着あり」と「ア

ンボンド」の場合の中間値 σpu = 0.50σpe + 0.50σpyとした結果を，PC 鋼材張力を補正した値として表 3-40

に示す。なお，PC 鋼材初期導入力は載荷開始直前の値（表 3-44）を用いた。付着が良好であった試験

体は｢コンクリート実強度｣，付着不良の試験体は｢PC 鋼材張力補正｣が実験結果と近い値となり， 大

耐力は式 3-36により予測できることが示された。 
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表 3-43 大荷重および部材角 
大荷重予測値 (kN) 

試験体 
部材角 

(%) 
大荷重 
(kN) コンクリート設計強度 コンクリート実強度 PC 鋼材張力補正

2.95 30.2 
BOND 

-2.81 -31.3 
33.5 33.5 27.2 

3.78 37.7 
UNBOND 

-1.93 -35.2 
32.0 30.7 30.7 

1.76 39.9 
H3L4 

-3.95 -39.4 
37.7 37.6 35.3 

1.77 38.0 
H1L6 

-1.88 -30.1 
34.6 32.8 24.5 

 

表 3-44 PC 鋼材の初期導入力 
PC 鋼材初期導入力(kN) 

試験体 
設計に用いた値 実験時の計測値

BOND 100 97.9 
UNBOND 190 182.7 

H3L4 80 84.9 
H1L6 75 45.9 

 

 

○ より線の挙動 

図 3-47により線のひずみ－部材角関係を示す。UNBOND のみ，より線端部に設置したロードセル

の測定結果よりひずみ履歴を算出した。その他の試験体はより線の危険断面位置（梁－スタブ間圧着

接合面）に貼付したひずみゲージ測定値を用いた。試験体 BOND および UNBOND のより線は R = 7.5 %

サイクル以前には降伏しなかった。H3L4 および H1L6 では部材変形の比較的小さい段階で低強度鋼素

線が降伏し，これによりエネルギー消費性能が向上したことが裏付けられた。特に H3L4 では高強度鋼

素線（降伏時ひずみ εy = 1.06 %）は載荷終了まで未降伏であり，混合より線が想定どおり低強度鋼素線

は降伏し，高強度鋼素線は未降伏の挙動をしたことが確認された。H1L6 も同様に想定どおりのより線

挙動が実現できたと考えられるが，高強度鋼素線は図 3-35(b)に示したように 7 本よりの芯線であるた

めひずみゲージが貼付できず，ひずみの確認はできなかった。 

図 3-48により線の張力－部材角関係を示す。混合より線を用いた試験体については，高強度鋼素線

と低強度鋼側線の負担張力を分離して示した。張力の算出には図 3-47に示したひずみ履歴を用い，高

強度素線はひずみ測定値に断面積とヤング係数を乗じて求めた。低強度鋼素線は完全弾塑性の応力－

ひずみ関係を仮定し，図 3-47で得られたひずみ履歴から応力を逐次算出して断面積を乗じた。H3L4

および H1L6 では低強度鋼素線が引張側のみで降伏し，主に第 1 サイクルでエネルギー消費を行う面積

の大きな履歴を描いていることがわかる。 
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図 3-47 片持ち梁 PC より線ひずみ－部材角関係（R = 2.0 %まで） 
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図 3-48 片持ち梁 PC より線張力－部材角関係（R = 2.0 %まで） 

 

 

○ 等価粘性減衰定数 

図 3-49に履歴ループ面積から算出した等価粘性減衰定数 heqを示す。一般に heqは定常サイクルとな

る 2 回目以降のサイクルで議論されるが，混合より線を用いる部材は主に第 1 サイクルで大きなエネ

ルギーを消費する構造システムであり，実験結果も第 1 サイクル（図 3-49(a)）では，第 2 サイクル（図 

3-49 (b)）の 2 倍程度の heqを示した。以下では第 1 サイクルについて議論を進める。 

H1L6 は非常に大きな heqを示したが，荷重－部材角関係の項で述べたように R = 3.0 %時に低強度鋼

素線が破断した。試験体 H3L4 では R = 0.2～0.4 %，H1L6 では R = 0.2～0.6 %の区間で heqが増加傾向

にあるが，その後減少している。これは試験体製作時のグラウト不良によってより線が早期に付着劣

化を生じ，十分なひずみ変化が与えられなかったためと考えられ，より線の付着が適切であれば，R = 

0.4 %以降も heqが増加した可能性がある。いずれの混合より線を用いた試験体も，R = 2.0 %時には，

H1L6 は約 12 %，H3L4 は約 8 ％の heqを示し，BOND の heqを上回った。これら 2 種の混合より線を

用いたことで，エネルギー消費能力が改善されたと言うことができる。 
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図 3-49 片持ち梁等価粘性減衰定数 

 

○ 残留変形率 

図 3-50に残留変形率－部材角関係を示す。残留変形に関してはサイクルによる差がなかったため，

第 2 サイクルの結果のみ示す。残留変形率 rdは，式 3-39より算出した。 

rd = 
−+

−+

−

−

pp

rr

RR
RR  

式 3-39 
ここに， +

rR ， −
rR ：正側および負側の残留変形角， +

pR ， −
pR ：正側および負側の 大変形角。 

いずれの試験体でも残留は抑制されたが，試験体 H1L6 のみ履歴復元力特性からも推測されるように

やや大きな残留変形率を示した。他の試験体は rd = 3.0 %程度の値で残留変形を非常に良好に抑制した。

特に試験体 H3L4 では前項で述べた heqが比較的大きかったにも関わらず，rdの値は BOND と同程度と

十分小さく，エネルギー消費能力と復元性を兼ね備えた構造が実現できたと言える。 
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図 3-50 片持ち梁残留変形率 

 

○ 終局時損傷状況 

図 3-51に載荷終了時の損傷状況を示す。いずれの試験体もスタブ界面から 600～1000 mm 程度の範

囲に 100 mm 程度の間隔で曲げひび割れが生じた。UNBOND でも少数のひび割れに変形が集中するよ

うな現象は見られなかった。ただし打設方向の影響により，梁上端が引張となる正載荷時に比較的多
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くのひび割れを生じた。また，いずれの試験体でも R = 0.4～0.8 %程度の変形時に梁の圧着部付近で材

軸方向のひび割れが生じたが，このひび割れは圧縮による縦割れか，あるいは多くが圧縮側のより線

位置に見られることから，付着割裂ひび割れであると推測される。付着割裂強度については次項で検

討する。 

いずれの試験体も目地が開き始めるとひび割れ幅は増加せず，新たなひび割れも生じなかった。以

降の変形および損傷は目地部の開閉に集中し，R = 2.0～3.0 %時に圧縮縁コンクリートの剥離・剥落が

生じた時点で 大耐力が観測された。試験体 H1L6 を除いて R = 2.0 %を越す大変形時にもコンクリー

トの圧壊以外に大きな損傷は生じず，設計で想定される変形範囲（R≦2.0 %程度）では大掛かりな補

修を必要としない構造システムが実現可能であることが確認された。 

 

      
(a) BOND                                    (b) UNBOND 

 

      
(c) H3L4                                      (d) H1L6 

図 3-51 片持ち梁終局時損傷状況 

 

○ 付着割裂に関する検討 

梁の圧着部付近に発生した材軸方向のひび割れが付着割裂によるものかどうかを検討するため，靱

性保証型指針[3.13]pp.179～185 に従い，付着割裂強度を算定した。付着割裂の破壊モードは図 3-52に示

す 3 種に分類でき，本実験で生じた材軸方向のひび割れはサイドスプリット破壊と捉えることができ

る。 

 

 
図 3-52 付着割裂の破壊モード 

 

靱性保証型指針において，サイドスプリット破壊に対する付着割裂強度は以下の式で与えられる。 

Btbwsi

tbwsiBsi
tcal

jdpb

jdpbb

σγ

γσ
ατ

/)/()1(1088.21

)/()1(108.7)60.128.1(
4

4

+×+

+×++
=  

式 3-40 

ただし，αt は水平上端筋に対する付着強度低減率，bsi は割裂線長さ比,γ は横補強筋の有効係数で，そ

れぞれ以下の式で与えられる。 
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αt = 0.75 + σB / 400  （梁の上端主筋） 

=1   （上記以外の主筋） 

bsi = (b – N1db) / (N1db) 

γ = (0.19 + 0.16Nw / N1) 

式 3-41 

その他の記号は以下のとおり。σB：コンクリートの圧縮強度(kgf/cm2)，pw：横補強筋比（= aw / (b･s)，

aw：1 組のせん断補強筋の断面積(cm2)，b：断面の幅(cm)，s：横補強筋間隔(cm)），db：主筋径(cm)，jt：

梁または柱の主筋中心間の距離(cm)，N1：1 段目主筋の本数，Nw：一組の横補強筋の足の数。 

D10 の組立筋は応力を負担しないとすると，PC 鋼より線が 1 段目主筋に当たり，各試験体における

付着割裂強度は表 3-45のようになる。また，PC 鋼より線の付着強度を是永らの提案式（式 3-42）よ

り算定し，同表に示す。 

Sy = 2.88 × 10-3τy × φ 

τy = 0.602α × (GσB)1/2 

式 3-42 

ここに，φ：鋼材径（より線の公称径）(mm)，α：より線の形状による係数で，α = 1.0（7 本より線），

α = 1.17（19 本より線），GσB：グラウト材強度(MPa)。 

 

付着強度は付着割裂強度を上回っており，材軸方向のひび割れが付着割裂によるものであるという

推測と矛盾しない。ただし，式 3-40による付着割裂強度は異形鉄筋を対象とした実験から提案された

ものであること，表 3-45の算定値はより線に基づき算出したが，シースの影響を考えていないこと，

付着がない UNBOND 試験体においても他の 3 体と同様の材軸方向のひび割れが見られること，などか

ら，圧縮による縦割れである可能性も依然残されている。 

 

表 3-45 付着割裂強度算定結果 
試験体 付着割裂強度 (MPa) 付着強度 (MPa)
BOND 3.62 4.06 

UNBOND - 0 
H3L4 2.91 4.06 
H1L6 4.00 4.06 

 

 

⑦ 片持ち梁載荷実験まとめ 

以下に混合より線を緊張材として用いた片持ち梁の静的繰り返し載荷実験において得られた知見を

まとめる。 

 

(1) GCS-H3L4 を用いた試験体は，普通より線を用いた試験体と同程度に残留変形を抑制しながら，

部材角 R = 2.0%時に 9%程度の等価粘性減衰定数 heqを示した。より線の付着が完全であれば，よ

り大きなエネルギーを消費できた可能性がある。 

(2) GCS-H1L6 を用いた試験体は，R = 2.0%時に 12%程度の大きな heqを示したが，R = 3.0%付近で

より線の破断を生じた。残留変形角率 rdは他の試験体よりも大きかったが，通常の RC 構造より

ははるかに小さく抑えられた。 

(3) 混合より線は，低強度鋼素線が降伏し高強度鋼素線が未降伏の範囲で，想定どおりに挙動させ

ることができた。 
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(4) いずれの試験体でも大変形時までコンクリートには甚大な損傷が発生せず，修復不要の構造物

を実現できることが確認された。より線をアンボンドとした場合でも目地以外のひび割れに変形

が集中し危険な破壊性状となることはなかった。 

 

以上より，混合より線を緊張材として用いることで目標とするフラッグシェイプ履歴が実現できる

ことが確認され，地震後の機能維持・超早期復旧可能な構造形式が実現できる。 
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3.4 まとめ 
 

復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式として，(1)圧着型 PCaPC 架構に，波形鋼板を用いた

せん断型ダンパーを組み込んだ構造形式，および(2)圧着型 PCaPC 架構の緊張材として混合より線を用

いた構造形式の 2 種を提案し，(1)については門型架構，(2)については片持ち梁試験体を用いた静的載

荷実験により，いずれの構造形式においてもフラッグシェイプの履歴が実現できることを示した。た

だし，(1)については波形鋼板ダンパーの負担水平荷重割合が大きな場合に残留変形が過大になる傾向

が見られた。また，(2)については混合より線の構成および配置が履歴復元力特性に大きな影響を与え

ることがわかった。 

建築物への具体的な適用に関して，(1)については，ダンパーが効果を発揮するには架構のせん断変

形が卓越すること望ましいことから，特に中・低層建物において下層階にダンパーを組み込んだ建物

が適していると考えられる。波形鋼板ダンパーのエネルギー消費性能は比較的大きいことから，ダン

パー付建物として計画・設計を行えば良い。ただしその際，梁が回転変形し，ダンパーに生じるせん

断変形量が架構の層間変形に対して小さくなる可能性に留意すべきである。一方(2)については，エネ

ルギー消費性能が PCa 部材間目地部の開閉量に依存することから，短スパン部材に PC 鋼材位置の偏

心量を大きくとって配置するのが も効率が良いと考えられ，短スパン梁や柱脚での使用における効

果を期待できる。ただし混合より線単体では，建物の地震時応答を大きく低減できるほどのエネルギ

ー消費性能が得られない可能性があり，他のダンパー類と併用するか，あるいはダンパーなしの建物

として設計し，混合より線による付加的な減衰効果を期待するという使い方が想定される。 

いずれにおいても，設計時に架構の復元性とエネルギー消費性能を適切に予測し，性能を両立させ

ることが必要であり，次章では提案した構造形式の設計手法確立に向けて，架構全体および PC 鋼材

等の構成要素の挙動を精度良く予測可能なモデルの構築を行う。 
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4 圧着型 PCaPC 部材解析モデルの構築 
 

 

4.1 はじめに 
 

PC 構造の地震時挙動予測において，PC 鋼材の付着すべりが生じる場合（または PC 鋼材をアンボン

ドとする場合）には，平面保持の仮定が成立しないことが解析上の問題となる。特に圧着型 PCaPC 構

造では，圧着接合面の離間に伴い PC 鋼材の抜け出しが生じるため，PC 鋼材のひずみは平面保持の仮

定による計算値とは大きく異なるものとなるが，PC 鋼材の抜け出し量や付着劣化範囲は付着特性や載

荷方向に依存して変化し，評価が容易でない。また，離間した目地部の回転が部材の変形に与える影

響が非常に大きく，部材または架構の挙動を予測する際にはこれらの挙動を精度良く算定できるモデ

ルが必要となる。特に，本研究で提案する混合より線を配した PCaPC 架構においては，素線降伏後の

張力劣化がひずみに大きく依存するため，圧着接合面での伸び出しに伴うより線のひずみを精度良く

評価することが，架構の挙動予測において非常に重要である。 

圧着接合面の離間と PC 鋼材の伸び出しを考慮したモデルとしては，2 章に述べたように，中塚・菅

田ら[4.1]，[4.2]，[4.3]により圧着接合面の離間に伴う部材の回転を考慮したモデルが提案されている。この

モデル中では，PC 鋼材のひずみは付着特性に基づく分布を仮定して考慮されていたが，分布形状は載

荷方向に関わらず一定であった。これに対し，圧着関節工法の計算モデル[4.4]では，加力時と除荷時で

異なる PC 鋼材のひずみ分布形状を仮定し，圧着接合面でのひずみをより精度良く予測する手法が示さ

れた。しかしいずれのモデルにおいても，圧縮縁におけるコンクリートのひずみと縮み量の関係付け

が実験（または FEM 解析）結果に依っているという問題点がある。また繰り返し載荷に関して，圧着

関節工法の計算モデルは基準履歴に基づくモーメント－回転角関係を得る手法であるため，PC 鋼材の

張力変化を逐次追うことはできず，中塚・菅田らのモデルでは逐次計算が可能であるが，PC 鋼材のひ

ずみ分布特性が実挙動と異なっている。 

本研究では，まず4.2節で解析の精度に大きく影響するより線の付着すべり挙動に関して，足立ら[4.5]

により提案された付着応力－すべり量モデルを修正し，ランダムな繰り返し載荷に対応できるモデル

を構築した。次いで4.3節で，混合より線を緊張材とする片持ち梁を対象に，圧着接合面の離間と付着

すべり挙動を模擬した FEM 解析モデルを用いて，繰り返し載荷時のより線やコンクリート等の部材構

成要素の挙動を明らかにした。 後に4.4節で，FEM モデルに基づき，目地部の開閉挙動に伴うより線

の抜け出しとひずみ履歴を模擬可能な部材端回転バネモデルを構築し，実験結果と比較して地震時挙

動予測に用いるのに十分な精度があることを確認した。 
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4.2 PC 鋼より線付着モデルの構築 
 

 

ここでは，圧着型 PCaPC構造の挙動に大きく影響する PC鋼材の付着すべり挙動を模擬するために，

PC より線を対象に構築した付着応力－すべり量関係モデルについて述べる。本研究で対象とするエネ

ルギー消費機構を付加した PCaPC 構造では，その履歴によるエネルギー消費性能と復元性が問題とな

るため，繰り返し載荷時の挙動を精度良く予測する必要がある。そのため，解析における付着挙動の

モデルも繰り返し載荷に対応できるものを用いる必要があり，筆者は足立ら[4.5]によって提案された付

着応力－すべり量関係繰り返しモデルを修正して，ランダムな繰り返し載荷に対してもそれまでのす

べり量履歴から付着応力を算出できるモデルを構築した。 

 

 

4.2.1 足立らの付着モデル概要 

 

2 章で述べたように，足立ら[4.5]は森田・角[4.6]による普通鉄筋を対象とした付着強度－すべりモデル

を変更し，PC より線を対象に付着応力－すべり量モデル（図 4-1）を提案した。以下に足立らのモデ

ルの概要をまとめる。 

 

○ モデルの適用範囲 

足立らは PC 鋼より線をコンクリートブロックに埋め込んだ試験体を製作し，載荷履歴を主な実験変

数とした引き抜き実験を行った。試験体に用いた PC 鋼より線は 7 本より 12.7 mm のもののみであり，

表 4-1に示すように，コンクリートは圧縮強度 36.7 MPaのもの 1 種類，グラウトは 29.0 MPaと 44.8 MPa

の 2 種類である。従ってモデルの適用範囲は，少なくとも以下を含むと言える。 

・ PC 鋼より線：7 本より 12.7 mm 

・ コンクリートおよびグラウト圧縮強度：30～45 MPa 

 

表 4-1 足立らの付着実験使用材料特性 
 コンクリート グラウト 1 グラウト 2 PC 鋼より線 SWPR7B 12.7 mm 

圧縮強度 
f ’c (MPa) 36.7 29.0 44.8 公称断面積 

Ap (mm2) 98.71 

割裂引張強度 
ft (MPa) 2.92 1.93 2.52 0.2%オフセット 

降伏応力 fy (MPa) 
1820 

1/3f ’c割線弾性 
係数 Ec (GPa) 

24.5 14.1 15.6 引張強度 
fu (MPa) 1930 

 ヤング係数 
Ep (GPa) 228 

 

 

○ 繰り返し履歴に対応した PC 鋼より線の付着－すべりモデル 

足立らのモデルにおける付着応力－すべり量履歴モデルは，以下のように定義される。 

 

(1) 単調（または初回サイクル）加力時は，図 4-1(a)に示すように付着応力は一旦 τyまで上昇し（こ

の時のすべり量は Sτy），その後点 A(6Sτy, 0.65τy)まで低下した後，点 B(50Sτy, τy)を通る直線上を再度

上昇する。 
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(2) 繰り返し載荷時の履歴は，①「除荷域」，②「応力減少域」，③「応力一定域」，④「応力再上昇

域」，⑤「繰り返し時包絡線上」の 5 つの範囲に分けることができる。 

(3) ①「除荷域」：載荷方向が反転するとまず，付着応力－すべり量関係は初期剛性と同じ傾き Fy

（= τy / Sτy）の直線（除荷直線）となる。 

(4) ②「応力減少域」：除荷域での応力の大きさが，載荷方向反転時の付着応力 τ’に対して α倍に達

すると（図 4-1(c)），付着応力－すべり量関係は除荷直線を離れ，応力の大きさは減少に転じる。

応力減少域の傾きは，図 4-1(d)に示すように前サイクルでの応力減少開始点 τ’（(3)の τ’とは異な

ることに注意）の β倍となる前サイクルの除荷直線上の点により規定される。 

(5) ③「応力一定域」：すべり量が前サイクルの 大－ 小すべり量の 4 等分点（図 4-1(d)では(3SN + 

SP) / 4。載荷方向が逆の時は(SN + 3SP) / 4）に達すると，応力は一定となる。前サイクルの 大－

小すべり量の 4 等分点において，応力一定域は中央の 2 区間である。 

(6) ④「応力再上昇域」：応力一定区間を過ぎると，付着応力は前サイクルの応力再上昇時の 大応

力に対し，β倍となる除荷直線上の点を通って再び上昇する。 

(7) ⑤「繰り返し時包絡線上」：応力再上昇域における直線が繰り返し時包絡線と交わる点以降は，

付着応力－すべり量関係は繰り返し時包絡線に一致する（付着応力は初回載荷時を除き，繰り返

し時包絡線を超えない）。 

 

 
(a) 単調載荷時              (b) 繰り返し時包絡線 

 
(c) 特性値 α，β              (d) 繰り返し履歴概要 

図 4-1 足立らの付着応力－すべり量モデル[4.5] 

 

図 4-2に実験結果との比較を示す。足立らの提案モデルは，繰り返し引き抜き試験時の付着応力－す

べり量関係を比較的精度良く模擬している。 
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図 4-2 足立らの提案モデルと実験結果の比較[4.5] 

 

 

4.2.2 修正付着モデル 

 

足立らのモデルを用いると，図 4-2に示すようにすべり量が漸増する場合の付着応力－すべり量繰り

返し履歴を比較的精度良く模擬することができる。しかし，このモデルは新サイクルの履歴が前サイ

クルの 大応力およびすべり量に依存するため，ランダムな載荷履歴を与える場合においては以下の

点が問題となり履歴が計算できない。 

 

(1) 初回のサイクルにおいて，すべり量が図 4-1(a)の A 点を超えずに反転する場合の履歴が定義さ

れていない。また，A 点を超える場合でも，図 4-1(d)の繰り返し履歴定義では応力一定域が負方

向載荷時の初期弾性範囲と交錯する場合がある。 

(2) 大経験すべり量よりも小さなすべり量で載荷方向を反転する場合についての履歴が定義され

ていない。 

 

そこで本研究では，どのような繰り返し履歴にも対応できるように足立らのモデルを修正した。足

立らのモデルと異なるのは次の 2 点である。 

 

スケルトンカーブを単調・繰り返し載荷に関わらず 1 つの線で表現した。 

それまでの 大経験すべり量に基づき「仮定サイクル」を設定することで，ランダムな繰り返し時に

も履歴が決定できるようにした。 

 

以下では修正したモデルについて詳述する。修正モデルの付着応力－すべり量関係を図 4-3に示す。 
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図 4-3 付着応力－すべり量関係修正モデル 

 

 

［スケルトンカーブ］ 

修正モデルのスケルトンカーブは，原点・点 X（付着降伏点(Sy, τy)）・点 A（足立らのモデル（図 4-1(a)）

の点 A と同じ(6.0Sy, 0.65τy)）・点 B’（足立らのモデル点 B を修正した点(80Sy, 1.0τy)）を直線で結んだも

のとする。足立らのモデルにおいて第 3 折れ線（A－B）の剛性を低下させることで，モデルが複雑に

なる繰り返し時の包絡線（図 4-1(b)）は使用せず，載荷を通して 1 つのスケルトンカーブで表現でき

るものとした。 

 

 

［繰り返し時の付着特性を定める係数］ 

係数 α，β ともに，式 4-1に示すように足立らのモデルと同じ値を用いた。ただし，β の計算に用い

るすべり量は足立らのモデルでは前サイクルの 大すべり量であるのに対し，修正モデルでは当該サ

イクルまでの全サイクルにおける 大経験すべり量とした。 

α = 0.45 

β = 0.75 + 0.04 |Smax| （|Smax|≦5(mm)のとき） 

β = 0.95  （|Smax|＞5(mm)のとき） 

式 4-1 

ここに，Smax： 大経験すべり量(mm)。 

 

 

［繰り返し時の履歴］ 

繰り返し時の履歴は以下の①～⑤で定義した。なお，剛性変化点に関して，足立らは図 4-1(d)に示

すように前サイクルの 大－ 小すべり量の 4 等分点で定義していたが，修正モデルではモデルの適

合性を上げるため 5 等分点（中央の 2 点間で応力一定）に変更した（図 4-4）。 
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図 4-4 繰り返し時の 5 等分点 

 

① 【載荷開始～】載荷開始から降伏応力を経験するまでは，原点を通り初期剛性 K0（= τy / Sy）の

直線上を移動する（図 4-3の O→X）。 

② 【反転 1 回目，第 1 サイクルの仮定】降伏応力を経験後，すなわちすべり量が Syを超えてから

反転するときは，反転時のすべり量 Sp1および付着応力 τp1に基づき，初回サイクルの点 C～J を

以下のように仮定する。（図 4-3の X→Y→C→D→E→F→G→H→I→J） 

・ 点 C (SC, - ατp1)：SC = Sp1 – (1 + α) τp1 / K0 

・ 点 D (SD, - αβτp1)：SD = (3Sp1 + 2Sn1) / 5。ただしここでは Sn1 = - Sy。 

・ 点 E (SE, - αβτp1)：SE = (2Sp1 + 3Sn1) / 5 

・ 点 F (- Sy, τF)：点 F は負側のスケルトンカーブ第 3 折れ線（A－B）の延長線，すなわち包

絡線上で，x 座標が-Syとなる点。 

・ 点 G (SG, -ατF)：SG = Sn1 – (1 + α) τF / K0 

・ 点 H (SH, -αβτF) 

・ 点 I (SD, -αβτF) 

・ 点 J (SJ, βτp1)：SJ = Sp1 – (1 – β) τp1 / K0 

ただし，C－D 間または D－E 間で履歴が負方向の初期弾性直線 O－X’と交わる場合は，交点

以降は負方向の初期弾性直線と包絡線上を移動する（図 4-5）。また，点 C のすべり量が点 D の

すべり量（SD = (3Sp1 + 2Sn1) / 5）を下回る場合には，直線 C－D の傾きを- K0として SDを再計算

する（SD = SC – α(1 – β) τp1 / K0）。 

 

 
図 4-5 反転が早期に生じた場合 
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③ 【反転 2回目以降（ 大すべり量が更新される場合）】反転時のすべり量が点 Fを超える場合は，

②における点 G～J について，Sn1を反転時のすべり量に代えて第 1 サイクルを再仮定する。以

後のサイクルでは，反転時の 大すべり量が更新されるごとにサイクルを仮定し直す。なおこ

のとき，正負いずれの側のサイクルでも応力再上昇後の履歴はスケルトンカーブを超えないも

のとする。（図 4-3の X→Y→C→D→E→F→Y’） 

④ 【反転 2 回目以降（ 大すべり量が更新されない場合）】反転時のすべり量が点 F（またはそれ

までの 大経験すべり量）を超えない場合には，仮定サイクルを更新しない。傾き K0の除荷直

線が仮定サイクルと交わった時点で，以降は仮定サイクル上を移動するものとする。（図 4-6の

X→Y’→C→D→E→F’→G’→H’） 

 

 
図 4-6 仮定サイクル内での繰り返し 

 

⑤ 以降の挙動は 大すべり量を超えなければ③，超えれば④を繰り返し， 大すべり量が更新さ

れるたびに仮定サイクルを更新することで，どのようなすべり履歴においても矛盾なく付着強

度を得ることができる。 

 

 

［足立らの実験結果との比較］ 

図 4-7に修正付着モデルと足立らの実験結果および提案モデルとの比較を示す。修正モデルは，足立

らのモデルと同程度かそれ以上の精度で実験結果を模擬することができた。 
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図 4-7 足立らの実験結果との比較 
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4.3 FEM 解析による片持ち梁実験結果の追跡 
 

 

ここでは，FEM 解析による片持ち梁実験結果の追跡について述べる。FEM モデルは圧着接合面の離

間を模擬するために，梁－スタブ間に圧縮側で剛，引張側では剛性 0 となる接触対を設けた。またよ

り線の付着すべり挙動を模擬するために，より線－コンクリート間にはボンドリンクを設置し，ボン

ドリンクの挙動には4.2節に示した付着応力－すべり量履歴モデルを反映させた。以下にモデルの概要

および解析結果と実験結果の比較を示す。 

 

 

4.3.1 モデル概要 

 

解析対象は 3 章で載荷実験について述べた片持ち梁試験体である。図 4-8に解析モデル形状を，表 

4-2および表 4-3に試験体諸元を示す。BOND および UNBOND は普通より線を用いた試験体（BOND

は付着あり，UNBOND は付着なし），H3L4 および H1L6 は，高強度鋼素線 3 本と低強度鋼素線 4 本，

または高強度鋼素線 1 本と低強度鋼素線 6 本の混合より線を用いた試験体（いずれも付着あり）であ

る。 

モデル化においては，圧着型 PCaPC 構造の特徴である圧着接合面の開閉，およびより線の付着すべ

りを考慮した。解析プログラムは ABAQUS v6.7 を用いた。以下ではモデルの各構成要素の詳細につい

て述べる。 

 

 
図 4-8 解析モデルの形状 

 

表 4-2 FEM 解析に用いた試験体諸元（その 1） 
鉄筋 D6 D10 D19 

降伏強度 (MPa) 370 377 346 
引張強度 (MPa) 519 511 539 
弾性係数 (GPa) 173 171 159 
コンクリート類 梁 スタブ グラウト 
圧縮強度 (MPa) 47.2 59.6 36.8 

割裂引張強度 (MPa) 3.3 3.6 1.9 
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表 4-3  FEM 解析に用いた試験体諸元（その 2） 
試験体 BOND UNBOND H3L4 H1L6 

梁幅 b (mm) 200 
梁せい D (mm) 300 

より線の本数 nall (本) 2 2 4 4 
より線の材軸からの偏心距離 e (mm) 50 105 50 95 
より線 1 本あたり初期導入力 Pi (kN) 97.9 182.7 73.0 62.3 

PC 鋼材初期導入力の軸力比換算値 Pi nall / f ’c bD 0.069 0.129 0.103 0.088 

より線 SWPR7B φ 15.2 GCS-H3L4 
φ 15.2 

GCS-H1L6 
φ 15.2 

高 2111 降伏強度* 
(MPa) 低

1774 
540 

高 2331 引張強度 
(MPa) 低

2718 
604 

高 194 

より線を構成する 
素線の材料特性 

弾性係数 
(GPa) 低

191 
190 

*降伏強度は 0.2%オフセット時の値 

 

(1-1) 梁のコンクリート 

4 節点平面応力要素を用い，1 要素の材軸方向の長さは 100 mm，せい方向の高さは 30 mm（梁せい

D = 300 mm を 10 等分）とした。要素厚さは梁幅（b = 200 mm）に設定した。材料モデルはコンクリー

ト損傷塑性モデル[4.9]，[4.10]を用いた。このモデルは等方性損傷弾性の概念を引張と圧縮の等方性塑性と

組み合わせて使用し，コンクリートの非弾性挙動を表現するもので，コンクリートが低い拘束圧力下

において繰り返し荷重を受ける問題に適している。圧縮側の応力－ひずみ関係には，図 4-9に示すよう

に実験時のシリンダー試験結果に Mander の拘束効果を適用して算出した応力－ひずみ関係を設定し

た（拘束時の圧縮強度 Fcf = 53 MPa）。引張側の応力は引張強度 3.3 MPa で一定とした。 
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図 4-9 コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

(1-2) 梁の主筋（完全付着を仮定） 

トラス要素を用い，節点は図 4-10のように梁コンクリートの要素境界上に設定して，a：b の割合が

変化しない拘束条件を設けた。断面積は主筋の公称断面積を設定した。材料モデルは図 4-11に示すよ

うにヤング係数および降伏強度に材料試験の値を用いたバイリニアとし，降伏後の剛性は，初期剛性

の 0.03 倍とした。 
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図 4-10 梁主筋の節点拘束 

 

 
図 4-11 鉄筋の応力－ひずみ関係 

 

(1-3) 梁のせん断補強筋（完全付着を仮定） 

(1-2)で示した梁主筋の節点，およびコンクリートの節点間をトラス要素で結んだ。断面積および材

料モデルは梁主筋と同様である。 

 

(2-1) スタブのコンクリート 

梁のコンクリートと同様に 4 節点平面応力要素を用い，1 要素の材軸方向の長さは 100 mm，せい方

向の高さは梁せい部分は 60 mm（梁せいを 5 等分），その他の部分は 100 mm とした。材料モデルはコ

ンクリート損傷塑性モデルを用い，応力－ひずみ関係も梁のコンクリートと同様に設定した（図 4-9）。 

 

(2-2) スタブの主筋・せん断補強筋（完全付着を仮定） 

梁の主筋・せん断補強筋と同様に設定した。 

 

(3-1) PC 鋼材（付着すべり挙動を考慮） 

1 要素の長さは埋設される各要素の長さ（= 100 mm）とした。鋼材端部のみ耐圧板外縁に拘束し，

他の節点は要素軸方向に変位可能とした。混合より線の場合はトラス要素を 2 つ重ねて配置し，各々

に低強度または高強度鋼素線に相当する断面積と材料特性を与えた。材料特性は鉄筋と同様のバイリ

ニア型とした。 

付着すべり挙動を模擬するため，図 4-12のようにコンクリート要素に拘束した節点 A（拘束の仕方

は梁の主筋と同様）と PC 鋼材の節点 B の間にボンドリンク（付着応力－すべり量履歴を有するトラ

ス要素）を設定した。節点 A と B は PC 鋼材の材軸方向に単位長さ（= 1 mm）だけずらして設定し，

《トラス要素の断面積》 = 《当該ボンドリンクが担う付着面積（= φ n），φ：より線の径，n：一段あ

たりの PC 鋼材本数》とした。これにより，節点 AB 間の距離の変化すなわち PC 鋼材のすべり量に伴

って「付着応力×付着面積」分の力が AB 間で発生することになる。4.2節で示した修正付着モデルの

付着応力－すべり量関係をトラス要素の応力－ひずみ関係として設定し，すべり量履歴に応じて修正

モデルの付着応力が PC 鋼材－コンクリート間に発生するようにした。 

 

 
図 4-12 ボンドリンク概要 
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付着降伏時のすべり量 Syおよび付着強度 τyは，是永ら[4.7]のモデルに従って以下の式で算出した。 

Sy = 2.88 × 10-3τy × φ 

式 4-2 

τy = 0.602α × (GσB)1/2 

式 4-3 

ここに，φ：鋼材径（足立ら[4.5]のモデルと同様に，より線の公称径とした）(mm)，α：より線の形状に

よる係数で，α = 1.0（7 本より線），α = 1.17（19 本より線），GσB：グラウト材強度(MPa)。 

アンボンド構造の場合は材料特性を完全弾性とし，ヤング係数を工学的に十分無視可能な小さな値

に設定した。 

 

なお，4.2節で示した修正付着モデルの適用範囲は，足立らのモデルに準じれば，7 本より 12.7 mm

の PC 鋼より線を用い，コンクリートおよびグラウト圧縮強度は 30～45 MPa の場合となる。本解析で

対象とする試験体では 7 本より 15.2 mm のより線を使用し，コンクリート強度は 47.2 MPa とわずかに

範囲外となるが，これらの材料特性が問題となるのは付着劣化の程度を表す係数 αおよび β（式 4-1）

の定数に関してであり，履歴特性に大きな影響はないと判断した。また，式 4-2および式 4-3に示した

是永らの提案式は， 

・ PC 鋼より線：7 本より 12.7 mm，7 本より 15.2 mm，19 本より 17.8 mm 

・グラウト圧縮強度：19.6 MPa，34.3 MPa，49.0 MPa（ただしいずれも設計強度） 

とした試験体の実験結果に基づいているため，対象とする試験体は適用範囲に含まれる。 

 

 

(4-1) 圧着接合面の開閉 

圧着接合面の開閉については，梁とスタブの界面間に接触対を設けることで模擬した。この接触対

は離間を許容し（すなわち接触対は引張側では抵抗しない），接触時には一方の界面による他方の界面

への有限領域の平均的な貫入を考慮できるものである（すなわち接触対自身は圧縮側で∞の剛性を持

つことになるが，接触する 2 要素間で応力のやり取りをさせるので計算不能となることはない）。接触

面では，図 4-8の y 軸方向における摩擦（摩擦係数 μ = 0.6）のみを考慮した。 

 

 

4.3.2 載荷履歴 

 

以下のステップを与えて解析を行った。 

ステップ 0：PC 鋼材に，初期導入力に対応する初期応力を与える。その際，ボンドリンクはモデルか

ら除外し作用させない。 

ステップ 1：ステップ 0 で除外していたボンドリンクを作用させ，載荷点に第 1 サイクル 大部材角に

相当する強制変位を与える。 

ステップ 2：載荷点の変位を 0 に戻す。 

ステップ 3：載荷点に第 1 サイクル 小部材角に相当する強制変位を与える。 

ステップ 4：載荷点の変位を 0 に戻す。 

ステップ 5：載荷点に第 2 サイクル 大部材角に相当する強制変位を与える。 

 

ステップ 1 の後半～ステップ 4 で載荷サイクル 1 回分に当たる。履歴は部材角 R を，R = ±0.5，±
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1.0，±2.0 %各 2 サイクルとし，ステップ 0 と合わせて計 25 ステップを順に与え，実験時 R = 2.0%ま

での載荷を模擬した。 

 

 

4.3.3 FEM モデルを用いた解析結果と実験結果の比較 

 

解析結果を図 4-13～図 4-16に示す。なお，試験体 H1L6 では製作時のグラウト施工不良により付着

強度が発揮されなかった可能性があるため，式 4-2および式 4-3で得られる Sy，τyをそれぞれ 1/2 倍し

た解析結果を行った。結果を併せて示す。 

付着が良好であった BOND では，荷重－変形角関係，PC 鋼材の張力履歴ともに，解析が実験結果を

精度良く模擬できた。付着のない UNBOND では，PC 鋼材の張力は非常に精度良く追うことができた

が，コンクリートの圧壊による挙動が支配的となる R＞1.0%の範囲では，荷重－変形角関係において

特に除荷時に実験結果との誤差が大きくなった。H3L4 については，荷重－変形角関係は比較的実験結

果と一致したが，PC 鋼材の張力履歴は特に低強度素線降伏後の張力低下が大きく，PC 鋼材の付着強

度は式 4-2および式 4-3による算出値よりも小さかった可能性がある。H1L6 では，付着強度を半減す

ると荷重－変形角関係，PC 鋼材の張力履歴ともに実験結果に近付いたが，特に PC 鋼材の張力履歴は

実験結果と大きく異なっており，グラウト不良により付着応力－すべり量関係が図 4-3に示すモデルと

は異なった形状を示すものとなっていた可能性が考えられる。 
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図 4-13 FEM 解析結果と実験結果の比較（BOND） 
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図 4-14 FEM 解析結果と実験結果の比較（UNBOND） 
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(a) 荷重－変形角関係                    (b) PC 鋼材張力－変形角関係 

図 4-15 FEM 解析結果と実験結果の比較（H3L4） 
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(a-1) 荷重－変形角関係                    (a-2) PC 鋼材張力－変形角関係 

（τy = 4.1 MPa，Sy = 0.18 mm）              （τy = 4.1 MPa，Sy = 0.18 mm） 
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(b-1) 荷重－変形角関係                    (b-2) PC 鋼材張力－変形角関係 

（τy = 2.05 MPa，Sy = 0.09 mm）              （τy = 2.05 MPa，Sy = 0.09 mm） 
図 4-16 FEM 解析結果と実験結果の比較（H1L6） 
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4.4 鋼材の付着すべりと抜け出しを考慮した部材端回転バネモデルの構築 
 

圧着型 PCaPC 架構を用いた建物の地震応答解析を視野に入れ，目地部の開閉に伴う部材の回転と PC

鋼材の抜け出しを考慮した M－θ モデルを提案する。本モデルは，FEM 解析結果に基づき，骨組み解

析の材端回転バネとして用いることができる程度の簡便性を備え，かつ PC 鋼材の挙動を精度良く模擬

することを目差して構築した。 

圧着型 PCaPC 部材の変形は，圧着接合面の離間に伴う部材回転と部材の曲げ変形から成り，このと

き部材には曲げひび割れ等の損傷がほとんど生じないことから，部材の曲げ変形 = 弾性曲げ変形と捉

えることができる。つまり，圧着接合面の離間に伴う回転挙動さえ模擬できれば，骨組み解析におい

て弾性の線材と部材端回転バネモデルを単純に（ヒンジ長さ等を考慮せずに）組み合わせるだけで，

PCaPC 部材または架構の挙動を精度良く予測可能であるといえる。M－θモデルは一般的な断面解析を

ベースに，圧着面の離間に伴う鋼材の抜け出しと張力変動を考慮したものであり，鋼材の抜け出し挙

動には付着特性を反映させる。 

提案 M－θモデルと同形状のモデルとしては，2 章で述べたように，中塚・菅田ら[4.1]，[4.2]，[4.3]のモデ

ルや圧着関節工法の計算モデル[4.4]が提案されているが，それらには以下の問題点がある。 

• 中塚・菅田らの提案モデルは，付着すべりに伴う PC 鋼材のひずみ分布形状が加力時・除荷時で同

一であり，実現象と異なっている（除荷時のひずみ分布が模擬できていない）。また，圧縮縁にお

けるコンクリートのひずみと縮み量を関係付けるために用いられる，コンクリートの圧縮ひずみ

分布領域の設定が実験または FEM 解析結果に依存している。 

• 圧着関節工法の計算モデルでは，PC 鋼材のひずみ分布が加力時・除荷時とも実現象を模擬できて

いるが，中塚・菅田らのモデルと同様にコンクリートの縮み量算定手法が実験結果に依存してい

る。また，繰り返し載荷時の履歴は基準履歴に基づいて計算されるため，PC 鋼材の張力変化を逐

次求めることができない。 

 

本研究で提案する部材端回転バネモデルは，これらの問題を以下のように解決した。 

• 圧着接合面の離間に伴う PC 鋼材の抜け出し量とひずみを直接関係付けることで，付着特性を模擬

する。抜け出し量－ひずみ関係の経路を加力時と除荷時で異なるものとすることで，ひずみ分布

の違いを考慮した場合と同様の結果を得ることができ，更に付着降伏や PC 鋼材の降伏といった付

着特性の変化も考慮することができる。 

• コンクリートの合力作用位置および圧着接合面における中立軸深さと圧着接合面の離間幅（目開

き幅）を関係付けることにより，圧縮縁におけるコンクリートの縮み量を考慮せずに圧着接合面

でのモーメントを得る。 

• 繰り返し載荷時の履歴は逐次計算し，部材の挙動とともに PC 鋼材の張力変化も追跡可能とする。 

 

以下では，提案する部材端回転バネモデルの詳細を述べる。次いで混合より線を用いた PCaPC 片持

ち梁の実験結果と提案する部材端回転バネモデルによる計算結果を比較し，提案モデルが FEM 解析と

同程度の精度を有することを示す。 

 

 

4.4.1 部材端回転バネモデル概要 

 

本モデルは，PC 鋼材のみを通し配筋とする圧着型 PCaPC 部材において，圧着目地部におけるモー
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メント M－圧着部の目開きに伴う回転角 θ関係を算定するものである。PC 鋼材の抜け出しに関しては，

図 4-17に示すように目地部を中央とする Lp の範囲で付着すべりおよび付着応力が発生していると仮

定し，目開きに伴うひずみ増分を算出する。ただし応力分布形状は図 4-17のとおりとは限らず，付着

の条件（付着降伏・PC 鋼材の降伏・載荷方向など）によって変化する。図 4-18に M－θモデル履歴の

概要を，表 4-4に特性点を示す。 

 

 
図 4-17 部材変形の概念 

 

   
(a) 初回サイクル                           (b) 2 回目以降のサイクル 

図 4-18 M－θモデル履歴概要 

 

表 4-4 M－θモデルの特性点 
A Mcr 圧着部ひび割れ発生時 
B Mce+ コンクリートの圧縮縁ひずみが 大強度時ひずみ εmに達する点 
C Mbt1 引張側 PC 鋼材の付着応力が付着降伏強度に達する点 
C’ Mbc1 圧縮側 PC 鋼材の付着応力が付着降伏強度に達する点 
D Myt+ 引張側 PC 鋼材が降伏する点 
D’ Myt+ 圧縮側 PC 鋼材が降伏する点 

加力時 

E Mp+ 当該サイクルの 大変形点 

F Mbt– 
引張側 PC 鋼材の付着応力が加力時と逆方向のすべりにより負の付着降伏強度に達

する点 

F’ Mbc– 
圧縮側 PC 鋼材の付着応力が加力時と逆方向のすべりにより負の付着降伏強度に達

する点 
除荷時 

G Mc0 
コンクリートの圧縮縁ひずみが Mp+時に εmを超えており，圧縮縁応力 σccが除荷時に

0 になる点 
再加力時 H Mbt+ 引張側 PC 鋼材の付着応力が繰り返しにより劣化した付着降伏強度に達する点 
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以下に各点における断面の状況と算出法を述べる。 

 

○ 初回サイクル（付着降伏を始めて経験するサイクル） 

・ 加力時 

Mcr以外の発生順序は部材の諸条件により前後する。また図 4-18には示していないが，Mbc1，Myc+が

存在する場合もある。 

① Mcr：圧着部ひび割れ発生時で，中立軸深さ xn = D。コンクリートの応力分布は三角形とする。 

Mcr = pcicptitpcipti TeTeTTD
−++ )(

6
 

式 4-4 

ここに，Tptiおよび Tpci：引張および圧縮側 PC 鋼材の初期張力。 

 

② Mce+：コンクリートの圧縮縁ひずみが 大強度時ひずみ εmに達する点で，xn = xn,m（後述）。 

Mce+ = pccpttpcpt
mn TeTeTT

x
D −++⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
− )(

3
,  

Tpt = min (apt Ep Δεpt + Tpti, apt fpy) 

Tpc = min (apc Ep Δεpc + Tpci, apc fpy) 

式 4-5 

ここに，Tptおよび Tpc：引張および圧縮側 PC 鋼材の張力，etおよび ec：引張および圧縮側 PC 鋼材の

材軸からの偏心距離，Ep：PC 鋼材のヤング係数，Δεpt および Δεpc：加力時における，引張および圧縮

側 PC 鋼材の目開きに伴うひずみ増分で，ΔLptおよび ΔLpcの関数（後述），fpy：PC 鋼材の降伏強度。 

 

③ Mbt1：引張側 PC 鋼材の付着応力が付着降伏強度に達する点で，引張側 PC 鋼材のひずみ増分 Δεpt = 

Δετy1（後述）。xnは目開き幅 δjから求まる（後述）。 

Mbt1 = pccpttpcpt
n TeTeTTxD −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpt = min (apt Ep Δετy1 + Tpti, apt fpy) 

Tpc = min (apc Ep Δεpc + Tpci, apc fpy) 

式 4-6 

 

④ Mbc1：圧縮側 PC 鋼材の付着応力が付着降伏強度に達する点で，圧縮側 PC 鋼材のひずみ増分 Δεpc = 

Δετy1（後述）。xnは目開き幅 δjから求まる（後述）。 

Mbc1 = pccpttpcpt
n TeTeTT

x
D −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tptおよび 
Tpcは式 4-5と同じ。 

 

⑤ Myt+：引張側 PC 鋼材が降伏する点。その際，圧縮側 PC 鋼材は未降伏。xnは目開き幅 δjから求まる

（後述）。 

Myt+ = pccpttpcpypt
n TeTeTfaxD −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpc = apc Ep Δεpc 

式 4-7 
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⑥ Myt+：圧縮側 PC 鋼材が降伏する点。その際，引張側 PC 鋼材は既に降伏。xnは目開き幅 δjから求ま

る（後述）。 

Myc+ = pypccpttpypcpt
n faeaefaa

x
D )()(

3
−++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ −  

式 4-8 

⑦ Mp+：当該サイクルの 大変形点。 

M p+ = pccpttpcpt
n TeTeTTxD −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tptおよび Tpcは式 4-5と同じ。 
式 4-9 

 

・ 除荷時 

⑧ Mbt–：引張側 PC 鋼材の付着応力が加力時と逆方向のすべりにより負の付着降伏強度に達する点で，

引張側 PC 鋼材のひずみ増分 Δεpt = Δεpt,p – Δετy2（後述）。xnは目開き幅 δjから求まる（後述）。 

Mbt– = pccpttpcpt
n TeTeTTxD −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpt = apt Ep (εpt,p – Δετy2)  （Mp+時に未降伏だった場合） 

= apt fpy – apt Ep Δετy2  （Mp+時に降伏していた場合） 

Tpc = apc Ep Δεpc   （Mp+時に未降伏だった場合） 

= apc fpy – apc Ep (εpc,p – Δεpc) （Mp+時に降伏していた場合） 

式 4-10 

ここに，εpt,pおよび εpc,p：Mp+時の引張側および圧縮側 PC 鋼材ひずみ。 

 

⑨ Mbc–：圧縮側 PC鋼材の付着応力が加力時と逆方向のすべりにより負の付着降伏強度に達する点で，

圧縮側 PC 鋼材のひずみ増分 Δεpc = Δεpc,p – Δετy2（後述）。xnは目開き幅 δjから求まる（後述）。 

Mbc– = pccpttpcpt
n TeTeTTxD −++⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpt = apt fpy – apt Ep (εpt,p – Δεpt) 

Tpc = apc Ep (εpt,p – Δετy2)  （Mp+時に未降伏だった場合） 

= apc fpy – apc Ep Δετy2  （Mp+時に降伏していた場合） 

式 4-11 

 

⑩ Mc0：コンクリートの圧縮縁ひずみが Mp+時に εmを超えており，圧縮縁応力 σccが除荷時に 0 になる

点。xnは目開き幅 δjから求まる（後述）。 

Mc0 = pccpttpcpt
n TeTeTTxD −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpt = apt Ep Δεpt   （Mp+時に未降伏だった場合） 

= apt fpy – apt Ep (εpt,p – Δεpt)  （Mp+時に降伏していた場合） 

Tpc = apc Ep Δεpc   （Mp+時に未降伏だった場合） 

= apc fpy – apc Ep (εpc,p – Δεpc) （Mp+時に降伏していた場合） 

式 4-12 
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○ 2 回目以降のサイクル（付着降伏を 1 回以上経験した後のサイクル） 

繰り返しにより付着強度が低下しているため，Mbt1に代えて Mbt+を用いる。 

 

・ 加力時 

⑪ Mbt+：引張側 PC 鋼材の付着応力が繰り返しにより劣化した付着降伏強度に達する点で，引張側 PC

鋼材のひずみ増分 Δεpt = Δετy2（後述）。このとき， 

Mbt+ = pccpttpcpt
n TeTeTT

x
D −++⎟

⎠

⎞
⎜
⎝

⎛ − )(
3

 

Tpt = min (apt Ep Δετy2 + Tpti, apt fpy) 

Tpc = min (apc Ep Δεpc + Tpci, apc fpy) 

式 4-13 

・ 除荷時 

初回サイクルと同じ。 

 

 

4.4.2 M－θモデル特性点におけるモーメントの計算方法 

 

以下では各特性点におけるモーメントを算出するに当たって，計算結果に大きな影響を及ぼす要因

となる中立軸深さ，PC 鋼材の挙動，コンクリートの応力分布について，計算を簡略化するために用い

た仮定，および計算方法を述べる。 

 

 

○中立軸深さについて 

中立軸深さ xnは PC 鋼材の伸び出し量，およびモーメントの算定に大きな影響を及ぼすが，xnと目開

き幅 δr（もしくは目地の回転角 θ）の両方を変数とすると，二重の収束計算が必要となりモデルが複雑

になってしまう。そこで本モデルでは，θ－xn関係を一意に定義することで計算の簡略化を図った。以

下ではその手順について述べる。 

(1) まず，より線の完全付着を仮定して断面解析を行う。この解析はコンクリートの圧縮合力 Ccと

中立軸深さ xnの関係を得ることを目的としており，Cc－xn関係を(2)で述べる 4 折れ線に置換する

必要から，①ひび割れ発生時（引張縁のひずみが 0 になる時），②引張側 PC 鋼材降伏時，③コン

クリートの圧縮縁ひずみ εccが 大強度時ひずみ εmに達するとき，④εccが終局時ひずみ εcuに達す

るとき，の 4 点，およびコンクリートの圧縮縁ひずみ εccに関して①－②間を 4 等分する点のうち

小さい方の 2 点，の計 6 点について実施する。ただし εm＜εcpyとなる場合には，εcpyではなく εmを

用いて 4 等分点を決定する。すなわち，ひび割れ発生時の圧縮縁ひずみを εccr，PC 鋼材降伏時の

圧縮縁ひずみを εcpyとすると，この 2 点の εccは 4
) ,min(3 mcpyccr

cc

εεε
ε

+
= ，

2
 ,min( )mcpyccr

cc

εεε
ε

+
= ，

となる。その際，コンクリートのひずみは平面保持の仮定に従うものとし，引張応力は変形前（PC

力導入時）およびひび割れ発生時のみ考慮し，それ以降は 0 とする。応力分布は，圧縮縁ひずみ εcc

が圧縮強度時ひずみ εmに達するまでは三角形分布とし，εccが εmを超える場合は εcc≧εmの範囲で

圧縮強度を f’cで一定とする台形の応力分布を用いる。 

(2) (1)の断面解析から得られた圧縮合力 Cc－中立軸深さ xn関係を 4 折れ線に置換する。表 4-5に示

す 6 点の計算結果を用いて，各折れ点の座標を以下のように定める。Cc－xn関係の例を図 4-19に
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示す。 

 

表 4-5 断面解析から得られた Cc－xn関係 

断面の状態 
コンクリートの 
圧縮合力 Cc 

中立軸深さ 
xn 

ひび割れ時 Cc,cr xn,cr 

4
) ,min(3 mcpyccr

cc

εεε
ε

+
= 時 Cc,d1 xn,d1 

2
 ,min( )mcpyccr

cc

εεε
ε

+
= 時 Cc,d2 xn,d2 

引張側 PC 鋼材降伏時 Cc,py xn,py 
εcc = εm時 Cc,m xn,m 
εcc = εcu時 Cc,cu xn,cu 

 

・ 第 1 折れ点：（Cc,cr, xn,cr） 

・ 第 2 折れ点：（Cc,d1, xn,d1） 

・ 第 3 折れ点：（Cc,d2, (3xn,d2 + xn,m)/4） 

・ 第 4 折れ点：（Cc,cu, xn,cu） 
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m
)
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置換した折れ線

xn
 (m

m
)

Cc (kN)  
図 4-19 Cc－xn関係の例 

 

(1) (2)で定めた Cc－xn 関係を用いて，部材端回転バネモデルにおいて荷重増分解析を行う。ただ

しこの時，圧着面の回転中心は圧縮縁とする（すなわち xn = 0）。(1)で断面解析を行った 6 点に

加えて，より線の付着すべり発生時・より線の降伏時（いずれも上端・下端の 2 点）がプッシ

ュオーバー時の荷重－変形角関係の折れ点となる。 

(2) (3)の荷重増分解析から，目開き幅（引張縁の開き幅）δj’－中立軸深さ xn 関係を(2)と同様の 4

折れ線として求める。更に，圧着面の回転中心が中立軸位置であると考え，式 4-14より真の

目開き幅 δj－中立軸深さ xn関係を求める。δj－xn関係および δj’－xn関係の例を図 4-20に示す。

中立軸深さを目開き幅の関数として表すことで，モデルの変形に対して中立軸深さが一意に求

まり，既往のモデルで問題となっていたコンクリートのひずみと縮み量の関係付けが不要とな

る。 

δj = δj’ ×(D – xn) / D 

式 4-14 
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図 4-20 δj－xn関係の例 

 

 

○ PC 鋼材の挙動について 

PC 鋼材の挙動は以下の定義に従う。 

(1) PC 鋼材は，初期ひずみ εpiに目開きに伴う伸びひずみ Δεptを加えたひずみ εpから，完全弾塑性

型の応力－ひずみ関係（降伏ひずみ εpyに達するまでは線形弾性，以降は降伏強度 fpyで強度一

定）に基づき応力を算出する。中立軸深さが圧縮側 PC 鋼材位置よりも小さくなる場合には，

圧縮側 PC 鋼材も伸びを生じる。 

(2) Δεpt は目地部の回転に伴うより線の伸び出し量 ΔLp の変化に基づき，付着すべりを考慮した履

歴モデルを用いて決定する。詳細は4.4.3節で述べる。なお，現時点ではより線の付着すべり履

歴のみを対象としているが，Δεpt－ΔLp関係を修正することで丸鋼や異形鋼棒にも拡張が可能と

考えられる。 

 

 

○ コンクリートの応力分布について 

コンクリートは図 4-21に示すように応力－ひずみ関係を完全弾塑性型とし，除荷時の剛性は初期剛

性 Ecと同じとする（履歴①：O→A→B→C→O）。繰り返し載荷時には，前サイクルにおける残留ひず

みを超えるまでは応力を発生せず，残留ひずみを超えると剛性 Ecで f’cに達するとする（履歴②：O→

C→B→D）。以上の材料則に基づくと，加力時の応力分布は図 4-22(a)に示す三角形から図 4-22(b)の台

形へと変化し，この状態からの除荷時には，図 4-22(c)に示す五角形を経て図 4-22(d)および(e)の三角

形となる。再載荷時には，圧縮縁ひずみが前サイクルの除荷時残留ひずみに達するまでは図 4-22(e)の

ひずみ・応力分布となり，その後図 4-22(d)を経て図 4-22 (c)のように応力分布が変化する。このとき，

コンクリートの圧縮合力およびその作用位置は，式 4-15～式 4-22より計算できる。 
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図 4-21 コンクリートの応力－ひずみ関係（完全弾塑性） 

 

    
(a) 加力時：εcc ≦ εm          (b) 加力時：εcc ＞ εm 

       
(c) 除荷時：σ1 ＞ 0           (d) 除荷時：σ1 = 0               (e) 除荷時：(d)以降 

図 4-22 コンクリートのひずみ・応力分布の推移 

 

(1) 加力時：中立軸深さ xnが定まれば，コンクリートの圧縮合力 Ccは PC 鋼材張力との釣り合いか

ら求めることができ，これを満たす応力分布の形状，および圧縮縁ひずみも一意に決定される。

応力分布の形状から，圧縮合力作用位置が決まり，モーメントを計算することができる。具体

的には，以下の式による。 

εcc ≦ εmのとき 

)
2
1/( bxEC ncccc =ε  

式 4-15 

dcc = D / 2 – xn / 3 

式 4-16 

ここに，εm：コンクリートの 大応力時ひずみで，f’c / Ec，f’c：コンクリートの圧縮強度，Ec：コン

クリートの初期剛性，b：部材幅，dcc：材軸からコンクリート圧縮合力作用位置までの距離，D：部

材せい。 
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εcc ＞ εmのとき 

)'/1(2 bxfC ncc

m
cc −

=
ε

ε  

式 4-17 

dcc = D / 2 – xn + cc
cc

mcc
nc

cc

m
n CCxCx /

23
2

21 ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ +
+

ε
εε

ε
ε

 

式 4-18 

ここに，Cc1：図 4-22(b)の Cc1で， bxf nc
cc

m '
2
1

ε
ε

，Cc2：図 4-22(b)の Cc2で，Cc – Cc1。 

 
(2) 除荷時：線形のひずみ分布が維持されると仮定すると， 大変形時からのひずみの減少量に伴

う各位置での応力，およびその分布形状を求めることができる。ただし引張側の応力は 0 とす

るため，圧縮縁応力が 0 になった場合（圧縮縁での 大変形時からのひずみの減少量が εmを上

回った場合）には，応力分布の形状は四角形から三角形に変化するため，圧縮合力作用位置の

算定式も異なるものとなる。具体的には，以下の式による。 

σ1 ＞ 0 のとき 

)(2
,1 mpeakcn

nc

c
cc x

bxE
C

εεε −+=  

式 4-19 

dcc = D / 2 – xn + ccnncnn CCxxCxx /)
)(3

2()(
3
2

41
21

21
31 ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+

+
−+−

σσ
σσ  

式 4-20 
ここに，εc,peak：当該サイクル 大変形時の εcc，xn1：当該サイクル 大変形時にひずみが εmを超える

区間の長さで， ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
−

peakc

m
peaknx

,
, 1

ε
ε

，xn,peak：当該サイクル 大変形時の xn，σ1：圧縮縁応力で，f’c – (εc,peak 

– εcc) Ec，σ2：xn1位置での応力で， c
n

n
cc E

x
x

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
− 11ε ，Cc3：図 4-22(c)の Cc3で， bxx nn )(

2
1

12 −σ ，Cc4：

図 4-22(c)の Cc4で，Cc – Cc3。 
 
σ1 = 0 のとき 

⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+−

−
−=

n

n

c

c
mpeakc

n

nn
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c

c
cc x

x
bE

C
x
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bE

C 1
,

2
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,
2)()(/)(2

εεεεε  

式 4-21 

dcc = D / 2 – xn + ccnnncnn CCxxxCxx /)
3
1()(

3
2

62151 ⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +−+−  

式 4-22 

ここに，xn2：図 4-22(e)の xn2で，
))('( ,2

2
1

cmpeakcc
n Ef

x
εεσ

σ
−−−

Cc5：図 4-22(e)の Cc5で， bxx nn )(
2
1

12 −σ ，

Cc6：図 4-22(e)の Cc6で，Cc – Cc3。 
 

 

○鉄筋（組立筋）について 

PC 鋼材のみを通し配筋とする本モデルでは，組立筋の影響は小さいため無視する。 
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4.4.3 圧着面の目開きに伴う PC 鋼材の伸び出し量 ΔLp－ひずみ増分 Δεp関係 

 

圧着型 PCaPC 片持ち梁を対象とした FEM モデルによる解析結果から，圧着面の目開きに伴う PC 鋼

材の伸び出し量 ΔLpとひずみ増分 Δεpの関係を図 4-23に示す A～E の 5 区間に分類し，それぞれを直

線にモデル化した。これにより，PC 鋼材の挙動に付着すべりの影響を反映させることができる。なお，

付着劣化区間長さ Lp（付着の条件により変化する）を用いると，Δεp = ΔLp / Lpである。 

 

 
図 4-23 ΔLp－Δεp関係の場合分け範囲定義 

 

○ 加力時 

(1) 履歴の範囲を，A： 初の付着降伏が発生するまで（図 4-23の範囲 A，Δεp ≦Δετy1），B：PC

鋼材降伏（混合より線の場合は全素線の降伏）前（図 4-23の範囲 B，範囲 A 以降で Δετy1 ＜ Δεp 

≦ εpy – εpi），C：PC 鋼材降伏後（図 4-23の範囲 C，εpy – εpi ＜Δεp），の 3 つに分ける。ここで，

Δετy1：1 次付着降伏時ひずみ増分，εpy：PC 鋼材降伏ひずみ，εpi：PC 鋼材初期ひずみ。 

(2) 範囲 A では ΔLp－Δεp関係を直線とし，この傾きを K1とする。このとき 

Δεp = K1ΔLp 

式 4-23 

(3) 範囲 B では ΔLp－Δεp関係を直線とし，この傾きを K1とする。このとき 
Δεp = K2ΔLp + C1 

式 4-24 

ここで C1は，範囲 A と B の境界における Δεpと ΔLpの値から定まる定数であり， 
C1 = Δετy1 (1 – K2 / K1) 

式 4-25 

(4) 範囲 C では ΔLp－Δεp関係を直線とし，この傾きを K3とする。このとき 

Δεp = K3ΔLp + C2 

式 4-26 

ここで C2は，範囲 B と C の境界点における Δεpと ΔLpの値から定まる定数であり， 

C2 = 1
2

3

2

3 )1)(( C
K
K

K
K

pipy +−− εε  

式 4-27 

 

○ 除荷時 

(5) 履歴の範囲を，D：戻り側の付着降伏が発生するまで（図 4-23の範囲 D，Δεp ≧Δεppeak – Δετy2），

E：それ以降（図 4-23の範囲 E，Δεp ＜ Δεppeak – Δετy2），の 2 つに分ける。ここで，Δεppeak：
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ピーク時の Δεp，Δετy2：2 次付着降伏時ひずみ増分 

(6) 範囲 D では ΔLp－Δεp関係を直線とし，傾きを K1に等しいとする。このとき 

Δεp = K1ΔLp + C3 

式 4-28 

ここで C3は，ピーク時の Δεpと ΔLpの値から定まる定数であり，それぞれを εp,peak，ΔLp,peakと

すると， 

C3 = εp,peak – K1ΔLp,peak 

式 4-29 

(7) 範囲 E では ΔLp－Δεp関係を直線とし，傾きを K2に等しいとする。このとき 

Δεp = K2ΔLp + C4 

式 4-30 

ここで C4は，範囲 D と E の境界点における Δεpと ΔLpの値から定まる定数であり， 

C4 = 332
1

12 )( CC
K

KK
y ++Δ

−
τε  

式 4-31 

 

◎ 2 回以上の繰り返しがある場合 

2 回目の載荷サイクル時も，上記の ΔLp－Δεp関係に従うが，以下の変更を加える。 

・ 付着降伏が発生する点を，初回のサイクルと 2 回目以降のサイクルで変化させる。 

・ それまでの 大経験ひずみ増分を Δεp,max とし，付着降伏後ひずみ増分が Δεp,max に達するまで

は Δεp－ΔLp 関係を傾き K2 の直線とする。ひずみ増分が Δεp,max を超えた場合は，加力時の(3)

以降に従う。 

 

各範囲での傾き K1～K3 および Δετy1，Δετy2 は，FEM モデルを用いたパラメトリックスタディより以

下のように定義した。パラメトリックスタディに用いた変数を表 4-6に示す。（K4は載荷サイクル中の

結果を用いて得られる値であるため式を要さない。）式 4-32～式 4-36の推定過程については次項で述

べる。 

表 4-6 解析パラメータ 
パラメータ 単位 記号 水準 
付着降伏強度 MPa τy 2, 3, 4, 5 
PC 鋼材断面積 mm2 ap 50, 100, 150, 200, 250 

PC 鋼材降伏強度 MPa fpy 1000, 1500, 2000 
初期導入力大きさ  pe = ηPe/Tpy 0.65, 0.80 

η：プレストレス有効率，Pe：プレストレス初期導入力 

 

K1 = (23.7φ / ap – 0.051τy + 1.152)×10-3 

式 4-32 

K2 = (4.35 φ τy / ap – 0.00129 fpy + 1.51)×10-3 

式 4-33 

K3 = (8.55 φ / ap + 0.653 τy + 0.00465 fpy×(1 – pe) + 6.50)×10-3 

式 4-34 

Δετy1 = (1.07 φ τy / ap + 0.23τy + 0.04)×10-3 

式 4-35 
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Δετy2 = 0.65×(1 + 0.49×0.65)×Δετy1 

式 4-36 

ここに，φ ：PC 鋼材径(mm)，ap：PC 鋼材断面積（1 本あたり）(mm)，τy：付着降伏強度(MPa)，fpy：

PC 鋼材降伏強度(MPa)，pe：初期導入力の大きさで，pe = ηPe/Tpy（η：プレストレス有効率，Pe：プレ

ストレス初期導入力）。 

 

 

① パラメトリックスタディに基づく ΔLp－Δεp関係式の推定 

 

表 4-6に基づいて行ったパラメトリックスタディの解析結果を以下にまとめる。図 4-24を除く以下

の各グラフにおいて，黒塗りのマーカーは pe = 0.65 を，中抜きのマーカーは pe = 0.80 の結果を示す。 

また，以下の議論に用いる付着応力分布の推移を図 4-24に示す。材軸方向位置 0 mm の位置が，梁

とスタブの界面（圧着接合面）に当たる。 
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図 4-24 付着応力分布の推移 

 

(1) 傾き K1について 

傾き K1を用いる図 4-23の範囲 A では，図 4-24の赤線およびオレンジ線に示すように，付着応力分

布は目地上の点を頂点とした概ね左右対称な三角形となる。そこで図 4-25(a)のような付着応力分布を

仮定する（すなわち付着すべり量 S が目地からの距離に比例すると仮定する）と，図中三角形の面積

に PC 鋼材の周長を乗じたものが PC 鋼材の張力増分に等しいことから，式 4-37が成立する。範囲 A

では付着の τ－S 関係は弾性であり（図 4-25(b)の O－X の範囲），また目地部において S = ΔLpであるこ

とから，付着劣化区間長さ Lp：一定と仮定すれば，式 4-38より K1はφ / apの関数として表せる。 

 

    
(a) 付着応力分布                  (b) τ－S 関係 

図 4-25 範囲 A における付着応力分布と τ－S 関係 
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naEnL pppp εφτ Δ=
2
1  

式 4-37 

CL
a p

p
p ×Δ=Δ

φε  （C は定数） 

式 4-38 

ここに，φ ：PC 鋼材径，n：1 段あたりの PC 鋼材本数，ap： PC 鋼材の断面積（1 本あたり）。 
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図 4-26 パラメトリックスタディによる K1－φ / ap関係 

 

パラメトリックスタディによる K1－φ / ap関係を図 4-26に示す。K1－φ / ap関係は直線となり，fpy，

pe，n の影響は見られないが，τy に関しては τy が小さいほど K1 が大きくなる傾向が見られるため，K1

をφ / apおよび τyの関数として回帰分析を行い，式 4-39を求めた。 

K1 = (23.7 φ / ap – 0.051τy + 1.152)×10-3 

式 4-39 

 

(2) 傾き K2について 

傾き K2を用いる図 4-23の範囲 B（および傾き K3を用いる範囲 C）では，図 4-24の緑線（および水

色線）に示すように，目地部の付着応力は付着降伏応力 τyよりも小さくなる（図 4-27(b)の X－A の範

囲）。その際の付着応力分布は，K1 の場合と同様に S が目地からの距離に比例すると仮定すると，図 

4-27(a)のようになり，式 4-40が成立する。ここで簡単のために τ = τyとし，かつ Lpが ΔLpの一次関数

であると仮定すると，Δεpは式 4-41で表せる（C1～C4は定数）。 

 

    
(a) 付着応力分布                  (b) τ－S 関係 

図 4-27 範囲 B における付着応力分布と τ－S 関係 
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式 4-40 
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Δ
++Δ=Δ 4321

τ
τ

φτ
ε  （C は定数） 

式 4-41 
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図 4-28 パラメトリックスタディによる K2－φ τy / ap関係 

 

C2 = C3 = C4 = 0 ならば，Δεpは φ τy / ap×ΔLpに比例し，K2はφ τy / apに比例することから，パラメトリ

ックスタディによる K2－φ τy / ap関係を図示した（図 4-28）。なお図 4-29に例を示すように，ΔLp－Δεp

関係の範囲 B において，τyが同じであれば（図 4-29の例では τy = 3 MPa）apおよび peが異なっても ΔLp

－Δεp関係はほぼ同じ経路を辿ることがわかった。そこで図 4-28には，τy，fpyを一定とした場合にもっ

とも範囲 B の部分が長くなるもの（図 4-29の例では ap = 250，pe = 0.65）のみをプロットした。図 4-28

より，K2－φ τy / ap関係は fpyが同じならばほぼ直線的な関係を示すことがわかる。そこで K2はφ τy / ap / 

Δεpyと fpyの関数であると考え，回帰分析により式 4-42を求めた。 
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図 4-29 ΔLp－Δεp関係パラメトリックスタディ結果の例（fpy = 1000 MPa の場合） 

 

K2 = (4.35 φ τy / ap – 0.00129 fpy + 1.51)×10-3 

式 4-42 
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(3) 傾き K3について 

傾き K3を用いる図 4-23の範囲 C では，付着応力分布は範囲 B と同様に図 4-27(a)のようになり，式 

4-40が成立する。Lpが一定であると仮定すれば，τは S すなわち ΔLpの一次関数であることから，式 4-43

が成立する。図 4-30に K3－φ / ap関係を示す。τy，fpy，peが同じならば K3－φ / ap関係はほぼ直線とな

ることから，K3をφ / ap，τy，および fpy×(1 – pe)（すなわち PC 鋼材の降伏時張力と初期導入力の差）の

関数と考え，回帰分析より式 4-44を求めた。 

CCLC
a yp

p
p ×+Δ=Δ )( 21 τφε  （C は定数） 

式 4-43 
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図 4-30 パラメトリックスタディによる K3－φ / ap関係 

 

K3 = (8.55 φ / ap + 0.653 τy + 0.00465 fpy×(1 – pe) + 6.50)×10-3 

式 4-44 

 

(4) 加力時の付着降伏時ひずみ増分 Δετy1について 

Δετy1は範囲 A において τ = τyとなる場合であり，図 4-25(a)の付着応力分布に基づいて K1と同様に式 

4-37が成立するため，式 4-45よりφ τy / apの関数で表すことができる。図に Δετy1－φ τy / ap 関係を示す。 
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a py

p
y ×Δ=Δ τφετ 1  （C は定数） 

式 4-45 
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図 4-31 パラメトリックスタディによる Δεpy1－φ τy / ap関係 
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Δετy1をφ τy / apおよび τyの関数として回帰分析を行い，式 4-46を求めた。 

Δετy1 = (1.07 φ τy / ap + 0.23τy + 0.04)×10-3 

式 4-46 

 

(5) 除荷時の付着降伏時ひずみ増分 Δετy2について 

除荷方向での付着降伏は，PC 鋼材のひずみが載荷反転点から Δετy2減少した場合に生じるとし，この

点が範囲④と⑤の境界となる。除荷時の付着降伏時ひずみ増分に関しては，図 4-32に示す付着応力－

すべり履歴より以下の式とした。 

Δετy2 = 0.65{0.65(1 + 0.49)}×Δετy1 

式 4-47 

 

 
図 4-32 付着応力－すべり量関係提案モデル 

 

(6) 更に繰り返しを行う際の付着降伏時ひずみ増分 Δετynについて 

2 回以上載荷反転がある場合は，付着降伏時ひずみ増分 Δετynは Δετy2で一定とする。 

 

 

② 混合より線を用いる場合の ΔLp－Δεp関係式 

 

PC 鋼材に混合より線を用いる場合には，式 4-32～式 4-35は以下のように変更される。以下では高

強度・低強度各素線の断面積を apH・apL，降伏強度を fpyH・fpyLとする。また，簡単のため両素線のヤン

グ係数は Epで等しいとし，また初期 PC 力導入時に低強度素線はほぼ降伏しているものとする。 

 

○ 式 4-32：K1 = (23.7 φ / ap – 0.051τy + 1.152)×10-3の変更 

式 4-37より，低強度素線が未降伏の範囲では naaEnL pLpHppp )(
2
1

+Δ= εφτ ，低強度素線降伏後は

naEnL pHppp εφτ Δ=
2
1

が成立する。よって， 

K1 = (23.7 φ / (apH + apL) – 0.051τy + 1.152)×10-3 （低強度素線未降伏のとき） 

= (23.7 φ / apH – 0.051τy + 1.152)×10-3  （低強度素線降伏後） 

式 4-48 
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○ 式 4-33：K2 = (4.35 φ τy / ap – 0.00129 fpy + 1.51)×10-3の変更 

低強度素線は既に降伏していると考えると，式 4-40より， naEn
S

S
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y
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が成

立する。よって， 
K2 = (4.35 φ τy / apH + 0.00129 fpy + 1.51)×10-3 

式 4-49 

○ 式 4-34：K3 = (8.55 φ / ap + 0.653 τy + 0.00465 fpy×(1 – pe) + 6.50)×10-3の変更 

K3を用いる図 4-23の範囲 C では，低強度素線は既に降伏しているため，式 4-49と同様に apに代え

て apHを用いればよい。よって K3は以下の式で表せる。 

K3 = (8.55 φ / apH + 0.653 τy + 0.00465 fpyH×(1 – pe) + 6.50)×10-3 

式 4-50 

○ 式 4-35：Δετy1 = (1.07 φ τy / ap + 0.23τy + 0.04)×10-3の変更 

低強度素線は既に降伏していると考えると，式 4-37より naEnL pHppp εφτ Δ=
2
1

が成立する。よって， 

Δετy1 = (1.07 φ τy / apH + 0.23τy + 0.04)×10-3 

式 4-51 

 

 

4.4.4 部材端回転バネモデルを用いた計算結果と実験結果との比較 

 

図 4-33～図 4-37に提案する材端回転バネモデルを用いた計算結果と，実験結果および FEM 解析結

果を比較する。対象とするのは片持ち梁実験における BOND，UNBOND，H3L4 および H1L6 試験体で

ある。H1L6 試験体はグラウトの充填不良により付着劣化が早期に生じた可能性があるため，付着強度

を半減した解析・計算結果も併せて示す（図 4-37）。 

いずれの試験体でも，提案する材端バネモデルを用いた計算結果は，FEM 解析結果と同程度の精度

で実験結果を追うことができた。図 4-38には PC 鋼材挙動のキーとなる ΔLp－Δεp関係について，材端

バネモデルと FEM 解析の結果を示す。提案する材端バネモデルは，コンクリートの損傷がほとんどな

いR = 0.5%サイクルではFEM解析結果と良く一致しており，変形が大きくなるにつれて差を生じるが，

解析時の挙動をある程度追えている。 
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図 4-33 材端バネモデルと実験結果および FEM 解析結果の比較（BOND） 
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図 4-34 材端バネモデルと実験結果および FEM 解析結果の比較（UNBOND） 
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図 4-35 材端バネモデルと実験結果および FEM 解析結果の比較（H3L4） 
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図 4-36 材端バネモデルと実験結果および FEM 解析結果の比較（H1L6） 
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図 4-37 材端バネモデルと実験結果および FEM 解析結果の比較（H1L6，付着強度半減） 

 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0 0.001 0.002 0.003 0.004 0.005

FEM Model
Cal. Model

Δ
L

p

Δεp  

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0 0.0015 0.003 0.0045 0.006

FEM Model
Cal. Model

Δ
L

p

Δεp  
(a) BOND                             (b) H3L4 

0

0.5

1

1.5

2

0 0.002 0.004 0.006 0.008 0.01

FEM Model
Cal. Model

Δ
L

p

Δεp  

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0 0.002 0.004 0.006 0.008

FEM Model
Cal. Model

Δ
L

p

Δεp  
(c) H1L6                           (d) H1L6（付着強度半減） 

図 4-38 材端バネモデルと FEM モデルにおける ΔLp－Δεp関係 
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4.5 まとめ 
 

本章では圧着型 PCaPC 部材を対象に，圧着接合部の離間と回転挙動を模擬した FEM 解析モデルを

構築した。PC 鋼材に関しては，付着すべり特性に既往の研究における繰り返し履歴モデルを修正して

適用し，コンクリート・PC 鋼材などの構成要素の挙動に至るまで実験結果を精度良く追跡可能な FEM

解析モデルを構築した。 

次いで FEM モデルに基づき，離間部における PC 鋼材の抜け出しと付着特性の関係をモデル化する

ことにより，部材全体の荷重－変形履歴のみならず，PC 鋼材のひずみ（並びに張力）履歴を精度良く

予測可能な計算モデルを提案した。この計算モデルは，FEM モデルに比べて大幅に計算コストを削減

し，比較的精度良く部材の挙動を予測することができる。特に，従来のモデルでは考慮されていなか

った PC 鋼材のひずみを逐次計算することができ，PC 鋼材の挙動（低強度素線の降伏と張力低下）が

全体の履歴に大きな影響を及ぼす混合より線を用いる場合に大変有用であると言える。また本モデル

は圧着接合面における M－θ関係の形で提案しているため，材端回転バネとして骨組み解析に組み込む

ことが可能である。 

 



4. 圧着型 PCaPC 部材解析モデルの構築 

 132

4.6 参考文献 
 

[4.1] 中塚佶，阿波野昌幸：丸形 PC 鋼棒圧着型片持ち PC 梁の荷重－変形関係のマクロモデルによ

る推定，日本建築学会構造系論文集，No. 555，pp. 141-148，2002.5 

[4.2] 中塚佶，阿波野昌幸，中川明徳：異形 PC 鋼棒圧着型片持ち梁の荷重－変形関係推定のため

のマクロモデル，日本建築学会構造系論文集，No. 562，pp. 123-128，2002.12 

[4.3] 菅田昌宏，中塚佶：アンボンド PC 圧着エネルギー吸収型高復元性部材のマクロモデルによ

る荷重-変形関係の推定，日本建築学会構造系論文集，No. 590，pp. 103-110，2005.4 

[4.4] 坂上肇，瀬戸俊明，坂田弘安，松崎育弘：PC 圧着関節工法を用いた骨組の履歴性状に関する

研究，コンクリート工学年次論文集，Vol. 30，No. 3，pp. 529-534，2008. 

[4.5] 足立将人，高津比呂人，西山峰広：PC 綱より線とグラウト材間の付着特性のモデル化(その

1)～(その 2)，日本建築学会大会学術講演梗概集，C-2，構造 IV，pp. 1009-1010，2000. 

[4.6] 森田司郎，角徹三：繰返し荷重下における鉄筋とコンクリート間の付着特性に関する研究，

日本建築学会論文報告集，No. 229，pp. 15-24，1975.3 

[4.7] 是永健好，渡辺英義：PC 鋼より線とグラウト材の付着特性評価，日本建築学会大会学術講演

梗概集，C-2，構造 IV，pp. 1083-1084，1999. 

[4.8] Dassault Systèmes, Abaqus Version 6.7 Abaqus Analysis User's マニュアル 

[4.9] Lee, J. and G. L. Fenves (1998). “Plastic-Damage Model for Cyclic Loading of Concrete Structures”, 

Journal of Engineering Mechanics, Vol. 124, No.8, 892-900 

[4.10] Lubliner, J.J., Oliver, S.O. and E. Oñate (1989). “A Plastic-Damage Model for Concrete”, 

International Journal of Solids and Structures, Vol. 25, 299-329 



5. 復元性の維持条件とエネルギー消費要素量の決定手法の提案 

 133

5 復元性の維持条件とエネルギー消費要素量の決定手法の提案 
 

 

5.1 はじめに 
 

本章では，3 章で提案した復元性とエネルギー消費を両立させた構造形式に関して，4 章で提案した

圧着接合面の離間と回転を考慮した材端回転バネモデルに基づき，PC 鋼材量（架構に復元性を与える

要素）とエネルギー消費要素の 適量を求める手法を提案する。5.2項では圧着型 PCaPC 鋼材における

PC 鋼材 低量の算定手法を提案し，部材内部にエネルギー消費要素を有する構造形式である，混合よ

り線を緊張材とする PCaPC 部材関して，より線の適切な構成および量の決定方法を述べる。5.3項では，

部材外部にエネルギー消費要素を有する構造系式である，波形鋼板ダンパーを用いた PCaPC 架構につ

いて，ダンパーの水平荷重負担割合の 適化手法を示す。 

 

 

5.2 部材端回転バネモデルに基づく適切な PC 鋼材量の算定 
 

本研究で提案する構造形式は，PC 鋼材の緊張力により復元性を得るものであり，設計に際してはそ

の 低量をまず明らかにする必要がある。以下では 4 章で提案した材端バネモデルに基づき，部材に

期待される変形量に対して，復元性を維持できる PC 鋼材の 低量算定手法を述べる。 

 

 

5.2.1 部材の復元性を維持する条件 

 

圧着型 PCaPC 構造において，部材の損傷が軽微であり通常の RC 構造におけるヒンジ部のように大

きな塑性変形が生じないとすると，部材または架構の復元性を維持するには，変形後の除荷完了時に

離間した圧着接合面が再接触し，部材の回転変形が十分小さくなっていれば良い。 

部材に PC 力によらない軸力が存在している場合には，圧着接合面の再接触は必ず生じ，コンクリー

トの損傷に伴う残留変形が過大でない限り部材の復元性は維持される。一方，部材に PC 力によらない

軸力が存在しない場合には，PC 鋼材が除荷時に圧着接合面を再接触させるのに十分な張力を維持して

いる必要がある。PC 鋼材が弾性挙動していれば，コンクリートの損傷に伴う張力劣化が過大にならな

い限りこの条件は満たされ，復元性が維持できる。しかし PC 鋼材が降伏する場合には，張力劣化がは

るかに大きいため，想定する変形に応じて鋼材量を検討する必要がある（特に混合より線では低強度

素線は部材の変形前あるいは非常に早期から降伏しており，変形後の除荷時には必ず張力劣化が生じ

る）。 

また，圧着接合面にシアーキー等を設けずせん断に対し摩擦力のみで抵抗する場合には，摩擦耐力

が常にせん断力を上回らなければならない。摩擦耐力が不足した場合には圧着接合面においてせん断

方向のすべりが生じ，これは過大な変形や PC 鋼材の破断等につながるおそれがある。摩擦耐力は圧着

力に比例するため，ここでも PC 鋼材が十分な張力を維持することが必要な条件となる。 

以上のことから，圧着型 PCaPC 部材の復元性を維持する条件として以下が設定できる。 

 

(1) 対象とする部材において，想定する 大変形から除荷した際に，PC 力と軸力の和が 0 を下回ら

ない（変形時に離間した圧着接合面が，除荷完了時に再接触する）。 
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(2) 目地部における摩擦耐力が部材に生じるせん断力を下回らない。 

以下では各条件を満たす PC 鋼材の 低量算定手法を示す。 

 

 

5.2.2 PC 鋼材最低量の算定手法 

 

5.2.1項で示した復元性の維持に関して PC 鋼材が満たすべき条件について，4 章で提案した材端回転

バネモデルを用い，PC 鋼材の挙動を検討する。除荷完了時の PC 鋼材張力は，圧着接合面における鋼

材のひずみ増分 Δεpを考えることにより算定できる。その際，部材の変形は圧着接合面の回転のみによ

って生じると考えれば安全側の評価となる。なお，本研究で提案した材端回転バネモデルを用いて圧

着型 PCaPC 部材の変形を予測する場合，圧着接合面の回転による変形の割合は，部材角 R = 1.0%時に

全体変形（圧着接合面の離間により生じる部材全体の回転変形に，部材の弾性曲げ変形を足し合わせ

たもの）の 7～8 割を占めており，部材角が大きくなるとこの割合も増大することから，圧着接合面の

回転のみで部材の変形を評価することは過剰に安全側の見積もりとはならないと考えられる。 

 

 

(1) PC 力と軸力の和が 0 を下回らない条件について 

 

○ PC 鋼材張力変動に関する検討 

PC 鋼材（特に引張側）が降伏に至らない場合は，コンクリートが健全であれば除荷完了時に PC 鋼

材張力は初期状態から変動しない。以下では PC 鋼材が降伏する場合について検討する。図 5-1より，

PC 鋼材が降伏してひずみ増分 Δεpを経験した状態から圧着接合面のモーメントが 0 になるまで除荷し

た際，すなわち PC 鋼材のひずみを初期張力導入時のひずみ εpiよりも大きいある値 εprまで戻した際の

張力は，式 5-1で求めることができる。 

 

 
図 5-1 PC 鋼材の応力およびひずみ変化 

 

Tp = (fpy – EpΔεpr) apn 

式 5-1 

ここに，Tp： PC 鋼材張力，fpy：PC 鋼材の降伏強度，Ep：PC 鋼材のヤング係数，ap：PC 鋼材の断面

積（1 本あたり），n：一段あたりの PC 鋼材本数，Δεpr：PC 鋼材の 大変形時ひずみと除荷時のひずみ

との差。 
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よって引張・圧縮側の各 PC 鋼材張力は，式 5-2より求めることができる。 

Tpt = (fpy – EpΔεprt) aptnt 

Tpc = (fpy – EpΔεprc) apcnc  （Δεpc≧fpy / Ep – εpiのとき） 

Tpc = Epεpi apcnc  （Δεpc＜fpy / Ep – εpiのとき） 

式 5-2 

ここに，Tpc・Tpc：引張・圧縮側 PC 鋼材張力，apt・apc：引張・圧縮側 PC 鋼材の断面積（1 本あたり），

nt・nc：引張・圧縮側 PC 鋼材の本数，Δεprt・Δεprc：引張・圧縮側 PC 鋼材の 大変形時ひずみと除荷時

のひずみとの差，εpi：PC 鋼材の初期張力導入時のひずみで，fpy / Ep×pe。 

 

 
図 5-2 ΔLp－Δεp関係例 

 

以下では Δεprの算出について述べる。図 5-2において，式 4-32～式 4-36に示した ΔLpと Δεpの関係

より， 

111 / KL pyp εΔ=Δ  

式 5-3 

1

1

2

1
2 KK

L yypy
p

ττ εεε Δ
+

Δ−Δ
=Δ  

式 5-4 

ここに，ΔLp1：付着降伏時の PC 鋼材伸び出し量，ΔLp2：PC 鋼材降伏時の PC 鋼材伸び出し量，Δεpy：

初期 PC 力導入時ひずみと降伏時ひずみの差で，fpy / Ep – εpi。K1，K2，Δετy1は式 4-32～式 4-36より求

める。 

大ひずみ増分 Δεp_maxは以下となる。 

Δεp_max = K3 ( ΔLp_given – ΔLp2 ) + Δεpy 

式 5-5 

ここに，ΔLp_given：想定する 大変形時の PC 鋼材伸び出し量。K3は式 4-34より求める。 

残留ひずみ εpr は，除荷時の傾きが K2 で一定，すなわち載荷反転時から負側付着降伏までの範囲 D

を無視して考えると（元の履歴は図 5-2の破線），以下になる。 

εpr =Δεp_max – K2×ΔLp_given 

式 5-6 
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よって，Δεpr = Δεp_max – εpr より， 

Tpt = (fpy – Ep K2ΔLp_givent) aptnt 

Tpc = (fpy – Ep K2ΔLp_givenc) apcnc （ΔLp_givenc≧ΔLp2cのとき） 

Tpc = Epεpi apcnc  （ΔLp_givenc＜ΔLp2cのとき） 

式 5-7 

ここに，ΔLp_givent・ΔLp_givenc：引張・圧縮側の PC 鋼材伸び出し量，ΔLp2c：圧縮側 PC 鋼材における PC

鋼材降伏時の伸び出し量。 

よって除荷時の PC 鋼材張力合計は以下となる。 

Tp_total = fpy (aptnt + apcnc) – Ep K2 (ΔLp_givent aptnt + ΔLp_givenc apcnc) （ΔLp_givenc≧ΔLp2cのとき） 

Tp_total = (fpy – Ep K2ΔLp_givent) aptnt + Epεpi apcnc  （ΔLp_givenc＜ΔLp2cのとき） 

式 5-8 

 

＜上下対称断面の場合＞ 

上下対称型の断面を有する部材の場合は，引張・圧縮側 PC 鋼材の経験する伸び出し量 ΔLp_givent・

ΔLp_givencは式 5-9によって簡単に表せる。 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +=Δ eDRL mgiventp 2_

 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ −=Δ eDRL mgivencp 2_

 

式 5-9 

ここに，Rm：想定する 大変形時の部材角，D：部材せい，e：PC 鋼材の材軸からの偏心距離。 

 

このとき除荷時の PC 鋼材張力合計は，式 5-10で求められる。 

pmppytotalp aDRKEfT )2( 2_ −=    （ΔLp_givenc≧ΔLp2cのとき） 

ppipmppytotalp aEeDRKEfT
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

+⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ +−= ε

22_   （ΔLp_givenc＜ΔLp2cのとき） 

式 5-10 

 

 

○ PC 鋼材 低量の算定 

式 5-8または式 5-10において，K2は式 4-33に示すように，PC 鋼材径φ，PC 鋼材断面積 ap，付着降

伏強度 τy，PC 鋼材降伏強度 fpyの関数であることから，使用する PC 鋼材本数・PC 鋼材種・グラウト

強度が決まっていれば（すなわちφ，Ep，fpy，τy が既知であれば），PC 力と軸力の和が負にならないと

いう条件から，Rmに応じて apの下限値を求めることができる。除荷完了時の軸力がNであるとすると，

Tp_total + N＞0 の条件に式 5-8または式 5-10，および式 4-33を代入することで，apについて不等式を得

（apの 2 次式となる），これを解けば良い。 

K2 = (4.35 φ τy / ap – 0.00129 fpy + 1.51)×10-3 

式 5-11 

 

 

(2) 圧着面における摩擦耐力が部材のせん断力を下回らない条件について 

河野ら[5.1]や岡本ら[5.2]に指摘されているように，繰り返し変形により PC 鋼材の張力が低下すると，

圧着接合面の残存せん断耐力も減少する。PC 張力の低下は PC 鋼材の降伏だけでなくコンクリートの
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損傷によっても生じ，また圧着接合面に生じるせん断力と PC 鋼材張力による圧着力は，部材の変形量

に応じてどちらも変化するため，簡単に評価することは難しい。 

本研究で提案した材端回転バネモデルを用いれば，圧着力とせん断力の変化を確認することは可能

であるが，逐次計算が必要であり，現時点では単純な評価式を提案できない。ただし，少なくとも長

期荷重により生じるせん断力に対しては，式 5-8または式 5-10を用いることにより，変形からの除荷

時における圧着力（= PC 鋼材張力の合計）を算出して耐力を確認することができる。除荷完了時の部

材軸力を N とすると，以下の不等式を満たせば良い。 

μ (Tp_total + N )＞長期荷重 

式 5-12 

ここに，μ：圧着接合面における摩擦係数で，プレストレストコンクリート設計施工基準・同解説[5.3]

では 0.5 としている。 

 

 

5.2.3 混合より線を緊張材として用いた部材への応用 

 

混合より線を緊張材として用いた圧着型 PCaPC 部材においては，低強度素線が初めから降伏してい

るため変形後のより線全体の張力は必ず低下し，その残存張力を正しく評価する必要がある。また，

混合より線の構成（低強度・高強度素線の割合）の決定に際しては，低強度素線の割合を増大させる

とエネルギー消費性能は向上するが，復元性は低下するため，双方のバランスの良いより線を選択す

る必要がある。5.2.2項で提案した残留張力算定法は，PC 鋼材のひずみ変化を考慮しているため，混合

より線において低強度・高強度各素線の張力を別々に評価することができる。 

 

 

○ PC 力と軸力の和が 0 を下回らない条件について 

図 5-3に，式 5-10における Tp_total が負にならないという条件より求めた，混合より線を用いた梁部

材の Rm限界値の試算結果を示す。Rm限界値とは， 大経験部材角 Rmから除荷した際に PC 鋼材張力

の合計が負にならない 大の部材角である（梁部材を仮定しているため軸力は 0 とした）。試算の対象

断面は図 5-3(d)に示す上下対称型とし，コンクリート強度・グラウト強度はともに 60 MPa，高強度・

低強度素線の降伏強度はそれぞれ 2000 MPa・400 MPa とした。PC より線の付着強度は，是永ら[5.4]の

提案式（式 4-2および式 3-42）より算出した。初期導入 PC 力は，低強度素線がちょうど降伏に達す

る大きさとした。結果のグラフには，全 PC 鋼材の張力の和が負にならない場合（実線）だけでなく，

高強度素線が降伏しない場合（破線）の計算値も併せて示す。高強度素線我降伏しない場合には，混

合より線には損傷が発生していないと捉えることができ，コンクリートの損傷が軽微であれば補修が

全く不要といえる。図 5-3(a)は高強度素線断面積 apH一定の場合，図 5-3(b)は混合より線の全断面積（apH 

+ apL）が一定の場合，図 5-3(c)は高強度素線降伏時の混合より線全体の張力が一定の場合（すなわち，

高強度素線を基準とした等価断面積 ap_eq = apH + apL×fpyL / fpyHが一定の場合）をそれぞれ示す。PC 鋼材

径φ は混合より線全体の断面積に対し，円形断面を仮定して算出した。前の段落で述べたように，低

強度素線の割合が増加すると Rm 限界値は小さくなる。すなわち，同一の変形角を経験した場合には，

低強度素線の割合が増大すると復元性が低下することが，いずれのグラフからもわかる。 

 

Sy = 2.88 × 10-3τy × φ 

式 5-13 
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τy = 0.602α × (GσB)1/2 

式 5-14 

ここに，φ：鋼材径（= より線の公称径），α：より線の形状による係数で，α = 1.0（7 本より線），α = 1.17

（19 本より線），GσB：グラウト材強度。 
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図 5-3 Rm 限界値試算結果（軸力に関する条件のみを考慮した場合） 

 

 

○ 圧着面における摩擦耐力が部材のせん断力を下回らない条件について 

図 5-4に，圧着面における摩擦耐力が部材に作用するせん断力を下回らないという条件について，

Rm 限界値の試算結果を示す。対象としたのは図 5-3(d)に示す上下対称断面を有する梁部材であり，圧

着面に作用するせん断力は，せん断スパン比 a / D = 5（部材長 1500 mm）となる片持ち梁を想定した

場合の，圧着面のモーメントに対応する材端荷重とした。部材は圧着面の摩擦のみでせん断力に抵抗

するとし，摩擦係数は μ = 0.5 とした。高強度素線断面積 apHを 100，150，200，250 mm2で一定とした

場合に，低強度素線断面積 apLを変化させた場合について，4 章で提案した部材端回転バネモデルを適

用して Rm限界値を求めた。図 5-4には，付着強度 τy = 4.66 MPa の場合（グラウト強度 60MPa として式 

3-42より算出），および τy = 6.99 MPa の場合（グラウト強度 90MPa として式 3-42より算出）の結果を

示す。付着強度が大きいと PC 鋼材が早期に降伏するため，Rm 限界値は小さくなる。また，低強度素

線の断面積が増えると，除荷時の PC 張力低下割合が大きくなるため，Rm限界値は小さくなる。 

また，図 5-5には PC 力と軸力の和が 0 を下回らない条件について算出した Rm限界値を示す。計算

方法は図 5-3(a)と同様であるが，図 5-4との比較のために τy = 4.66 MPa，および 6.99 MPa の場合につ
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いて示した。この試算で対象とした断面を有する梁部材では，いずれの素線組み合わせの混合より線

を用いても，軸力に関する条件が支配的となって部材の 大変形角が制限されることがわかる。 

 

0

2

4

6

8

10

0 50 100 150 200 250

apH=100
apH=150
apH=200
apH=250
apH=100
apH=150
apH=200
apH=250R

m
限

界
値

 (%
)

低強度素線断面積apL (mm2)

τy=4.66

τy=6.99

}
}

 
図 5-4 Rm 限界値試算結果（せん断に関する条件のみを考慮した場合） 
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図 5-5 Rm 限界値試算結果（軸力に関する条件のみを考慮した場合） 

 

 

○ 部材のエネルギー消費性能について 

図 5-6に，混合より線を用いた片持ち梁について，材端回転バネモデルを用いて算出した等価粘性減

衰定数 heqを示す。計算は図 5-3と同じ断面，材料条件において，apH = 150 mm2で一定として行った。

これは図 5-3(a)の apH = 150 mm2（赤線）と同じ条件である。heqは初期状態から部材角 R = 0.5，1.0，

2.0%サイクルをそれぞれ与えた場合について，混合より線のエネルギー消費効果が発揮される第 1 サ

イクル（実線），履歴が定常ループとなる第 2 サイクル（破線）についてそれぞれ算出した。 

図 5-6から，先にも述べたとおり，低強度素線の割合を増やすと部材のエネルギー消費性能が向上す

る傾向にあることが読み取れる。しかし図 5-3に示したように，Rm 限界値は低強度素線の増加に伴い

低下するため，設計においては部材に要求される変形性能により Rm の下限値（地震レベルにより 1.0

～2.0%程度と考えられる）並びに低強度素線割合の上限が設定される。混合より線は，この制限を図 

5-3または図 5-5において満たす範囲で必要なエネルギー消費性能を有する構成のものを，図 5-6を参

照して選択すれば良い。 
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5.3 波形鋼板ダンパーの水平荷重負担割合最適化手法 
 

波形鋼板ダンパーを組み込んだ PCaPC 架構の変形は，ダンパーが鉛直荷重を負担しないため，せん

断変形卓越型となり，水平力に対してダンパー・架構が独立に抵抗する機構となる。そのためダンパ

ー付架構全体の履歴は，ダンパーと架構それぞれの履歴を足し合わせることにより容易に予測が可能

と考えられる。以下では，まず断面力の算定に層分割法を用いた骨組み解析モデルによって，3 章で述

べた波形鋼板ダンパー付門型架構の実験結果に関し，ダンパー・架構の各履歴の足し合わせにより全

体の履歴が精度良く追跡できることを示し，次いで 4章で提案した部材端回転バネモデルを用いても，

同様に実験結果の履歴が追えることを示す。次にダンパーの負担荷重を変数とする場合に，復元性を

維持しつつエネルギー消費性能を 大化する適切なダンパー量の決定手法を述べる。 

 

 

5.3.1 波形鋼板ダンパーを用いた PCaPC 架構の履歴予測 

 

(1) 層分割断面を有する骨組み解析による実験結果の追跡 

まず骨組み解析プログラム OpenSees[5.5]を用いて，3 章で述べた波形鋼板ダンパー付門型架構の履歴

挙動を求めた。なお，用いた解析プログラムは PCaPC 部材に対応していないため，ここでは RC 試験

体（架構は一体打ち，PC 力なし）を対象とした解析結果のみ示す。 

柱・梁部材は図 5-7に示すように線材に置換し，各部材においてヒンジ長さは 4 分割，その他の部分

は 2 分割とする計 10 要素にモデル化した。また，部材の断面は正方向に 20 分割し（図 5-8），コアコ

ンクリートには図 5-9に示すように拘束効果を考慮した。波形鋼板は水平方向のみに抵抗する非線形バ

ネにモデル化し，剛性を波形鋼板ダンパーのせん断剛性と対応させた。鉄筋および鋼板については，

Menegotto-Pinto の応力－ひずみ関係[5.6]を設定した。これは式 5-15で表されるものであり，履歴のカー

ブの半径を決める係数 R はいずれの材料も R = 13.5，降伏後の剛性低下率に相当する係数 Q は Q = 0.05

とした。 

fs = f0 + (εs – ε0) Em [Q + (1 – Q) / {1 + |Em (εs – ε0) / (fch – f0)|R}1 / R] 

式 5-15 

ここに，εs・fs：現在のひずみ度・応力度，ε0・f0：反転点のひずみ度・応力度，Em：反転点での接線の

勾配，fch：履歴曲線の漸近線と反転点での接線との交点の応力度（図 5-10），Q：履歴曲線の接線の傾

きと Emとの比（図 5-10）。 

 

 
図 5-7 骨組み解析モデル概要 

 

 
(a)柱                     (b) 梁 

図 5-8 骨組み断面 
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図 5-9 骨組み解析に用いたコンクリートの応力－ひずみ関係 

 

 
図 5-10 Menegotto-Pinto 式の特性値[5.6] 

 

図 5-11に解析結果を示す。架構の水平荷重は，梁中央の節点に実験時と同じ繰り返し強制変位を与

えた際の左右柱脚における反力の和である。波形鋼板の水平荷重は，波形鋼板ダンパーの自由端に同

様の繰り返し変位を与えた際の，固定端における反力である。架構全体の水平荷重は，架構・ダンパ

ーの水平荷重を足し合わせて求めた。解析結果は，実験で得られた履歴ループを全体・架構のみ・ダ

ンパーのみ，のいずれについても非常に精度良く追跡できた。波形鋼板ダンパーを用いた架構は，ダ

ンパー・架構それぞれの挙動が精度良く予測できれば，履歴の足し合わせにより全体の挙動を予測す

ることが可能であることを示した。 

 

-1000

-750

-500

-250

0

250

500

750

1000

-3 -2 -1 0 1 2 3

Experiment
Analysis

La
te

ra
l L

oa
d 

(k
N

)

Rotation Angle (%)  
-3 -2 -1 0 1 2 3

Experiment
Analysis

Rotation Angle (%)  
-3 -2 -1 0 1 2 3

Experiment
Analysis

Rotation Angle (%)  
(a) 全体                      (b) 架構                     (c) ダンパー 

図 5-11 骨組み解析と実験結果の比較（RC 試験体） 

 

 

5.3.2 部材端回転バネモデルを用いた挙動予測と適切なダンパー量の算定 

 

4 章で提案した部材端回転バネモデルを用いれば，骨組みモデル使用時に比べてはるかに少ない計算

量で，PCaPC 架構の挙動予測することができる。そこで図 5-12に示すように，柱脚および梁端に提案

回転バネモデルを設定した骨組み解析を行った。解析対象は，ボンド PCaPC 構造である PCbS および
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PCbL とした。柱および梁は線材に置換して弾性変形のみを考慮した。履歴は層間変形角 R = 0.2，0.4，

0.6，1.0%各 2 サイクルずつとし，層間変形角に相当する強制変位を梁中央の節点に与えた際の，柱脚

における水平反力の和を架構の負担水平荷重とした。 

 

 
図 5-12 部材端回転バネを用いた骨組み解析モデル 

 

波形鋼板ダンパーは，式 5-15に示した Menegotto-Pinto の応力－ひずみ関係を用いて負担水平荷重－

層間変形角関係を算出した。履歴のカーブの半径を決める係数 R，および降伏後の剛性低下率に相当

する係数 Q は，波形鋼板が低強度鋼であることを考慮して，R = 3.0，Q = 0.08 とした。架構の負担水

平荷重とダンパーの負担水平荷重を足し合わせたものを，全体の水平荷重とした。図 5-13および図 

5-14に，材端回転バネモデルを用いた履歴計算結果を示す。架構のみの履歴において解析結果は実験結

果よりもやや大きな耐力を示したものの，全体・架構・ダンパーそれぞれの挙動を比較的精度良く追

跡できたといえる。ただし，両試験体とも骨組みモデルでは除荷時の剛性が高く，残留変形が過小に

評価された。これはコンクリートの応力－ひずみ関係をバイリニアで表現し，圧壊に伴う応力劣化や

その後の繰り返し挙動へり影響を考慮していないためと考えられる。架構のみの耐力が過大評価され

たことについても，同様の原因が考えられる。 
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図 5-13 材端回転バネモデルを用いた履歴計算結果（PCbS 試験体） 
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図 5-14 材端回転バネモデルを用いた履歴計算結果（PCbL 試験体） 

 

図 5-15に，図 5-13(b)および図 5-14(b)の架構の負担水平荷重は固定したまま，波形鋼板ダンパーの

負担水平荷重を変化させた場合の全体の履歴を示す。ダンパーの水平荷重負担割合 β は，架構全体の

大耐力に対するダンパーの 大耐力時の負担水平荷重である。図 5-15に示す履歴において，ダンパ

ーの剛性は変化させず図 5-13(c)に示した水平荷重を定数倍した。これは，波形鋼板の材料・板厚およ

び波の形状は変化させずに，幅だけを変更したダンパーを用いた場合に相当する。PCbS と PCbL は架

構の設計が共通であるので，βが同じならば履歴はほぼ等しくなる。 

図 5-16には，図 5-15に示した履歴から，残留変形率 rd（= (Rd
+ – Rd

-) / (Rmax
+ – Rmax

-)，Rd
+・Rd

-：正・

負載荷時の残留層間変形角，Rmax
+・Rmax

-：正・負載荷時の 大層間変形角）と等価粘性減衰定数 heqを

算出した結果を示す。rd・heqとも層間変形角 R = 1.0%のサイクルより算出した。図 5-16より，heqは β

の増加に伴って直線的に増加するのに対し，rd は指数関数的に増加することがわかる。架構の復元性

を維持するには，rd の上限を定めて β を決定する必要がある。その際の heq は，図 5-16(b)より容易に

見積もることができる。 
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図 5-15 βを変化させた場合の全体の水平荷重－層間変形角関係 

 



5. 復元性の維持条件とエネルギー消費要素量の決定手法の提案 

 145

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

PCbS
PCbL

R
es

id
ua

l D
ef

or
m

at
io

n 
R

at
io

, r
d 

(%
)

ダンパー水平荷重負担割合β  

0

5

10

15

20

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6

PCbS
PCbL

E
qu

iv
al

en
t V

is
co

us
 D

am
pi

ng
 R

at
io

, h
eq

 (%
)

ダンパー水平荷重負担割合β  
(a) 残留変形率－β関係                (b) 等価粘性減衰定数－β関係 

図 5-16 ダンパーの水平荷重分担率と復元性・エネルギー消費性能の関係（初

期剛性一定） 

 

図 5-17には，ダンパーの波形形状も変化させた場合を想定し，PCbL 試験体を基準として，初期剛

性（基準ダンパーでは弾性せん断剛性 Gw = 150 GPa）を 1/5，2，3，4 倍とした場合の rdおよび heqを

示す。なお，初期剛性が大きいほどダンパーの履歴形状は膨らんだ紡錘型となり，架構全体は大きな

heqを示す。初期剛性を 1/4 とした場合には，ダンパーの履歴がほとんど線形弾性となり，βを増大させ

ても heqが増加しない。 

ダンパーの初期剛性と βを見積もる例として，架構全体として必要な heqが 15%以上，かつ rdを 10%

以下にするという設計条件を考える。図 5-17(b)より，基準のダンパーでは β = 0.35 以上，rd = 18%以

上となるのに対し，初期剛性を 5 倍としたダンパーでは βの下限は β = 0.27 であり，このとき rdは rd = 

8%に抑えることができる。すなわち，ダンパーは β = 0.27 を満たすせん断断面積を有し，初期剛性は

Gw = 750 GPa となるよう板厚，波の折り幅を決定すれば良い。 
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図 5-17 ダンパーの水平荷重分担率と復元性・エネルギー消費性能の関係（初

期剛性変化） 
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5.4 まとめ 
 

本章では，3，4 章で得られた成果に基づき，設計時に部材を決定する要因となる以下の事項を明ら

かにした。 

 

(1) 圧着接合面の離間と回転を考慮した部材端回転バネモデルを用いて，架構の復元性を維持でき

る PC 鋼材の 低量の計算式を導出した。 

(2) (1)を発展させ，混合より線を緊張材として用いる PCaPC 部材について，高強度素線断面積に対

する低強度素線断面積の上限を求める手法を示し，設計条件として部材に必要なの変形性能が与

えられた場合に，適切な構成および断面積を有するより線を選択可能とした。 

(3) 波形鋼板ダンパーを用いた構造形式において，全体の履歴挙動が架構とダンパーそれぞれの荷

重－層間変形角関係の足し合わせで予測可能であることを示し，部材端バネモデルを組み込んだ

骨組解析により，3 章の実験結果を比較的精度良く追跡した。 

(4) (3)に基づき，波形鋼板ダンパーの剛性および水平荷重負担割合の変化が，復元性とエネルギー

消費性能に与える影響を明示し，残留変形率と等価粘性減衰定数の必要値が与えられた場合に，

条件を満たすダンパーの剛性およびせん断断面積を決定する手法を示した。 
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6 結論 
 

本研究では，復元性に優れた圧着型 PCaPC 架構に，弱点であるエネルギー消費性能を補う要素を付

加することによって，地震時の損傷を修復不要なレベルに低減し，地震後の即時復旧・継続使用が可

能な建物を実現する構造形式を提案した。提案構造形式は，エネルギー消費機構を柱梁部材の外部あ

るいは内部に有する 2 種であり，いずれについてもまず部分モデルの繰り返し載荷実験を行って，そ

の力学的特性を明らかにした。次いで圧着型 PCaPC 架構の繰り返し履歴に大きな影響を与える PC よ

り線の付着すべり挙動に関して，既往の履歴モデルをランダムな繰り返し載荷に対応可能な形に修正

し，FEM 解析モデルに反映した。この FEM モデルは，圧着型 PCaPC 架構の特徴的な挙動である圧着

接合部の離間と PC 鋼材の伸び出しを考慮したものであり，このモデルを用いて実験で得られた荷重－

変形関係および PC 鋼材の張力変動が非常に精度良く追跡できることを示すとともに，繰り返し履歴に

おける PC 鋼材の付着応力分布の推移を明らかにした。これを基に，骨組み解析における部材端回転バ

ネとしての適用を目差して，圧着接合面におけるモーメント－回転角関係を簡便に求めることが可能

な計算モデルを提案した。このモデルは，FEM モデルを用いたパラメトリックスタディに基づいて計

算式の係数を設定することで，圧着型 PCaPC 架構の繰り返し履歴（特に PC 鋼材の張力変動）を精度

良く算定可能とした。 後に，本研究で提案するエネルギー消費機構を有する圧着型 PCaPC 構造に関

して，復元性の維持条件を満たす PC 鋼材量の計算式を示し，復元性とエネルギー消費を両立する混合

より線または波形鋼板ダンパーの決定手法を示した。 

以下に本研究の結論，および今後の課題を示す。 

 

 

6.1 本研究で得られた結論 
 

① 構造形式の提案 

エネルギー消費要素を付加した圧着型 PCaPC 構造として既に提案されている，アンボンド PC 鋼材

と軟鋼鉄筋を併用する構造形式，またはアンボンド PC 鋼材と摩擦ダンパーを併用する構造形式に対し

て，以下の 2 種の構造形式を新たに提案した。 

(1) PC 鋼材と軟鋼鉄筋を平行に配置する断面の複雑さを解消して，施工性を向上させた構造形式と

して，混合より線を緊張材として使用した PCaPC 架構を提案した。 

(2) ダンパーの選択肢を増やし，また適用範囲を拡大する目的で，設計自由度の高い波形鋼板ダン

パーをエネルギー消費要素として用いた構造形式を提案した。 

 

② 繰り返し載荷実験による力学的特性の把握 

提案した構造形式の力学的特性を把握するため，波形鋼板ダンパーを組み込んだ門型架構の正負交

番漸増載荷実験，および混合より線を緊張材とした片持ち梁の正負交番漸増載荷実験を行った。提案

した構造形式はいずれも，PCaPC 部材圧着接合面の離間に変形が集中し，部材の損傷を軽微に留める

ことができた。いずれの実験における試験体も，復元性とエネルギー消費を両立したフラッグシェイ

プの履歴を示した。また，それぞれの構造形式に関して以下の知見が得られた。 

 

(1) 波形鋼板ダンパーを組み込んだ門型架構では，波形鋼板の高さを架構の階高に対して小さくす

ることで，ダンパーの降伏時変形角を制御することが可能であり，また，架構とダンパーが水平

荷重に対してほぼ独立に抵抗することが確認された。波形鋼板ダンパーは，単体ではせん断降伏
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の発生後に安定した紡錘型の履歴を示すため，PCaPC 架構の復元性とダンパー量の割合が適切で

あれば，構造形式全体ではフラッグシェイプの履歴が実現できた。 

(2) 混合より線を緊張材とした片持ち梁では，普通より線を用いた場合に比べてエネルギー消費性

能が改善できることが確認された。ただし，素線の組み合わせと断面配置が履歴形状に大きく影

響を及ぼし，低強度素線の割合が大きくかつ PC 鋼材に生じるひずみが大きい試験体では，PC 鋼

材の破断が生じた。適切な素線量および断面配置とした場合には，履歴ループ面積が大きく残留

変形の小さなフラッグシェイプの履歴が実現できた。 

 

③ 圧着接合面の離間とより線の付着すべりを模擬した解析モデルの構築 

圧着型 PCaPC 架構の特徴的な挙動である，圧着接合面の離間と部材の剛体回転挙動，およびより線

の付着すべりを模擬した FEM 解析モデルを構築した。特に付着すべり特性に関して，既往の繰り返し

履歴モデルで考慮されていなかった 大経験すべり量未満での繰り返し履歴に対応できるようモデル

を修正し，FEM 解析に組み込んだ。これにより，より線の張力変化が精度良く追跡でき，部材全体の

荷重－変形関係も実験結果とよく一致した。また，載荷過程に応じた PC 鋼材の付着応力分布の変化を

解明した。 

 

④ 鋼材の付着すべりと抜け出し挙動を考慮した部材端回転バネモデルの提案 

圧着接合面における PC 鋼材の抜け出し量とひずみ増分を関係付けることで，圧着型 PCaPC 部材の

挙動を容易に予測可能な部材端回転バネモデルを提案した。PC鋼材の抜け出し量とひずみ増分関係は，

③で得られた付着応力分布と FEM 解析のパラメトリックスタディ結果に基づき 3 つの剛性で表現し，

実挙動に近い付着特性を反映した。提案した部材端回転バネモデルを用いることにより，FEM 解析に

比べて大幅に計算コストを低減しながら，同程度の精度で混合より線片持ち梁の実験結果を追跡でき

た。 

 

⑤ 復元性の維持条件とエネルギー消費要素量の決定手法の提案 

材端回転バネモデルを用いて，設計に必要な以下の諸条件の決定手法を提案した。 

 

(1) ④の部材端回転バネモデルに基づき，繰り返し載荷による PC 鋼材張力の劣化を考慮して，圧着

力を維持するための 低 PC 鋼材量の算出式を導出した。 

(2) (1)を混合より線を緊張材とする部材に応用し，部材必要な変形性能が設計条件として与えられ

た場合に，高強度・低強度素線の構成および断面積について，復元力を維持しつつエネルギー消

費性能を発揮できる 適量の決定手法を提案した。 

(3) 波形鋼板ダンパーを組み込んだ架構について，構造形式全体の荷重－変形関係は架構とダンパ

ーのダンパーの履歴の足し合わせにより予測できることを示し，④の部材端回転バネモデルを組

み込んだ骨組解析を用いて，実験結果を比較的精度良く追跡した。 

(4) 波形鋼板ダンパーの剛性および水平荷重分担率が，架構の復元性およびエネルギー消費性能に

与える影響を明らかにし，残留変形率と等価粘性減衰定数の目標値が設計条件として与えられた

場合に，ダンパーの剛性および水平荷重分断率を決定する手法を提案した。 
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6.2 今後の課題 
 

本研究では，実験に用いた部分モデル縮小試験体についての議論が主であったため，提案した構造

形式を実大の建物に適用する場合の議論が不足していると考えられる。特に以下の事項について，今

後の検討を要する。 

 

 

① 多層骨組みへの適用について 

実験に用いた部分モデル試験体は片持ち梁もしくは門型架構であったため，多層骨組に適用した際

の挙動が未確認である。特に波形鋼板ダンパーについては，上下梁が回転変形する場合には，ダンパ

ーに生じるせん断変形が架構の層間変形に比べて小さくなる可能性があり，この影響を明らかにする

必要がある。 

 

② 提案構造形式の動的挙動について 

本研究では，提案構造形式の挙動を静的載荷実験に基づき議論しているが，実際の建物に適用した

際の残留変形や地震時応答は，静的な挙動とは異なる可能性がある。今後の展望として，既存の建物

（5～25 階程度）に提案構造形式を適用した場合の地震時挙動を，部材端回転バネモデルを組み込んだ

多層骨組みモデルの動的解析により予測することを予定しており，これにより問題点や設計において

考慮すべき事項が明らかにできると考える。 

 

③ 部材端回転バネモデルについて 

本論文で提案した部材端回転バネモデルは，繰り返し時の残留変形を過小評価する傾向があり，特

に柱部材など軸力の大きな場合にその傾向が顕著である。これはコンクリートの圧壊による影響を考

慮していないことが原因と考えられる。現モデルでは中立軸深さを加力時・除荷時を問わず目開き幅

に応じて一意に求めるものとしているが，除荷時には中立軸深さがおそらく増大しており（コンクリ

ートが圧壊により，加力時と同じだけの応力を同面積では負担できないため）この影響を考慮する必

要がある。 

 

④ 復元性とエネルギー消費の最適化手法について 

本論文では 5 章において，提案する構造形式を用いた建物に要求される復元性およびエネルギー消

費性能が設計条件として与えられた場合に，これを満たす混合より線もしくは波形鋼板ダンパーの決

定手法を述べた。しかしその手続きは，一旦部材端回転バネモデルによる挙動予測を経由する必要が

あり，実用化に向けては，より簡便にエネルギー消費要素の剛性・形状等を決定する手法が望まれる。

また，②で述べたように動的な場合の挙動はこれまでの議論における予測とは異なる可能性があり，

このことも踏まえてより実用的な設計手法を構築する必要がある。 
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付録 
 

 

付録 1 実験データ整理方法 
 

 

付録 1 では，実験結果のデータ整理に用いた計算手法として以下を示す。 

I 変形成分の計算方法 

II 波形鋼板の負担水平荷重 

 

 

I 変形成分の計算方法 

 

以下では，3 章における波形鋼板ダンパーの載荷実験結果分析に用いた，鋼板に取り付けた変位計か

ら曲げ・せん断変形成分をそれぞれ求める手法について示す。 

 

架構の変形は，せん断変形と曲げ変形から成ると考えられる。付図 I-1(a)は鋼板に取り付けた変位計

の概要であり，(b)～(f)は曲げ変形，軸変形，せん断変形に分離した際の，それぞれの変形に対する各

変位計の変位を示す。 

 

  
(a) 変位計による相対変位          (b) 曲げ変形 1               (c) 曲げ変形 2 

  
(d) 軸変形 1                  (e) 軸変形 2                   (f) せん断変形 

付図 I-1 変形の分離 

 

各変位計の計測値は，それぞれの変形による変位の和と考えられ，曲率φ1・φ2，軸ひずみ ε1・ε2，お

よび計測区間長さ L1・L2を用いて以下の式で表すことができる。 

 

22
1

221 2
LLL ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛−= φεδ  

付式 I-1 
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11
2

112 2
LLL ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛−= φεδ  

付式I-2 

22
1

223 2
LLL ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+= φεδ  

付式I-3 

11
2

114 2
LLL ⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛+= φεδ  

付式I-4 
αγαεαεδ sincossin 222115 LLL ++=  

付式 I-5 
αγαεαεδ sincossin 222116 LLL −+=  

付式 I-6 

上の式を曲率，軸ひずみに対して解くと，以下となる。 

21

24
1 LL

δδφ −
=  

付式I-7 

21

13
2 LL

δδ
φ

−
=  

付式I-8 

1

42
1 2L

δδε +
=  

付式I-9 

2

31
2 2L

δδ
ε

+
=  

付式I-10 

α
δδ

γ
sin2 2

65

L
−

=  

付式 I-11 

 

本研究においては，波形鋼板部分および支持部分に取り付けた変位計を用い，曲げ変形 2 により生

じる曲率φ2，およびせん断変形角 γを，波形鋼板部分，上下支持部分それぞれについて計算した。各部

分の曲げ変形角 θは，θ = φ2L2より求められる。δD・θD・L2Dを波形鋼板部分の曲げによる水平変位・曲

げ変形角・部材高さ，δS・θS・L2Sを支持部分の曲げによる水平変位・曲げ変形角・部材高さとすると，

上または下載荷梁から試験体中央高さまでの曲げによる水平変位 δfは，以下の式で表せる。 
)2/(2/ 222 SDSDDSDf LLL ++=+= θθδδδ  

付式I-12 

せん断による変形量は，波形鋼板部分または支持部分のせん断変形角 γD・γSに，各部分の高さ L2D・

L2Sを乗じて求められる。以上より，試験体全体の水平変位は，上および下半分の試験体から求めた δf

の合計に，各部分のせん断変形を加えたものとなる。 
)2/(2/ 222 SDSDDSDsfall LLL ++=+=+= θθδδδδδ  

SSSSDDSDSSDD LLLLLL 222222 )2/)(( 下側上側下側上側 γγγθθθ ++++++=  

付式I-13 
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II 波形鋼板の負担水平荷重 

 

以下では波形鋼板ダンパー実験結果分析における，波形鋼板負担水平荷重の算出手法について述べ

る。 

 

波形鋼板の負担水平荷重 QDは，弾性挙動する支持部分に貼付したロゼットゲージの計測値から求め

た。3 枚のロゼットゲージ貼付箇所における平面応力状態を仮定して，各位置でのせん断応力 τ1，τ2，

τ3 を求め，τ1，τ2，τ3 に各領域長さ L1，L2，L3，および支持部分の板厚 t を乗じて足し合わせたものを

QD とする。計算式を付式 II-1に示す。弾性係数は材料試験結果を用い，ポアソン比は 0.3 とした。ロ

ゼットゲージからのせん断応力算出法は次項に示す。 

QD = t (τ1L1 +τ2L2 +τ3L3) 

付式II-1 

算出手法の妥当性を確認するために，ダンパー単体実験の D240 試験体において，ロードセルで計測

した水平荷重とロゼットゲージのひずみ値から算定した水平荷重を比較した。その際，3 つのゲージの

領域長さ L1, L2, L3を決定するに当たって，まずそれぞれのゲージ位置におけるせん断応力分布を確認

した。付図 II-1に，各サイクルのピーク時におけるせん断応力の分布図を示す。第 1 サイクルを実線，

第 2 サイクルを破線で示している。付図 II-1より，支持部分の応力分布は中央ゲージ位置より両端ゲ

ージ位置の応力の方が大きいことがわかる。これはフランジによる拘束の影響と考えられる。付図 II-1

は 3 点の計算値直線で結んだため折れ線となっているが，実際にひずみが大きく増加しているのは端

のわずかな部分だけであると考えられる。 

このことを考慮し，周辺鋼板の影響を受ける左右ゲージの領域長さ L1および L3は波形鋼板パネル幅

の 0.1 倍（40 mm），中央ゲージの領域長さ L2はパネル幅の 0.8 倍（320 mm）として，QDを算出した。

試験体 D240 における QDと，ロードセルにより計測した水平荷重の比較を付図 II-2に示す。3 つのゲ

ージの平均値から算出した QD，および中央のゲージのみの値から算出した QD も併せて示すが，ゲー

ジ領域長さを考慮した算出結果が もよく試験体に与えた水平荷重と一致した。 

以上の検討より，架構実験においても波形鋼板の負担水平荷重算出に当たっては，せん断応力の分

布を考慮する必要があると考えられる。 
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付図 II-1 剛体部分のせん断応力分布図 
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付図 II-2 D240 せん断力算出結果 

 

付図 II-3～付図 II-7に，各サイクルのピーク時におけるせん断応力の分布図を示す。試験体によっ

ては，付図 II-1と同様に中央と両端のゲージ位置によって応力に差が生じていた。そこでダンパー単

体実験の場合と同様に，中央ゲージの領域長さはダンパー幅の 0.8 倍，両端ゲージの領域長さはダンパ

ー幅の 0.1 倍として，負担水平荷重を算出した。ただし，ダンパー幅は左右フランジ外側の三角形張り

出し部も含めたゲージ貼付位置での幅（= 471 mm）とした。このため，各ゲージの領域長さは数値上，

L1 = 47.1 mm，L2 = 376.8 mm，L3 = 47.1 mm となり，L2だけでパネルの幅（300 mm）を超過するが，理

論上は中央または両端のゲージから算出した応力にそれぞれ 0.8 または 0.1 の重み付けをしたことにな

るので，問題はないと考えた。 
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付図 II-3 せん断応力分布（PCbS） 
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付図 II-4 せん断応力分布（PCbL） 
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付図 II-5 せん断応力分布（PCuS） 
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付図 II-6 せん断応力分布（PCuL） 
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付図 II-7 せん断応力分布（RC） 
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付録 2 付着すべりモデルプログラムソースコード 
 

付録 2 では，PC 鋼より線の修正付着すべり特性として，FEM 解析のボンドリンクに用いた Fortran
サブルーチンプログラムソースコードを示す。 
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エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
機

構
を
有

す
る

圧
着
型
プ

レ
キ
ャ

ス
ト

プ
レ
ス
ト

レ
ス
ト
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
構

造
に

関
す

る
研
究

”
 

C
 
 
 
 
 
 
市

岡
有

香
子

 

C
 
 
 
 
 
 
京

都
大

学
大

学
院

工
学

研
究
科
 
建

築
学
専
攻
 
博
士
学

位
請
求
論
文
 

C
 

C
 
 
 
 
に

従
っ

て
変

更
し

た
も
の

で
あ
る

。
 

C
 
 
 
 
コ

メ
ン

ト
文

中
に

お
け
る

図
・
式

番
号

は
，
市
岡

の
各
論

文
中

の
図
・
式

番
号
に

対
応

す
る
。
 

C
 

C
 

C
 
 
 
 
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
*
 

C
 

C
 
 
 
 
こ

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

で
は
，

現
在
の

点
（

T
A
U
,
A
S
L
I
P
)
の
位

置
を

N
T
A
U
S
の

値
に
よ

っ
て

 

 
 
 
 
 
2
 
 
N
T
A
U
S
,
N
T
A
U
S
P
R
E
,
N
C
H
E
C
K
,
N
O
E
L
,
A
S
L
I
P
P
R
E
,
D
S
L
I
P
P
R
E
,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
3
 
 
S
L
I
P
P
,
S
L
I
P
P
P
R
E
,
S
L
I
P
N
,
S
L
I
P
N
P
R
E
,
S
L
I
P
D
,
S
L
I
P
D
P
R
E
,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
4
 
 
T
A
U
P
,
T
A
U
P
P
R
E
,
T
A
U
N
,
T
A
U
N
P
R
E
,
T
A
U
P
R
E
,
T
A
U
D
,
T
A
U
D
P
R
E
,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
5
 
 
S
S
L
I
P
D
1
,
S
S
L
I
P
D
P
1
,
S
S
L
I
P
D
N
1
,
S
S
L
I
P
D
P
2
,
S
S
L
I
P
D
N
2
,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
6
 
 
S
S
L
I
P
D
P
3
,
S
S
L
I
P
D
N
3
,
S
S
L
I
P
D
P
4
,
S
S
L
I
P
D
N
4
,
S
S
L
I
P
D
P
5
,
S
S
L
I
P
D
N
5
,
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
7
 
 
S
T
A
U
D
P
1
,
S
T
A
U
D
N
1
,
S
T
A
U
D
P
2
,
S
T
A
U
D
N
2
,
S
T
A
U
D
P
4
,
S
T
A
U
D
N
4
,
S
T
A
U
D
P
5
,
S
T
A
U
D
N
5
,
 
 
!
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

 
 
 
 
 
8
 
 
T
A
U
,
S
L
I
P
K
,
S
L
I
P
K
P
R
E
,
C
H
E
C
K
,
S
S
L
I
P
D
P
4
P
,
S
S
L
I
P
D
N
4
P
,
S
T
A
U
D
P
4
P
,
S
T
A
U
D
N
4
P
)
 
 
 
!
O
U
T
P
U
T
,
C
H
A
N
G
E
A
B
L
E
 

C
 

C
-
-
-
-
-
-
変

数
を
戻

す
 

 
 
 
 
 
 
D
D
S
D
D
E
(
1
,
1
)
 
=
S
L
I
P
K
 

 
 
 
 
 
 
S
T
R
E
S
S
(
1
)
 
 
 
=
T
A
U
 

C
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
)
 
 
=
D
B
L
E
(
N
T
A
U
S
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
)
 
 
=
D
B
L
E
(
N
T
A
U
S
P
R
E
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
)
 
 
=
D
B
L
E
(
N
C
H
E
C
K
)
 

C
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
4
)
 
 
=
A
S
L
I
P
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
回
ス
テ

ッ
プ

の
す

べ
り

量
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
5
)
 
 
=
D
S
L
I
P
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
回
ス
テ

ッ
プ

の
す

べ
り

増
分

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
6
)
 
 
=
S
L
I
P
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
現
在
ま
で

に
経

験
し

た
最

大
正

側
す

べ
り

量
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
7
)
 
 
=
S
L
I
P
P
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
ま

で
に

経
験

し
た

最
大

正
側

す
べ

り
量

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
8
)
 
 
=
S
L
I
P
N
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
現
在
ま
で

に
経

験
し

た
最

大
負

側
す

べ
り

量
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
9
)
 
 
=
S
L
I
P
N
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
ま

で
に

経
験

し
た

最
大

負
側

す
べ

り
量

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
0
)
 
=
S
L
I
P
D
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
を
開

始
し

た
時

点
で

の
す

べ
り

量
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
1
)
 
=
S
L
I
P
D
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
回
除
荷

を
開

始
し

た
時

点
で

の
す

べ
り

量
 

C
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
2
)
 
=
T
A
U
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
現
在
ま
で

に
経

験
し

た
最

大
正

側
付

着
応

力
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
3
)
 
=
T
A
U
P
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
ま

で
に

経
験

し
た

最
大

正
側

付
着

応
力

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
4
)
 
=
T
A
U
N
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
現
在
ま
で

に
経

験
し

た
最

大
負

側
付

着
応

力
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
5
)
 
=
T
A
U
N
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
ま

で
に

経
験

し
た

最
大

負
側

付
着

応
力

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
6
)
 
=
T
A
U
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
回
の
ス

テ
ッ

プ
で

得
ら

れ
た

付
着

応
力

 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
7
)
 
=
T
A
U
D
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
を
開

始
し

た
時

点
で

の
付

着
応

力
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
8
)
 
=
T
A
U
D
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
回
除
荷

を
開

始
し

た
時

点
で

の
付

着
応

力
 

C
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
1
9
)
 
=
S
S
L
I
P
D
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
減

少
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
0
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
減

少
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
1
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
減

少
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
2
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
一

定
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
3
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
一

定
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
4
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
増

加
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
5
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
増

加
域

に
入

る
時

の
す

べ
り

量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
6
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応
力
増
加

域
で

の
指

向
点

の
x
座

標
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
7
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応
力
増
加

域
で

の
指

向
点

の
x
座

標
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
8
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
で

の
S
S
L
I
P
D
P
4
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
2
9
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前
サ
イ
ク

ル
で

の
S
S
L
I
P
D
N
4
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
0
)
 
=
S
S
L
I
P
D
P
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応
力
増
加

域
か

ら
包

絡
線

上
に

移
る

時
の

す
べ

り
量

(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
1
)
 
=
S
S
L
I
P
D
N
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応
力
増
加

域
か

ら
包

絡
線

上
に

移
る

時
の

す
べ

り
量

(
負

側
)
 

C
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
2
)
 
=
S
T
A
U
D
P
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
減

少
域

に
入

る
時

の
付

着
応

力
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
3
)
 
=
S
T
A
U
D
N
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
減

少
域

に
入

る
時

の
付

着
応

力
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
4
)
 
=
S
T
A
U
D
P
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
一

定
域

で
の

付
着

応
力

(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
5
)
 
=
S
T
A
U
D
N
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除
荷
後
応

力
一

定
域

で
の

付
着

応
力

(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
S
T
A
T
E
V
(
3
6
)
 
=
S
T
A
U
D
P
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応
力
増
加

域
で

の
指

向
点

の
y
座

標
(
正

側
)
 

 
 



付録 2 付着すべりモデルプログラムソースコード 

159 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
P
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
ま

で
に
経

験
し

た
最
大
正

側
付
着

応
力

 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
N
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
現

在
ま
で
に
経

験
し
た

最
大

負
側
付
着

応
力
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
N
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
ま

で
に
経

験
し

た
最
大
負

側
付
着

応
力

 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

回
の
ス
テ
ッ

プ
で
得

ら
れ

た
付
着
応

力
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
D
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
を
開
始
し

た
時
点

で
の

付
着
応
力
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
T
A
U
D
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

回
除
荷
を
開

始
し
た

時
点

で
の
付
着

応
力
 

C
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
減

少
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
減

少
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
減

少
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
一

定
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
一

定
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
増

加
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
増

加
域
に

入
る

時
の
す
べ

り
量
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
で

の
指
向

点
の

x
座
標
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
で

の
指
向

点
の

x
座
標
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
で

の
S
S
L
I
P
D
P
4
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
で

の
S
S
L
I
P
D
N
4
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
P
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
か

ら
包
絡

線
上

に
移
る
時

の
す
べ

り
量

(
正
側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
S
L
I
P
D
N
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
か

ら
包
絡

線
上

に
移
る
時

の
す
べ

り
量

(
負
側
)
 

C
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
P
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
減

少
域
に

入
る

時
の
付
着

応
力
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
N
1
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
減

少
域
に

入
る

時
の
付
着

応
力
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
P
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
一

定
域
で

の
付

着
応
力
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
N
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
除

荷
後
応
力
一

定
域
で

の
付

着
応
力
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
P
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
で

の
指
向

点
の

y
座
標
(
正

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
N
4
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
で

の
指
向

点
の

y
座
標
(
負

側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
P
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
で

の
S
T
A
U
D
P
4
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
N
4
P
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
で

の
S
T
A
U
D
N
4
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
P
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
か

ら
包
絡

線
上

に
移
る
時

の
付
着

応
力

(
正
側
)
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
T
A
U
D
N
5
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
応

力
増
加
域
か

ら
包
絡

線
上

に
移
る
時

の
付
着

応
力

(
負
側
)
 

C
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
P
Z
T
A
U
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
直

線
A
B
の
延
長

線
上
で

x
座

標
が

S
L
I
P
Y
と
な

る
点

の
y
座
標
 

C
 

 
 
 
 
 
 
R
E
A
L
*
8
 
S
L
I
P
K
P
R
E
 
 
 
 
 
 
 
 
 
!
前

サ
イ
ク
ル
で

の
付
着

剛
性

 

C
 

C
-
-
-
-
-
>
N
T
A
U
S
=
0
～

6
で
，
付
着

の
状
態

の
場

合
分
け
を

行
う
。
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
0
：

単
調
載
荷

曲
線
(
包

絡
線
)
上
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
1
：

最
大
す
べ

り
量
か

ら
の

除
荷
区
間
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
2
：

除
荷
区
間

を
過
ぎ

，
付

着
応
力
が

減
少
す

る
区

間
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
3
：

付
着
応
力

減
少
区

間
を

過
ぎ
，
付

着
応
力

が
一

定
の
区
間
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
4
：

付
着
応
力

一
定
区

間
を

過
ぎ
，
付

着
応
力

が
再

び
上
昇
す

る
区
間
(
包

絡
線
上
を

含
む
)
 

C
 
 
 
 
 
 
 
 
N
T
A
U
S
=
5
：

除
荷
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